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〔
法
規
的
告
示
〕

〇
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
等
の
一

部
を
改
正
す
る
告
示（
厚
生
労
働
三
七
三
）

〇
療
担
規
則
及
び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基

準
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲

示
事
項
等
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
七
四
）

〇
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
傷
病
名
、手
術
、

処
置
等
及
び
定
義
副
傷
病
名
及
び
厚
生
労

働
大
臣
が
指
定
す
る
病
院
の
病
棟
に
お
け

る
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法

第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労

働
大
臣
が
別
に
定
め
る
者
の
一
部
を
改
正

す
る
告
示
（
同
三
七
五
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁登

録
を
受
け
た
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号

等
取
扱
契
約
締
結
事
業
者
の
営
業
の
廃

止
、
登
録
包
括
信
用
購
入
あ
つ
せ
ん
業
者

の
営
業
の
廃
止
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
七
十
三
号

診
療
報
酬
の
算
定
方
法
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
五
十
九
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、使
用
薬
剤
の
薬
価（
薬

価
基
準
）
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
郵
便
貯
金
簡
易
生
命
保
険

管
理
・
郵
便
局
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
支
援
機
構

令
和
七
年
度
財
務
諸
表
、
独
立
行
政
法
人

医
薬
品
医
療
機
器
総
合
機
構
令
和
七
事
業

年
度
財
務
諸
表
、
参
加
者
の
有
無
を
確
認

す
る
公
募
手
続
き
に
係
る
参
加
意
思
確
認

書
の
提
出
を
求
め
る
公
示
、
国
立
大
学
法

人
九
州
大
学
参
加
者
事
前
確
認
公
募
、
司

法
書
士
名
簿
登
録
等
、
土
地
家
屋
調
査
士

名
簿
登
録
等
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
、
押
収
物
還
付
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告





使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ） 等 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

（ 使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ） の 一 部 改 正 ）

第 一 条 使 用 薬 剤 の 薬 価 （ 薬 価 基 準 ）（ 平 成 二 十 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 六 十 号 ） の 一 部 を 次 の 表 の よ う に 改 正 す る 。

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

別 表 別 表

注 １ 〜 ３ （ 略 ） 注 １ 〜 ３ （ 略 ）

第１部～第10部 （略） 第１部～第10部 （略）
第11部 追 補 


（新設）
内 用 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（あ）


イムルリオ錠200㎎


200㎎１錠


2755180


オーゼイフル錠05㎎


05㎎１錠


2277330


オーゼイフル錠１㎎


１㎎１錠


2279250


オーゼイフル錠２㎎


２㎎１錠


2283880


（は）


ヒアニュオ錠10㎎


10㎎１錠


694100


ブメリティカプセル231㎎


231㎎１カプセル


206600


ブリヌスプリ錠25㎎


25㎎１錠


2469570


（ら）


ラプシド錠25㎎


25㎎１錠


92900


リンヴォック内用液01％（１㎎／mL）


180㎎180mL１瓶


34310160


注 射 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（あ）


イムシブリー皮下注10㎎


10㎎１mL１瓶


349863


（さ）


ステラーラ皮下注45㎎バイアル


45㎎05mL１瓶


211919


（は）


ヒブサーゴ皮下注150㎎シリンジ


150㎎１mL１筒


183015


外 用 薬


品 名


規 格 単 位


薬 価

円


（は）


ビレーズトリ144エアロスフィア56吸入


56吸入１キット


493640


ビレーズトリ144エアロスフィア120吸入


120吸入１キット


1050500


令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





（
特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
の
一
部
改
正
）

第
二
条

特
掲
診
療
料
の
施
設
基
準
等
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
六
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

別
表
第
九

在
宅
自
己
注
射
指
導
管
理
料
、
間
歇け

つ

注
入
シ
リ
ン
ジ
ポ
ン
プ
加
算
、
持
続
血
糖
測
定
器
加
算
及
び
注

入
器
用
注
射
針
加
算
に
規
定
す
る
注
射
薬

別
表
第
九

在
宅
自
己
注
射
指
導
管
理
料
、
間
歇け
つ

注
入
シ
リ
ン
ジ
ポ
ン
プ
加
算
、
持
続
血
糖
測
定
器
加
算
及
び
注

入
器
用
注
射
針
加
算
に
規
定
す
る
注
射
薬

（
略
）

（
略
）

ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤

ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤

セ
ト
メ
ラ
ノ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤

（
新
設
）

ベ
ピ
ロ
ビ
ル
セ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤

（
新
設
）

附

則

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
十
月
十
四
日
か
ら
適
用
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

第
十

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
注
射
薬
等

第
十

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
注
射
薬
等

一

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ト
及
び
療
担
基
準
第
二
十
条
第
三
号
ト
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
険
医

が
投
与
す
る
こ
と
が
で
き
る
注
射
薬

一

療
担
規
則
第
二
十
条
第
二
号
ト
及
び
療
担
基
準
第
二
十
条
第
三
号
ト
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
保
険
医

が
投
与
す
る
こ
と
が
で
き
る
注
射
薬

イ
ン
ス
リ
ン
製
剤
、
ヒ
ト
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
活
性
型
血
液
凝
固
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥

濃
縮
人
血
液
凝
固
第
Ⅹ
因
子
加
活
性
化
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換

え
型
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
型
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因

子
製
剤
、
活
性
化
プ
ロ
ト
ロ
ン
ビ
ン
複
合
体
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
因
子
抗
体
迂う

回
活
性
複
合
体
、
性
腺
刺
激

ホ
ル
モ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
剤
、
性
腺
刺
激
ホ
ル
モ
ン
製
剤
、
ゴ
ナ
ド
ト
ロ
ピ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
誘
導
体
、
ソ

マ
ト
ス
タ
チ
ン
ア
ナ
ロ
グ
、
顆か

粒
球
コ
ロ
ニ
ー
形
成
刺
激
因
子
製
剤
、
自
己
連
続
携
行
式
腹
膜
灌か
ん

流
用
灌か
ん

流

液
、
在
宅
中
心
静
脈
栄
養
法
用
輸
液
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ベ
ー
タ

製
剤
、
ブ
プ
レ
ノ
ル
フ
ィ
ン
製
剤
、
抗
悪
性
腫
瘍
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
製
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
様
ペ
プ
チ
ド

１

受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
、
ヒ
ト
ソ
マ
ト
メ
ジ
ン
Ｃ
製
剤
、
人
工
腎
臓
用
透
析
液
（
在
宅
血
液
透
析
を
行
っ
て
い

る
患
者
（
以
下
「
在
宅
血
液
透
析
患
者
」
と
い
う
。）に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
血
液
凝
固
阻
止

剤
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
生
理
食
塩
水
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
及
び
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場

合
に
限
る
。）、
プ
ロ
ス
タ
グ
ラ
ン
ジ
ン
I２
製
剤
、
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
エ
タ
ネ
ル
セ
プ
ト
製
剤
、
注
射

用
水
（
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場
合
に
限
る
。）、
ペ

グ
ビ
ソ
マ
ン
ト
製
剤
、
ス
マ
ト
リ
プ
タ
ン
製
剤
、
フ
ェ
ン
タ
ニ
ル
ク
エ
ン
酸
塩
製
剤
、
複
方
オ
キ
シ
コ
ド
ン

製
剤
、
ベ
タ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ

ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
メ
タ
ス
ル
ホ
安
息
香
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
プ
ロ
ト
ン
ポ
ン
プ
阻

害
剤
、
H２
遮
断
剤
、
カ
ル
バ
ゾ
ク
ロ
ム
ス
ル
ホ
ン
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
ト
ラ
ネ
キ
サ
ム
酸
製
剤
、
フ
ル
ル

ビ
プ
ロ
フ
ェ
ン
ア
キ
セ
チ
ル
製
剤
、
メ
ト
ク
ロ
プ
ラ
ミ
ド
製
剤
、
プ
ロ
ク
ロ
ル
ペ
ラ
ジ
ン
製
剤
、
ブ
チ
ル
ス

イ
ン
ス
リ
ン
製
剤
、
ヒ
ト
成
長
ホ
ル
モ
ン
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
活
性
型
血
液
凝
固
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥

濃
縮
人
血
液
凝
固
第
Ⅹ
因
子
加
活
性
化
第
Ⅶ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換

え
型
血
液
凝
固
第
Ⅷ
因
子
製
剤
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因
子
製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
型
血
液
凝
固
第
Ⅸ
因

子
製
剤
、
活
性
化
プ
ロ
ト
ロ
ン
ビ
ン
複
合
体
、
乾
燥
人
血
液
凝
固
因
子
抗
体
迂う

回
活
性
複
合
体
、
性
腺
刺
激

ホ
ル
モ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
剤
、
性
腺
刺
激
ホ
ル
モ
ン
製
剤
、
ゴ
ナ
ド
ト
ロ
ピ
ン
放
出
ホ
ル
モ
ン
誘
導
体
、
ソ

マ
ト
ス
タ
チ
ン
ア
ナ
ロ
グ
、
顆か

粒
球
コ
ロ
ニ
ー
形
成
刺
激
因
子
製
剤
、
自
己
連
続
携
行
式
腹
膜
灌か
ん

流
用
灌か
ん

流

液
、
在
宅
中
心
静
脈
栄
養
法
用
輸
液
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ロ
ン
ベ
ー
タ

製
剤
、
ブ
プ
レ
ノ
ル
フ
ィ
ン
製
剤
、
抗
悪
性
腫
瘍
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
製
剤
、
グ
ル
カ
ゴ
ン
様
ペ
プ
チ
ド

１

受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
、
ヒ
ト
ソ
マ
ト
メ
ジ
ン
Ｃ
製
剤
、
人
工
腎
臓
用
透
析
液
（
在
宅
血
液
透
析
を
行
っ
て
い

る
患
者
（
以
下
「
在
宅
血
液
透
析
患
者
」
と
い
う
。）に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
血
液
凝
固
阻
止

剤
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
生
理
食
塩
水
（
在
宅
血
液
透
析
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
及
び
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場

合
に
限
る
。）、
プ
ロ
ス
タ
グ
ラ
ン
ジ
ン
I２
製
剤
、
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
エ
タ
ネ
ル
セ
プ
ト
製
剤
、
注
射

用
水
（
本
号
に
掲
げ
る
注
射
薬
を
投
与
す
る
に
当
た
り
そ
の
溶
解
又
は
希
釈
に
用
い
る
場
合
に
限
る
。）、
ペ

グ
ビ
ソ
マ
ン
ト
製
剤
、
ス
マ
ト
リ
プ
タ
ン
製
剤
、
フ
ェ
ン
タ
ニ
ル
ク
エ
ン
酸
塩
製
剤
、
複
方
オ
キ
シ
コ
ド
ン

製
剤
、
ベ
タ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
リ
ン
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ

ウ
ム
製
剤
、
デ
キ
サ
メ
タ
ゾ
ン
メ
タ
ス
ル
ホ
安
息
香
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
プ
ロ
ト
ン
ポ
ン
プ
阻

害
剤
、
H２
遮
断
剤
、
カ
ル
バ
ゾ
ク
ロ
ム
ス
ル
ホ
ン
酸
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
ト
ラ
ネ
キ
サ
ム
酸
製
剤
、
フ
ル
ル

ビ
プ
ロ
フ
ェ
ン
ア
キ
セ
チ
ル
製
剤
、
メ
ト
ク
ロ
プ
ラ
ミ
ド
製
剤
、
プ
ロ
ク
ロ
ル
ペ
ラ
ジ
ン
製
剤
、
ブ
チ
ル
ス

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
七
十
四
号

保
険
医
療
機
関
及
び
保
険
医
療
養
担
当
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
厚
生
省
令
第
十
五
号
）
第
二
十
条
第
二
号
ト
及
び
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
の
規
定
に
よ
る
療
養
の
給
付
等
の
取
扱
い
及
び
担
当
に
関
す
る
基
準
（
昭
和
五
十
八

年
厚
生
省
告
示
第
十
四
号
）
第
二
十
条
第
三
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
、
療
担
規
則
及
び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基
準
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲
示
事
項
等
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
百
七
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う

に
改
正
し
、
令
和
八
年
十
月
十
四
日
か
ら
適
用
す
る
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎





コ
ポ
ラ
ミ
ン
臭
化
物
製
剤
、
グ
リ
チ
ル
リ
チ
ン
酸
モ
ノ
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
・
グ
リ
シ
ン
・
Ｌ

シ
ス
テ
イ
ン
塩

酸
塩
配
合
剤
、
ア
ダ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
リ
ス
ロ
ポ
エ
チ
ン
（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ

て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ダ
ル
ベ
ポ
エ
チ
ン

（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ
て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て

使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
ド
レ
ナ
リ
ン
製
剤
、
ヘ
パ
リ
ン
カ
ル
シ
ウ
ム
製
剤
、

オ
キ
シ
コ
ド
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ア
ポ
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
セ
ル
ト
リ
ズ
マ
ブ
ペ
ゴ
ル
製
剤
、
ト
シ
リ
ズ

マ
ブ
製
剤
、
メ
ト
レ
レ
プ
チ
ン
製
剤
、
ア
バ
タ
セ
プ
ト
製
剤
、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮

コ
ポ
ラ
ミ
ン
臭
化
物
製
剤
、
グ
リ
チ
ル
リ
チ
ン
酸
モ
ノ
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
・
グ
リ
シ
ン
・
Ｌ

シ
ス
テ
イ
ン
塩

酸
塩
配
合
剤
、
ア
ダ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
リ
ス
ロ
ポ
エ
チ
ン
（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ

て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ダ
ル
ベ
ポ
エ
チ
ン

（
在
宅
血
液
透
析
又
は
在
宅
腹
膜
灌か
ん

流
を
行
っ
て
い
る
患
者
の
う
ち
腎
性
貧
血
状
態
に
あ
る
も
の
に
対
し
て

使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
ド
レ
ナ
リ
ン
製
剤
、
ヘ
パ
リ
ン
カ
ル
シ
ウ
ム
製
剤
、

オ
キ
シ
コ
ド
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ア
ポ
モ
ル
ヒ
ネ
塩
酸
塩
製
剤
、
セ
ル
ト
リ
ズ
マ
ブ
ペ
ゴ
ル
製
剤
、
ト
シ
リ
ズ

マ
ブ
製
剤
、
メ
ト
レ
レ
プ
チ
ン
製
剤
、
ア
バ
タ
セ
プ
ト
製
剤
、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人
免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮

二

（
略
）

二

（
略
）

下
注
射
）
製
剤
、
電
解
質
製
剤
、
注
射
用
抗
菌
薬
、
エ
ダ
ラ
ボ
ン
製
剤
（
筋
萎
縮
性
側
索
硬
化
症
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ア
ス
ホ
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
グ
ラ
チ
ラ
マ
ー
酢
酸
塩
製
剤
、
脂
肪

乳
剤
、
セ
ク
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
ボ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ブ
ロ
ダ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ア
リ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ベ
リ

ム
マ
ブ
製
剤
、
イ
キ
セ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ゴ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
ミ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、イ
カ
チ
バ
ン
ト
製
剤
、

サ
リ
ル
マ
ブ
製
剤
、
デ
ュ
ピ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ヒ
ド
ロ
モ
ル
フ
ォ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
イ
ン
ス
リ
ン
・
グ
ル
カ
ゴ

ン
様
ペ
プ
チ
ド

１
受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
配
合
剤
、
ヒ
ド
ロ
コ
ル
チ
ゾ
ン
コ
ハ
ク
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム

製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
ヒ
トv

o
n
W
illeb
ra
n
d

因
子
製
剤
、
ブ
ロ
ス
マ
ブ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ア

ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ベ
ー
タ
製
剤
、
ア
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
デ
ュ
ル

ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
イ
ミ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ
製
剤
、
エ
ロ
ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ガ
ル
ス
ル

フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
セ
ベ
リ
パ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ベ
ラ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ラ
ロ
ニ
ダ
ー

ゼ
製
剤
、
メ
ポ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
マ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
季
節
性
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
の
治
療
の
た
め
に
使

用
す
る
場
合
を
除
く
。）、
テ
デ
ュ
グ
ル
チ
ド
製
剤
、
サ
ト
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ビ
ル
ト
ラ
ル
セ
ン
製
剤
、
レ

ム
デ
シ
ビ
ル
製
剤
、
ガ
ル
カ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
フ
ァ
ツ
ム
マ
ブ
製
剤
、
ボ
ソ
リ
チ
ド
製
剤
、
エ
レ
ヌ
マ
ブ

製
剤
、
ア
バ
ロ
パ
ラ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤
、
カ
プ
ラ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
Ｃ
１

イ
ン
ア
ク
チ
ベ
ー

タ
ー
製
剤
、
フ
レ
マ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
に
一
回
投
与
す
る
場
合
に
限
る
。）、
メ
ト
ト
レ
キ
サ
ー
ト
製

剤
、
チ
ル
ゼ
パ
チ
ド
製
剤
、
ビ
メ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、

ホ
ス
レ
ボ
ド
パ
・
ホ
ス
カ
ル
ビ
ド
パ
水
和
物
配
合
剤
、ペ
グ
バ
リ
ア
ー
ゼ
製
剤
、パ
ビ
ナ
フ
ス
プ

ア
ル
フ
ァ

製
剤
、
ア
バ
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ラ
ナ
デ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ネ
モ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ペ
グ

セ
タ
コ
プ
ラ
ン
製
剤
、
ジ
ル
コ
プ
ラ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
コ
ン
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
テ
ゼ
ペ
ル
マ
ブ
製
剤
、

オ
ゾ
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
フ
ガ
ル
チ
ギ
モ
ド

ア
ル
フ
ァ
・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ

ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
配
合
剤
、
ド
ブ
タ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ド
パ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ノ
ル
ア
ド
レ
ナ
リ
ン

製
剤
、
ベ
ド
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ミ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
プ
ロ
テ
イ
ン
Ｃ
製
剤
、
メ
コ
バ
ラ
ミ
ン

製
剤
、
ベ
ン
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
マ
ル
ス
タ
シ
マ
ブ

製
剤
、
ロ
ザ
ノ
リ
キ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、ク
ロ
バ
リ
マ
ブ
製
剤
、シ
パ
グ
ル
コ
シ
ダ
ー

ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
パ
ロ
ペ
グ
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
パ
ダ
ム
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
・
シ
ナ
キ
サ
ダ
ム

タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
オ
リ
プ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ニ
フ
ロ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ガ
ラ
ダ
シ
マ
ブ

製
剤
、
グ
セ
ル
ク
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人

免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤
、
イ

サ
ツ
キ
シ
マ
ブ
製
剤
、
セ
ト
メ
ラ
ノ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤
及
び
ベ
ピ
ロ
ビ
ル
セ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤

下
注
射
）
製
剤
、
電
解
質
製
剤
、
注
射
用
抗
菌
薬
、
エ
ダ
ラ
ボ
ン
製
剤
（
筋
萎
縮
性
側
索
硬
化
症
患
者
に
対

し
て
使
用
す
る
場
合
に
限
る
。）、
ア
ス
ホ
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
グ
ラ
チ
ラ
マ
ー
酢
酸
塩
製
剤
、
脂
肪

乳
剤
、
セ
ク
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
ボ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ブ
ロ
ダ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ア
リ
ロ
ク
マ
ブ
製
剤
、
ベ
リ

ム
マ
ブ
製
剤
、
イ
キ
セ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ゴ
リ
ム
マ
ブ
製
剤
、
エ
ミ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、イ
カ
チ
バ
ン
ト
製
剤
、

サ
リ
ル
マ
ブ
製
剤
、
デ
ュ
ピ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ヒ
ド
ロ
モ
ル
フ
ォ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
イ
ン
ス
リ
ン
・
グ
ル
カ
ゴ

ン
様
ペ
プ
チ
ド

１
受
容
体
ア
ゴ
ニ
ス
ト
配
合
剤
、
ヒ
ド
ロ
コ
ル
チ
ゾ
ン
コ
ハ
ク
酸
エ
ス
テ
ル
ナ
ト
リ
ウ
ム

製
剤
、
遺
伝
子
組
換
え
ヒ
トv

o
n
W
illeb
ra
n
d

因
子
製
剤
、
ブ
ロ
ス
マ
ブ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ア

ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ガ
ル
シ
ダ
ー
ゼ

ベ
ー
タ
製
剤
、
ア
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
イ
デ
ュ
ル

ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
イ
ミ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ
製
剤
、
エ
ロ
ス
ル
フ
ァ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ガ
ル
ス
ル

フ
ァ
ー
ゼ
製
剤
、
セ
ベ
リ
パ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ベ
ラ
グ
ル
セ
ラ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、ラ
ロ
ニ
ダ
ー

ゼ
製
剤
、
メ
ポ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
マ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
季
節
性
ア
レ
ル
ギ
ー
性
鼻
炎
の
治
療
の
た
め
に
使

用
す
る
場
合
を
除
く
。）、
テ
デ
ュ
グ
ル
チ
ド
製
剤
、
サ
ト
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ビ
ル
ト
ラ
ル
セ
ン
製
剤
、
レ

ム
デ
シ
ビ
ル
製
剤
、
ガ
ル
カ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
オ
フ
ァ
ツ
ム
マ
ブ
製
剤
、
ボ
ソ
リ
チ
ド
製
剤
、
エ
レ
ヌ
マ
ブ

製
剤
、
ア
バ
ロ
パ
ラ
チ
ド
酢
酸
塩
製
剤
、
カ
プ
ラ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
Ｃ
１

イ
ン
ア
ク
チ
ベ
ー

タ
ー
製
剤
、
フ
レ
マ
ネ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
に
一
回
投
与
す
る
場
合
に
限
る
。）、
メ
ト
ト
レ
キ
サ
ー
ト
製

剤
、
チ
ル
ゼ
パ
チ
ド
製
剤
、
ビ
メ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、

ホ
ス
レ
ボ
ド
パ
・
ホ
ス
カ
ル
ビ
ド
パ
水
和
物
配
合
剤
、ペ
グ
バ
リ
ア
ー
ゼ
製
剤
、パ
ビ
ナ
フ
ス
プ

ア
ル
フ
ァ

製
剤
、
ア
バ
ル
グ
ル
コ
シ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ラ
ナ
デ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ネ
モ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ペ
グ

セ
タ
コ
プ
ラ
ン
製
剤
、
ジ
ル
コ
プ
ラ
ン
ナ
ト
リ
ウ
ム
製
剤
、
コ
ン
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
テ
ゼ
ペ
ル
マ
ブ
製
剤
、

オ
ゾ
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ト
ラ
ロ
キ
ヌ
マ
ブ
製
剤
、
エ
フ
ガ
ル
チ
ギ
モ
ド

ア
ル
フ
ァ
・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ

ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
配
合
剤
、
ド
ブ
タ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ド
パ
ミ
ン
塩
酸
塩
製
剤
、
ノ
ル
ア
ド
レ
ナ
リ
ン

製
剤
、
ベ
ド
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
ミ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
乾
燥
濃
縮
人
プ
ロ
テ
イ
ン
Ｃ
製
剤
、
メ
コ
バ
ラ
ミ
ン

製
剤
、
ベ
ン
ラ
リ
ズ
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
マ
ル
ス
タ
シ
マ
ブ

製
剤
、
ロ
ザ
ノ
リ
キ
シ
ズ
マ
ブ
製
剤
、
レ
ブ
リ
キ
ズ
マ
ブ
製
剤
、ク
ロ
バ
リ
マ
ブ
製
剤
、シ
パ
グ
ル
コ
シ
ダ
ー

ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
パ
ロ
ペ
グ
テ
リ
パ
ラ
チ
ド
製
剤
、
ア
パ
ダ
ム
タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
・
シ
ナ
キ
サ
ダ
ム

タ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
オ
リ
プ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ニ
フ
ロ
ル
マ
ブ
製
剤
、
ガ
ラ
ダ
シ
マ
ブ

製
剤
、
グ
セ
ル
ク
マ
ブ
製
剤
（
四
週
間
を
超
え
る
間
隔
で
投
与
す
る
場
合
を
除
く
。）、
ｐ
Ｈ
４
処
理
酸
性
人

免
疫
グ
ロ
ブ
リ
ン
（
皮
下
注
射
）・
ボ
ル
ヒ
ア
ル
ロ
ニ
ダ
ー
ゼ

ア
ル
フ
ァ
製
剤
、
ア
ナ
キ
ン
ラ
製
剤
及
び

イ
サ
ツ
キ
シ
マ
ブ
製
剤

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
傷
病
名
、
手
術
、
処
置
等
及
び
定
義
副
傷
病
名
及
び
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
病
院
の
病
棟
に
お
け
る
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定

め
る
者
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
傷
病
名
、
手
術
、
処
置
等
及
び
定
義
副
傷
病
名
の
一
部
改
正
）

第
一
条

厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
傷
病
名
、
手
術
、
処
置
等
及
び
定
義
副
傷
病
名
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
　

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
〇
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
七
十
五
号

厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
病
院
の
病
棟
に
お
け
る
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
（
平
成
二
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
九
十
三
号
）
第
一
項
第
五
号
及
び
別
表
19
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
傷
病
名
、
手
術
、

処
置
等
及
び
定
義
副
傷
病
名
及
び
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
病
院
の
病
棟
に
お
け
る
療
養
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
方
法
第
一
項
第
五
号
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
別
に
定
め
る
者
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

厚
生
労
働
大
臣

上
野
賢
一
郎





（ 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 病 院 の 病 棟 に お け る 療 養 に 要 す る 費 用 の 額 の 算 定 方 法 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ き 厚 生 労 働 大 臣 が 別 に 定 め る 者 の 一 部 改 正 ）

第 二 条 厚 生 労 働 大 臣 が 指 定 す る 病 院 の 病 棟 に お け る 療 養 に 要 す る 費 用 の 額 の 算 定 方 法 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ き 厚 生 労 働 大 臣 が 別 に 定 め る 者 （ 平 成 二 十 四 年 厚 生 労 働 省 告 示 第 百 四 十 号 ） の 一 部 を 次 の

表 の よ う に 改 正 す る 。

（ 傍 線 部 分 は 改 正 部 分 ）

改 正 後 改 正 前

別表１ 別表１

薬 剤 番 号 薬 剤 番 号

（略） （略）

11

ウパダシチニブ水和物（当該薬剤の注意事項等情報とし
て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和７年
６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定に
より、既に承認された効能又は効果及び用法又は用量の
変更について承認されたものに限る。）に係るものに限
る。）

1445

11

ウパダシチニブ水和物（当該薬剤の注意事項等情報とし
て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和７年
６月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定に
より、既に承認された効能又は効果及び用法又は用量の
変更について承認されたものに限る。）に係るものに限
る。）

1445

ウパダシチニブ水和物（内用液に限る。）（当該薬剤の注

意事項等情報として公表された効能又は効果及び用法又

は用量（令和８年８月24日に、医薬品医療機器等法第14

条第１項の規定により承認されたものに限る。）に係るも

のに限る。


）

1431


（新設） （新設）

（略） （略）

26

セミプリマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情
報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令
和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の
規定により、既に承認された効能又は効果の変更につい
て承認されたものに限る。）に係るものに限る。）

473から480まで、
488から493まで、
499から503まで、
505及び510

26

セミプリマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情
報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令
和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の
規定により、既に承認された効能又は効果の変更につい
て承認されたものに限る。）に係るものに限る。）

473から480まで、
488から493まで、
499から503まで、
505及び510

セミプリマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等情

報として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令

和８年８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の

規定により、既に承認された効能又は効果及び用法又は

用量の変更について承認されたものに限る。）に係るもの

に限る。


）

317、383から385ま

で、394、395、402、

1480、1481、1484、

1660、1724、1725、

1727、1728、1842及

び1843


（新設） （新設）

デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。）

511、512、1688から
1690 ま で、 1694、
1695、1698及び1699

デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年９月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。）

511、512、1688から
1690 ま で、 1694、
1695、1698及び1699

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





27

デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。）

894から897まで、
901から906まで、
909、910、914から
917まで、922から
924まで及び926から
929まで

27

デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和８年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第13
項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法
又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る
ものに限る。）

894から897まで、
901から906まで、
909、910、914から
917まで、922から
924まで及び926から
929まで

デュルバルマブ（遺伝子組換え）（当該薬剤の注意事項等

情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量

（令和８年８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13

項の規定により、既に承認された効能又は効果及び用法

又は用量の変更について承認されたものに限る。）に係る

ものに限る。


）

1688から1690まで、

1694、1695、1698及

び1699


（新設） （新設）

（略） （略）

58

ロペグインターフェロン アルファ２ｂ


（遺伝子組換
え）（当該薬剤の注意事項等情報として公表された効能又
は効果及び用法又は用量（令和８年２月19日に、医薬品
医療機器等法第14条第13項の規定により、既に承認され
た用法又は用量の変更について承認されたものに限る。）
に係るものに限る。）

2021、2023、2026及
び2027

58

ロペグインターフェロン アルファー２ｂ


（遺伝子組換
え）（当該薬剤の注意事項等情報として公表された効能又
は効果及び用法又は用量（令和８年２月19日に、医薬品
医療機器等法第14条第13項の規定により、既に承認され
た用法又は用量の変更について承認されたものに限る。）
に係るものに限る。）

2021、2023、2026及
び2027

ロペグインターフェロン アルファ２ｂ（遺伝子組換

え）（当該薬剤の注意事項等情報として公表された効能又

は効果及び用法又は用量（令和８年８月24日に、医薬品

医療機器等法第14条第13項の規定により、既に承認され

た効能又は効果及び用法又は用量の変更について承認さ

れたものに限る。）に係るものに限る。


）

2021から2023まで、

2026及び2027


（新設） （新設）

（略） （略）

97


フェニル酪酸ナトリウム（当該薬剤の注意事項等情報と

して公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８

年８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定

により、既に承認された効能又は効果及び用法又は用量

の変更について承認されたものに限る。）に係るものに限

る。

）

1184及び1187


（新設） （新設） （新設）

98


ペグセタコプラン（当該薬剤の注意事項等情報として公

表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年８月

24日に、医薬品医療機器等法第14条第13項の規定により、

既に承認された効能又は効果及び用法又は用量の変更に

ついて承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1761から1784まで


（新設） （新設） （新設）

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





99


テモゾロミド（医薬品医療機器等法第14条第13項の規定
による承認事項の一部変更の承認の申請であって、その
申請書に添付しなければならない資料について、当該申
請に係る事項が医学薬学上公知であると認められる場合
その他資料の添付を必要としない合理的理由がある場合
において、その申請者の依頼により実施された臨床試験
の試験成績に関する資料の添付を省略して行うことが適
当と認められるものとして薬事審議会が令和８年７月27
日に事前の評価を終了したものに係る効能又は効果及び
用法又は用量の変更について承認されたものに限る。


）

1622


（新設） （新設） （新設）

100


ジロキシメルフマラート（当該薬剤の注意事項等情報と
して公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８
年６月19日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定
により承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

234


（新設） （新設） （新設）

101


ブレンソカチブ水和物（当該薬剤の注意事項等情報とし
て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年
８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に
より承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

629及び630


（新設） （新設） （新設）

102


イムルネストラントトシル酸塩（当該薬剤の注意事項等
情報として公表された効能又は効果及び用法又は用量
（令和７年12月22日に、医薬品医療機器等法第14条第１
項の規定により承認されたものに限る。）に係るものに限
る。

）

1526から1528まで、
1537及び1538


（新設） （新設） （新設）

103


セバベルチニブ水和物（当該薬剤の注意事項等情報とし
て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年
８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に
より承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

477、478、492及び
502


（新設） （新設） （新設）

104


レミブルチニブ（当該薬剤の注意事項等情報として公表
された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年６月19
日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定により承
認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1495


（新設） （新設） （新設）

105


セトメラノチド酢酸塩（当該薬剤の注意事項等情報とし
て公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和８年
８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規定に
より承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1581及び1582


（新設） （新設） （新設）

106


ベピロビルセンナトリウム（当該薬剤の注意事項等情報
として公表された効能又は効果及び用法又は用量（令和
８年８月24日に、医薬品医療機器等法第14条第１項の規
定により承認されたものに限る。）に係るものに限る。


）

1193


（新設） （新設） （新設）

附 則

こ の 告 示 は 、 令 和 八 年 十 月 十 四 日 か ら 適 用 す る 。

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報





公 告

名 称

本店の所在地

登 録 番 号

営業廃止年月日

株式会社ＮＴＴドコモ

東京都千代田区永田町二丁目11番１号

関東（ク）第160号

令和８年７月１日

名 称

本店の所在地

登 録 番 号

営業廃止年月日

株式会社ＮＴＴドコモ

東京都千代田区永田町二丁目11番１号

関東（包）第43号

令和８年７月１日

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

諸 事 項

登録を受けたクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の営
業の廃止に関する公示

割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第35条の17の２の登録をした者から、法
第35条の17の14の規定に基づく営業廃止の届出があったので、法第35条の17の13の規定及び割賦販売
法施行規則（昭和36年通商産業省令第95号）第133条の12の規定に基づき、次のとおり公示する。
令和８年 10 月 13 日 関東経済産業局長 岩田 泰

登録包括信用購入あつせん業者の営業の廃止に関する公示
割賦販売法（昭和36年法律第159号。以下「法」という。）第31条の登録をした者から、法第35条の

規定に基づく営業廃止の届出があったので、法第34条の４の規定及び割賦販売法施行規則（昭和36年
通商産業省令第95号）第68条の規定に基づき、次のとおり公示する。
令和８年 10 月 13 日 関東経済産業局長 岩田 泰

破産手続開始及び免責許可申
立てに関する意見申述期間





令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続開始・破産手続廃止
及び免責許可申立てに関する
意見申述期間






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止





令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続廃止及び免責許可決定






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

破産手続終結及び免責許可決定






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

免責許可決定






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






令
和

年


月
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貸 借 対 照 表
令和８年３月31日

（法人単位） （単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現金及び預金 285827506061 郵便貯金 275183605256
預金 285827506061 通常郵便貯金 275183605256
預託金 35985376297 借入金 1300069648852
有価証券 61087466584 長期借入金 1300069648852
国債 61087466584 その他負債 4528422252
貸付金 1300069648852 未払費用 1761698261
保険契約者貸付 71755304157 その他の負債 2766723991
地方公共団体貸付 1228314344695 賞与引当金 30323878

その他資産 6205184936 役員賞与引当金 5862911
前払費用 11941898 退職給付引当金 15492870
未収収益 1780380451 時効保険金等払戻引当金 2562011469
その他の資産 4412862587 負債の部合計 1582395367488
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独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク
支援機構令和７年度財務諸表に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、独立行政法人郵便貯
金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構令和７事業年度の財務諸表について、次のとおり
公告します。なお、同法第38条第４項の規定により附属明細書その他主務省令で定める書類は
（https://www.yuchokampo.go.jp/release/financial̲statement.html#r7）にて公告しております。
令和８年 10 月 13 日 東京都港区虎ノ門五丁目13番１号

独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構
理事長 白山 昭彦






有形固定資産 54601982 （純 資 産 の 部）
建物 20185190 設立時資産・負債差額 7000000000
減価償却累計額  10016389 利益剰余金 99869311253
その他の有形固定資産 100267699 前中期目標期間繰越積

立金
33230549382

減価償却累計額  55834518
積立金 52925975279無形固定資産 34894029
当期未処分利益 13712786592ソフトウェア 34894029
（うち当期総利益） 13712786592
利益剰余金合計 99869311253
純資産の部合計 106869311253

資産の部合計 1689264678741 負債及び純資産の部合計 1689264678741

 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
行 政 コ ス ト 計 算 書

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
（法人単位） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
保険金等支払金 1888204986184
交付金 320664467100
資金調達費用 30795358495
役務取引等費用 2065800
事業費 1111264874
一般管理費 344079227
その他経常費用 2947914577
特別損失 677384
損益計算書上の費用合計 2244070813641

Ⅱ 行政コスト 2244070813641

損 益 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（法人単位） （単位：円）

科 目 金 額

経常収益 2257783600233
保険料等収入 1887921500874
保険料 103969239234
再保険収入 1783952261640
拠出金収入 320746654094
資産運用収益 30962018963
預金利息 627998864

有価証券利息 166660468
貸付金利息 30167359631
役務取引等収益 2065800
その他の役務収益 2065800
その他経常収益 18151360502
時効保険金等払戻引当金戻入額 887257997
権利消滅金 17263721972
その他の経常収益 380533

経常費用 2244070136257
保険金等支払金 1888204986184
保険金 894084197199
年金 545040164583
特約保険金 164837138338
解約還付金 76918860837
その他支払金 103267670274
再保険料 104056954953
交付金 320664467100
資金調達費用 30795358495
郵便貯金利子 627998864
借入金利息 30167359631
役務取引等費用 2065800
その他の役務費用 2065800
事業費 1111264874
人件費 315299577
物件費 763364581
減価償却費 15224808
租税公課 17375908
一般管理費 344079227
人件費 257212827
物件費 67908863
減価償却費 8425845
租税公課 10531692
その他経常費用 2947914577
権利消滅払戻金 2947539144
その他の経常費用 375433

経常利益 13713463976
特別損失 677384
固定資産除却損 677384
当期純利益 13712786592
当期総利益 13712786592

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報






純 資 産 変 動 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（法人単位） （単位：円）

Ⅰ 設立時資産・
負債差額

Ⅱ 利益剰余金

純資産合計前中期目標期間
繰越積立金 積 立 金 当期未処分利益 利益剰余金合計

うち当期総利益

当期首残高 7000000000 33230549382 33591591789 19334383490  86156524661 93156524661

当期変動額

Ｉ 利益剰余金の当期変動額 19334383490  5621596898 13712786592 13712786592 13712786592

当期変動額合計 19334383490  5621596898 13712786592 13712786592 13712786592

当期末残高 7000000000 33230549382 52925975279 13712786592 13712786592 99869311253 106869311253

キャッシュ・フロー計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（法人単位） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
交付金支出  320664467100
人件費支出  569057785
その他の業務支出  3903190747
拠出金収入 320741694000
保険料等収入 416893189
その他の業務収入 18563347185

小計 14585218742

利息の受取額 114500000
消費税等の納付による支出  29419800

業務活動によるキャッシュ・フロー 14670298942
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

預託金の払戻による収入 211718
有価証券の取得による支出  44643258146
有形固定資産の取得による支出  113663
敷金の差入による支出  3196200

投資活動によるキャッシュ・フロー  44646356291
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0
Ⅳ 資金減少額  29976057349

Ⅴ 資金期首残高 40619958154
Ⅵ 資金期末残高 10643900805
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注 記 事 項

                

Ⅰ 重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
その他の有形固定資産 ４～20年

 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
３．引当金の計上基準
 賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 時効保険金等払戻引当金
時効処理を行った保険金等について契約者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、
過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引き当てております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。





 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

 有価証券
満期保有目的の
債券

61087466584 61028550000  58916584

 貸付金 1300069648852 1292735804913  7333843939
 郵便貯金 (275183605256) (275183605256) 
 長期借入金 (1300069648852) (1292735804913) ( 7333843939)

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

（単位：円）

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

国債 61500000000   

合 計 61500000000   

ア 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：円）

時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

 有価証券
満期保有目
的の債券

61028550000   61028550000

 貸付金   1292735804913 1292735804913

資産計 61028550000  1292735804913 1353764354913

 郵便貯金  275183605256  275183605256
 長期借入金   1292735804913 1292735804913

負債計  275183605256 1292735804913 1567919410169
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６．支払備金の計上根拠及び計上基準
独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第

101号）第24条の規定に基づき、支払義務が発生した保険金等のうち、まだ支出していない金額
を計上しております。
ただし、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令
（平成19年総務省令第98号）第28条第２項の規定に基づき、再保険を付した部分に相当する簡易
生命保険支払備金は、積み立てておりません。

Ⅱ 貸借対照表関係
１．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
ア 金融商品に対する取組方針
自己資金に係る資産運用については短期的な預金並びに安全性の高い国債、地方債及び政
府保証債に限定して取り組んでおります。
イ 金融商品の内容及びそのリスク
旧日本郵政公社から承継した貸付金、郵便貯金については、法令等に基づく契約により、
当該金融商品に係る業務委託先である株式会社ゆうちょ銀行又は株式会社かんぽ生命保険と
の間で同額・同一取引条件の借入金又は特別貯金が計上されていることから、当法人はこれ
らの金融商品に係る金利変動等のリスクを実質的には負っておりません。

 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

 金融商品の時価の算定方法
 有価証券
債券については、日本証券業協会が公表する店頭売買参考統計値を用いて評価しております。
国債は、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
 貸付金
貸付金のうち、保険契約者貸付については、当該貸付けを解約還付金の範囲内に限るなどの
特性、平均貸付期間が短期であること及び金利条件から、時価は帳簿価額と近似しているもの
と想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。
また、貸付金のうち、地方公共団体貸付については、評価日時点の市場利子率に一定の調整
を加えた金利で将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。
なお、貸付金については、レベル３の時価に分類しております。

 郵便貯金
決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており、レベル２の時価に分
類しております。
 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル３の時価に分類しております。


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２．有価証券関係
満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 決算日における
時価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債   

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国債 61087466584 61028550000  58916584

合 計 61087466584 61028550000  58916584

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

３．退職給付に係る注記
 採用している退職給付制度の概要
当法人は役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、報酬又は給与及び勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により、
退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
 確定給付制度
ア 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 12765924円
退職給付費用 2726946円
退職給付の支払額 0円

            

期末における退職給付引当金 15492870円

            

イ 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 2726946円
臨時に支払った割増退職金 0円

４．再保険契約に係る注記事項
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第26条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責
任準備金の額： 23880113423671円
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第28条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支
払備金の額： 217194499000円
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第29条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契
約者配当準備金の額： 969195776668円
なお、再保険契約に基づき、再保険先が再保険配当について積み立てている契約者配当準備
金のうち、上記準備金相当額への未割当額は213465502円です。

Ⅲ 行政コスト計算書関係
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 2244070813641円
自己収入等  2257783600233円
国庫納付額 0円
機会費用 172647823円

            

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト  13540138769円

２．機会費用の計上方法
 政府出資の機会費用に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国からの出向役職員から生じる機会費用の計算方法
当該役職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、役員退職手当規程並びに職員退職手当規程に定める退職手当支給基
準等を参考に計算しております。

Ⅳ 損益計算書関係
再保険契約に係る注記事項
１．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第26条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責任準
備金の戻入額： 1482332087488円
２．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第28条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支払備
金の戻入額： 14063832203円
３．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第29条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契約者
配当準備金の繰入額： 119785601236円

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 285827506061円
（特別貯金）  275183605256円

            

資金期末残高 10643900805円

            

２．委託会社との主な相殺取引に係る説明事項
預金者との郵便貯金の払戻し及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人郵便貯金簡易生
命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）及び郵政民営化法（平成
17年法律第97号）の規定に基づく貯金に関する契約並びに独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管
理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）の規定に基づく借入金に関する契
約により、株式会社ゆうちょ銀行との間で同額の債権債務及び収益費用が発生し、互いに相殺さ
れる仕組みとなっております。
また、契約者等との保険料収入、保険金支払及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人
郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）第16条に
規定する再保険契約及び同法の規定に基づく借入金に関する契約により、株式会社かんぽ生命保
険との間で同額の債権債務及び収益費用が発生し、互いに相殺される仕組みとなっております。
このため、上記の取引については、キャッシュ・フローは生じません。

Ⅵ 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ⅶ 重要な後発事象
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
令和８年３月31日

（郵便貯金勘定） （単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現金及び預金 285545389012 郵便貯金 275183605256
預金 285545389012 通常郵便貯金 275183605256
有価証券 60787917662 借入金 6650929260
国債 60787917662 長期借入金 6650929260
貸付金 6650929260 その他負債 1777498915
地方公共団体貸付 6650929260 未払費用 574749161
その他資産 3345782537 その他の負債 1202749754
前払費用 5117791 賞与引当金 12993784
未収収益 593079571 役員賞与引当金 2512845
その他の資産 2747585175 退職給付引当金 6741565
有形固定資産 23677116 負債の部合計 283634281625
建物 9228928 （純 資 産 の 部）
減価償却累計額  4706125 設立時資産・負債差額 6300000000
その他の有形固定資産 43401889 利益剰余金 66434366167
減価償却累計額  24247576 積立金 52918820400

無形固定資産 14952205 当期未処分利益 13515545767
ソフトウェア 14952205 （うち当期総利益） 13515545767

利益剰余金合計 66434366167
純資産の部合計 72734366167

資産の部合計 356368647792 負債及び純資産の部合計 356368647792

行 政 コ ス ト 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便貯金勘定） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
資金調達費用 649232776
役務取引等費用 2065800
事業費 822569414
一般管理費 143163503
その他経常費用 2947539144
特別損失 290265
損益計算書上の費用合計 4564860902

Ⅱ 行政コスト 4564860902

損 益 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便貯金勘定） （単位：円）

科 目 金 額

経常収益 18080406669
資産運用収益 814569438
預金利息 627998864
有価証券利息 165336662
貸付金利息 21233912
役務取引等収益 2065800
その他の役務収益 2065800
その他経常収益 17263771431
権利消滅金 17263721972
その他の経常収益 49459

経常費用 4564570637
資金調達費用 649232776
郵便貯金利子 627998864
借入金利息 21233912
役務取引等費用 2065800
その他の役務費用 2065800
事業費 822569414
人件費 146497704
物件費 669245914
減価償却費 6547675
租税公課 278121
一般管理費 143163503
人件費 109906427
物件費 29476671
減価償却費 3625593
租税公課 154812
その他経常費用 2947539144
権利消滅払戻金 2947539144

経常利益 13515836032
特別損失 290265
固定資産除却損 290265
当期純利益 13515545767
当期総利益 13515545767
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純 資 産 変 動 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便貯金勘定） （単位：円）

Ⅰ 設立時資産・
負債差額

Ⅱ 利益剰余金

純資産合計
積 立 金 当期未処分利益 利益剰余金合計

うち当期総利益

当期首残高 6300000000 33584974777 19333845623  52918820400 59218820400

当期変動額

Ⅰ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分

利益処分による積立 19333845623  19333845623 0 0

 その他

当期純利益 13515545767 13515545767 13515545767 13515545767

当期変動額合計 19333845623  5818299856 13515545767 13515545767 13515545767

当期末残高 6300000000 52918820400 13515545767 13515545767 66434366167 72734366167

キャッシュ・フロー計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便貯金勘定） （単位：円）
科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出  254649329
その他の業務支出  3754060833
その他の業務収入 18563391544

小計 14554681382
利息の受取額 113400000
消費税等の納付による支出  355960

業務活動によるキャッシュ・フロー 14667725422
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出  44544000000
有形固定資産の取得による支出  48718
敷金の差入による支出  1369570

投資活動によるキャッシュ・フロー  44545418288
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 資金減少額  29877692866
Ⅴ 資金期首残高 40239476622
Ⅵ 資金期末残高 10361783756

利益の処分に関する書類
（郵便貯金勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 13515545767


当期総利益 13515545767


Ⅱ 利益処分額 13515545767


積立金 13515545767

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注 記 事 項

                

Ⅰ 重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
その他の有形固定資産 ４～20年

 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
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 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

 有価証券
満期保有目的の
債券

60787917662 60729780000  58137662

 貸付金 6650929260 6587426891  63502369
 郵便貯金 (275183605256) (275183605256) 
 長期借入金 (6650929260) (6587426891) ( 63502369)

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２） 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額

（単位：円）

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

国債 61200000000   

合 計 61200000000   

ア 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：円）

時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

 有価証券
満期保有目
的の債券

60729780000   60729780000

 貸付金   6587426891 6587426891

資産計 60729780000  6587426891 67317206891

 郵便貯金  275183605256  275183605256
 長期借入金   6587426891 6587426891

負債計  275183605256 6587426891 281771032147

２．有価証券関係
満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 決算日における
時価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債   

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国債 60787917662 60729780000  58137662

合 計 60787917662 60729780000  58137662
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３．引当金の計上基準
賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ 貸借対照表関係
１．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
ア 金融商品に対する取組方針
自己資金に係る資産運用については短期的な預金並びに安全性の高い国債、地方債及び政
府保証債に限定しております。
イ 金融商品の内容及びそのリスク
旧日本郵政公社から承継した貸付金、郵便貯金については、法令等に基づく契約により、
当該金融商品に係る業務委託先である株式会社ゆうちょ銀行との間で同額・同一取引条件の
借入金及び特別貯金が計上されていることから、当法人はこれらの金融商品に係る金利変動
等のリスクを実質的には負っておりません。

 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

 金融商品の時価の算定方法
 有価証券
債券については、日本証券業協会が公表する店頭売買参考統計値を用いて評価しております。
国債は、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
 貸付金
評価日時点の市場利率に一定の調整を加えた金利で将来キャッシュ・フローを現在価値へ割
り引いた価格によっており、レベル３の時価に分類しております。
 郵便貯金
決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしており、レベル２の時価に分
類しております。
 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル３の時価に分類しております。






貸 借 対 照 表
令和８年３月31日

（簡易生命保険勘定） （単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現金及び預金 263940555 借入金 1293418719592
預金 263940555 長期借入金 1293418719592
預託金 35985376297 その他負債 2731085286
有価証券 299548922 未払費用 1186949100
国債 299548922 その他の負債 1544136186
貸付金 1293418719592 賞与引当金 14079375
保険契約者貸付 71755304157 役員賞与引当金 2722149
地方公共団体貸付 1221663415435 退職給付引当金 7301754
その他資産 2852287997 時効保険金等払戻引当金 2562011469
前払費用 5543940 負債の部合計 1298735919625
未収収益 1187300880 （純 資 産 の 部）
その他の資産 1659443177 設立時資産・負債差額 700000000
有形固定資産 25436609 利益剰余金 33425591530
建物 9961611 前中期目標期間繰越積

立金
33229341242

減価償却累計額  5072973
積立金 545621その他の有形固定資産 46915579
当期未処分利益 195704667減価償却累計額  26367608
（うち当期総利益） 195704667無形固定資産 16201183
利益剰余金合計 33425591530ソフトウェア 16201183
純資産の部合計 34125591530

資産の部合計 1332861511155 負債及び純資産の部合計 1332861511155

 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
行 政 コ ス ト 計 算 書

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
（簡易生命保険勘定） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
保険金等支払金 1888204986184
資金調達費用 30146125719
事業費 244524463
一般管理費 164597919
その他経常費用 375433
特別損失 314507
損益計算書上の費用合計 1918760924225

Ⅱ 行政コスト 1918760924225
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３．退職給付に係る注記
 採用している退職給付制度の概要
当法人は役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、報酬又は給与及び勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により、
退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
 確定給付制度
ア 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 5572797円
退職給付費用 1168768円
退職給付の支払額 0円

            

期末における退職給付引当金 6741565円

            

イ 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 1168768円
臨時に支払った割増退職金 0円

Ⅲ 行政コスト計算書関係
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 4564860902円
自己収入等  18080406669円
国庫納付額 0円
機会費用 150734484円

            

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト  13364811283円

２．機会費用の計上方法
 政府出資の機会費用に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国からの出向役職員から生じる機会費用の計算方法
当該役職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、役員退職手当規程並びに職員退職手当規程に定める退職手当支給基
準等を参考に計算しております。

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 285545389012
（特別貯金）  275183605256

            

資金期末残高 10361783756

            

２．委託会社との主な相殺取引に係る説明事項
預金者との郵便貯金の払戻し及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人郵便貯金簡易生
命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）及び郵政民営化法（平成
17年法律第97号）の規定に基づく貯金に関する契約並びに独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管
理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）の規定に基づく借入金に関する契
約により、株式会社ゆうちょ銀行との間で同額の債権債務及び収益費用が発生し、互いに相殺さ
れる仕組みとなっております。
このため、上記の取引については、キャッシュ・フローは生じません。

Ⅴ 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ⅵ 重要な後発事象
該当事項はありません。
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純 資 産 変 動 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（簡易生命保険勘定） （単位：円）

Ⅰ 設立時資産・
負債差額

Ⅱ 利益剰余金

純資産合計前中期目標期間繰
越積立金 積 立 金

当期未処分利益
（又は当期未処理
損失）

利益剰余金合計うち当期総利益又
は当期純損失

当期首残高 700000000 33229341242 7787 537834  33229886863 33929886863

当期変動額

Ⅰ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分

利益処分による積立 537834  537834 0 0

 その他

当期純利益 195704667 195704667 195704667 195704667

当期変動額合計 537834 195166833 195704667 195704667 195704667

当期末残高 700000000 33229341242 545621 195704667 195704667 33425591530 34125591530

損 益 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（簡易生命保険勘定） （単位：円）
科 目 金 額

経常収益 1918956628892
保険料等収入 1887921500874
保険料 103969239234
再保険収入 1783952261640
資産運用収益 30147449525
有価証券利息 1323806
貸付金利息 30146125719
その他経常収益 887678493
時効保険金等払戻引当金戻入額 887257997
その他の経常収益 420496

経常費用 1918760609718
保険金等支払金 1888204986184
保険金 894084197199
年金 545040164583
特約保険金 164837138338
解約還付金 76918860837
その他支払金 103267670274
再保険料 104056954953

資金調達費用 30146125719
借入金利息 30146125719
事業費 244524463
人件費 135444499
物件費 84944874
減価償却費 7085258
租税公課 17049832
一般管理費 164597919
人件費 119065956
物件費 31255902
減価償却費 3925389
租税公課 10350672
その他経常費用 375433
その他の経常費用 375433

経常利益 196019174
特別損失 314507
固定資産除却損 314507
当期純利益 195704667
当期総利益 195704667
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キャッシュ・フロー計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（簡易生命保険勘定） （単位：円）
科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
人件費支出  253188604
その他の業務支出  134077399
保険料等収入 416893189
その他の業務収入 45063

小計 29672249

利息の受取額 1100000
消費税等の納付による支出  29063840

業務活動によるキャッシュ・フロー 1708409
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

預託金の払戻による収入 211718
有価証券の取得による支出  99258146
有形固定資産の取得による支出  52762
敷金の差入による支出  1483999

投資活動によるキャッシュ・フロー  100583189
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0
Ⅳ 資金減少額  98874780
Ⅴ 資金期首残高 362815335
Ⅵ 資金期末残高 263940555

利益の処分に関する書類
（簡易生命保険勘定） （単位：円）
Ⅰ 当期未処分利益 195704667


当期総利益 195704667


Ⅱ 利益処分額 195704667


積立金 195704667



 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。
また、現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す
ることから、注記を省略しております。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

 有価証券
満期保有目的の
債券

299548922 298770000  778922

 貸付金 1293418719592 1286148378022  7270341570
 長期借入金 (1293418719592) (1286148378022) ( 7270341570)

（注１） 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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注 記 事 項

                

Ⅰ 重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
その他の有形固定資産 ４～20年

 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
３．引当金の計上基準
 賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

 時効保険金等払戻引当金
時効処理を行った保険金等について契約者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、
過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を引き当てております。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

５．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

６．支払備金の計上根拠及び計上基準
独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第

101号）第24条の規定に基づき、支払義務が発生した保険金等のうち、まだ支出していない金額
を計上しております。
ただし、独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令
（平成19年総務省令第98号）第28条第２項の規定に基づき、再保険を付した部分に相当する簡易
生命保険支払備金は、積み立てておりません。

Ⅱ 貸借対照表関係
１．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
ア 自己資金に係る資産運用については短期的な預金並びに安全性の高い国債、地方債及び政
府保証債に限定しております。
イ 旧日本郵政公社から承継した貸付金については、法令等に基づく契約により、貸付金に係
る業務委託先である株式会社かんぽ生命保険との間で同額・同一取引条件の借入金が計上さ
れていることから、当法人はこれらの金融商品に係る金利変動等のリスクを実質的には負っ
ておりません。






（注２） 満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額
（単位：円）

区 分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

国債 300000000   

合 計 300000000   

ア 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：円）

時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

 有価証券
満期保有目
的の債券

298770000   298770000

 貸付金   1286148378022 1286148378022

資産計 298770000  1286148378022 1286447148022

 長期借入金   1286148378022 1286148378022

負債計   1286148378022 1286148378022

２．有価証券関係
満期保有目的の債券における種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと
おりであります。

区 分 貸借対照表計上額 決算日における
時価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債   

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国債 299548922 298770000  778922

合 計 299548922 298770000  778922

（単位：円）
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 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時
価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。

 金融商品の時価の算定方法
 有価証券
債券については、日本証券業協会が公表する店頭売買参考統計値を用いて評価しております。
国債は、活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
 貸付金
貸付金のうち、保険契約者貸付については、当該貸付けを解約還付金の範囲内に限るなどの
特性、平均貸付期間が短期であること及び金利条件から、時価は帳簿価額と近似しているもの
と想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。
また、貸付金のうち、地方公共団体貸付については、評価日時点の市場利子率に一定の調整
を加えた金利で将来キャッシュ・フローを現在価値へ割り引いた価格によっております。
なお、貸付金については、レベル３の時価に分類しております。

 長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利
率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル３の時価に分類しております。

３．退職給付に係る注記
 採用している退職給付制度の概要
当法人は役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、報酬又は給与及び勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により、
退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
 確定給付制度
ア 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 6035631円
退職給付費用 1266123円
退職給付の支払額 0円

            期末における退職給付引当金 7301754円

            イ 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 1266123円
臨時に支払った割増退職金 0円

４．再保険契約に係る注記事項
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第26条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責
任準備金の額： 23880113423671円
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第28条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支
払備金の額： 217194499000円
 独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成
19年総務省令第98号）第29条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契
約者配当準備金の額： 969195776668円
なお、再保険契約に基づき、再保険先が再保険配当について積み立てている契約者配当準備
金のうち、上記準備金相当額への未割当額は213465502円です。

Ⅲ 行政コスト計算書関係
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 1918760924225円
自己収入等  1918956628892円
国庫納付額 0円
機会費用 19657912円

            独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト  176046755円

２．機会費用の計上方法
 政府出資の機会費用に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国からの出向役職員から生じる機会費用の計算方法
当該役職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間
に対応する部分について、役員退職手当規程並びに職員退職手当規程に定める退職手当支給基
準等を参考に計算しております。


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貸 借 対 照 表
令和８年３月31日

（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現金及び預金 18176494 その他負債 19838051
預金 18176494 その他の負債 19838051
その他資産 7114402 賞与引当金 3250719
前払費用 1280167 役員賞与引当金 627917
その他の資産 5834235 退職給付引当金 1449551
有形固定資産 5488257 負債の部合計 25166238
建物 994651 （純 資 産 の 部）
減価償却累計額  237291 利益剰余金 9353556
その他の有形固定資産 9950231 前中期目標期間繰越積

立金
1208140

減価償却累計額  5219334
積立金 6609258無形固定資産 3740641
当期未処分利益 1536158ソフトウェア 3740641
（うち当期総利益） 1536158

利益剰余金合計 9353556
純資産の部合計 9353556

資産の部合計 34519794 負債及び純資産の部合計 34519794

 独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
行 政 コ ス ト 計 算 書

令和７年４月１日から令和８年３月31日まで
（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
交付金 320664467100
事業費 44223279
一般管理費 36354945
特別損失 72612
損益計算書上の費用合計 320745117936

Ⅱ 行政コスト 320745117936

損 益 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

科 目 金 額

経常収益 320746654094
拠出金収入 320746654094
経常費用 320745045324
交付金 320664467100
事業費 44223279
人件費 33357374
物件費 9226075
減価償却費 1591875
租税公課 47955
一般管理費 36354945
人件費 28240444
物件費 7213430
減価償却費 874863
租税公課 26208

経常利益 1608770
特別損失 72612
固定資産除却損 72612
当期純利益 1536158
当期総利益 1536158
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Ⅳ 損益計算書関係
再保険契約に係る注記事項
１．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第26条第７項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険責任準
備金の戻入額： 1482332087488円
２．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第28条第２項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険支払備
金の戻入額： 14063832203円
３．独立行政法人郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に関する省令（平成19
年総務省令第98号）第29条第３項に規定する再保険を付した部分に相当する簡易生命保険契約者
配当準備金の繰入額： 119785601236円

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 263940555円

            

資金期末残高 263940555円

            

２．委託会社との主な相殺取引に係る説明事項
契約者等との保険料収入、保険金支払及び貸付金等に係る取引について、独立行政法人郵便貯
金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構法（平成17年法律第101号）第16条に規定す
る再保険契約及び同法の規定に基づく借入金に関する契約により、株式会社かんぽ生命保険との
間で同額の債権債務及び収益費用が発生し、互いに相殺される仕組みとなっております。
このため、上記の取引については、キャッシュ・フローは生じません。

Ⅵ 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ⅶ 重要な後発事象
該当事項はありません。


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純 資 産 変 動 計 算 書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

Ⅰ 利益剰余金

純資産合計前中期目標期間繰越
積立金 積 立 金 当期未処分利益（又

は当期未処理損失） 利益剰余金合計うち当期総利益
又は当期純損失

当期首残高 1208140 6609225 33  7817398 7817398

当期変動額

Ⅰ 利益剰余金の当期変動額

 利益の処分

利益処分による積立 33  33 0 0

 その他

当期純利益 1536158 1536158 1536158 1536158

当期変動額合計 33 1536125 1536158 1536158 1536158

当期末残高 1208140 6609258 1536158 1536158 9353556 9353556

キャッシュ・フロー計算書
令和７年４月１日から令和８年３月31日まで

（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
交付金支出  320664467100
人件費支出  61219852
その他の業務支出  15141937
拠出金収入 320741694000

小計 865111

業務活動によるキャッシュ・フロー 865111
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出  12183
敷金の差入による支出  342631

投資活動によるキャッシュ・フロー  354814
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 資金増加額 510297
Ⅴ 資金期首残高 17666197
Ⅵ 資金期末残高 18176494

利益の処分に関する書類
（郵便局ネットワーク支援勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 1536158


当期総利益 1536158


Ⅱ 利益処分額 1536158


積立金 1536158

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

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
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


号
)

官
報

注 記 事 項

                

Ⅰ 重要な会計方針
１．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
その他の有形固定資産 ４～20年

 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。






貸 借 対 照 表
（令和８年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

Ⅰ流動資産 Ⅰ流動負債

現金及び預金 59803 未払給付金 335

有価証券 4501 未払金 4718

仕掛審査等費用 2277 契約負債 12823

前払費用 63 預り金 104

未収金 715 リース債務 366

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

２．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、期末における要支給額を計上しております。
なお、出向職員に係る退職給付については、出向元において退職金が支給されるため計上して
おりません。
３．引当金の計上基準
賞与引当金及び役員賞与引当金
役職員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

４．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

Ⅱ 貸借対照表関係
１．金融商品関係
 金融商品の状況に関する事項
預金は決済用預金としております。

 金融商品の時価等に関する事項
現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。

２．退職給付に係る注記
 採用している退職給付制度の概要
当法人は役職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
当該制度では、報酬又は給与及び勤務期間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により、
退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。
 確定給付制度
ア 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 1157496円
退職給付費用 292055円
退職給付の支払額 0円

            

期末における退職給付引当金 1449551円

            

イ 退職給付に関連する損益
簡便法で計算した退職給付費用 292055円
臨時に支払った割増退職金 0円

独立行政法人医薬品医療機器総合機構令和７事業年度財務諸表
に関する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第３項の規定に基づき、令和７事業年度独立
行政法人医薬品医療機器総合機構の財務諸表について次のとおり公告します。
なお、法人単位で簡略化して記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は当機構のホームペー
ジ（https://www.pmda.go.jp/）又は事務所にて閲覧ください。

令和８年 10 月 13 日 東京都千代田区霞が関３３２
独立行政法人医薬品医療機器総合機構

理事長 藤原 康弘

Ⅲ 行政コスト計算書関係
１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト
行政コスト 320745117936円
自己収入等  320746654094円
国庫納付額 0円
機会費用 2255427円

            

独立行政法人の業務運営に関して
国民の負担に帰せられるコスト 719269円

２．機会費用の計上方法
国からの出向役職員から生じる機会費用の計算方法
当該役職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に
対応する部分について、役員退職手当規程並びに職員退職手当規程に定める退職手当支給基準等
を参考に計算しております。

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金 18176494円

            

資金期末残高 18176494円

            

Ⅴ 重要な債務負担行為
該当事項はありません。

Ⅵ 重要な後発事象
該当事項はありません。






未収収益 74 引当金
賞与引当金見返 165 賞与引当金 885 885

流動資産合計 67600 流動負債合計 19233
Ⅱ固定資産 Ⅱ固定負債
有形固定資産 資産見返負債
工具器具備品 5513 資産見返運営費交

付金
43

減価償却累計額  4088 1424
資産見返補助金等 914建物附属設備 1190
資産見返寄附金 0減価償却累計額  151 1039
資産見返物品受贈
額

0 958
有形固定資産合計 2464

特定救済基金預り金


無形固定資産

長期預り補助金等 3567
ソフトウェア 6887

預り拠出金 679 4247
ソフトウェア仮勘
定

2093

長期リース債務 638電話加入権 0

引当金無形固定資産合計 8981
退職給付引当金 4848 4848投資その他の資産

責任準備金 27719投資有価証券 41134

資産除去債務 816敷金 10

固定負債合計 39228
長期前払費用 1

負債合計 58462
退職給付引当金見
返

737

純資産の部投資その他の資産
合計

41883
Ⅰ資本金

固定資産合計 53329 政府出資金 1179

資本金合計 1179
Ⅱ資本剰余金
その他行政コスト累
計額
減価償却相当累計
額（）

 240

除売却差額相当累
計額（）

 567

資本剰余金合計  808
Ⅲ利益剰余金 62096

純資産合計 62467

資 産 合 計 120930 負債・純資産合計 120930

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。

行 政 コ ス ト 計 算 書
（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

Ⅰ 損益計算書上の費用
副作用救済給付金 2576
感染救済給付金 3
保健福祉事業費 129
審査等事業費 3917
安全対策等事業費 2031
特定救済給付金 800
健康管理手当等給付金 484
特別手当等給付金 220
調査研究事業費 283
責任準備金繰入 1352
その他業務費 13477
一般管理費 4500
財務費用 57
雑損 25
臨時損失 15

損益計算書上の費用合計 29875
Ⅱ その他行政コスト

減価償却相当額 0
除売却差額相当額 0

Ⅲ 損益外除売却差額相当額

その他行政コスト合計 0
Ⅲ 行政コスト 29875

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。

損 益 計 算 書
（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日）

（単位：百万円）

科 目 金 額

経常費用
副作用救済給付金 2576
感染救済給付金 3
保健福祉事業費 129
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審査等事業費 3917
安全対策等事業費 2031
特定救済給付金 800
健康管理手当等給付金 484
特別手当等給付金 220
調査研究事業費 283
責任準備金繰入 1352
その他業務費
人件費 8572
減価償却費 1957
退職給付費用 216
賞与引当金繰入 606
不動産賃借料 1485
その他経費 639 13477

一般管理費
人件費 1318
減価償却費 618
退職給付費用 36
賞与引当金繰入 96
不動産賃借料 244
その他経費 2186 4500

財務費用
支払利息 57
雑損 25

経常費用合計 29859
経常収益
運営費交付金収益 2340
補助金等収益 1248

責任準備金戻入 2
手数料収入 17405
拠出金収入 8797
利用料収入 131
国からの受託業務収入 25
その他の受託業務収入 1082
特定救済基金預り金取崩益
拠出金収益 836 836

資産見返運営費交付金戻入 21
資産見返補助金等戻入 341
資産見返寄附金戻入 1
資産見返物品受贈額戻入 0
賞与引当金見返に係る収益 165
退職給付引当金見返に係る収益 46
財務収益
受取利息 162
有価証券利息 233 395

雑益 87

経常収益合計 32927

経常利益 3067

臨時損失
固定資産除却損 15 15

当期純利益 3051

前中期目標期間繰越積立金取崩額 4420

当期総利益 7472

 これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。
＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。

純 資 産 変 動 計 算 書
（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日） （単位：百万円）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

Ⅲ 利益剰余金
（又は繰越欠損金） 純資産合計

政府出資金 資本剰余金
その他行政コスト累計額

資本剰余金合計減価償却相当
累計額（）

除売却差額相当
累計額（）

当期首残高 1179 4  278  529  803 59044 59420
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当期変動額

Ⅰ 資本金の当期変動額

出資金の受入

不要財産に係る国庫納付等による減資

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得

固定資産の除売却 37  37  0  0

減価償却  0  0  0

固定資産の減損

時の経過による資産除去債務の増加

資産除去債務の履行に伴う取り崩し

承継資産の使用等

不要財産に係る国庫納付等

出えん金の受入

その他の資本剰余金の当期変動額（純額）  4  4  4

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動
額（純額）

3051 3051

当期変動額合計  4 37  37  4 3051 3047

当期末残高 1179  240  567  808 62096 62467

＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。

その他の業務支出  4985
運営費交付金収入 2509
国からの受託業務収入 25
その他の政府交付金収入 3567
その他の受託業務収入 1091
手数料収入 18543
拠出金収入 9092
利用料収入 131
補助金等収入 1759

キャッシュ・フロー計算書
（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月31日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
副作用救済給付金支出  2561
感染救済給付金支出  3
保健福祉事業費支出  129
審査等事業費支出  2942
安全対策等事業費支出  726
特定救済給付金支出  800
健康管理手当等給付金支出  489
特別手当等給付金支出  265
調査研究事業費支出  282
人件費支出  10833
補助金等の精算による返還金の支出  101

その他の収入 288

小計 12889
利息の受取額 479
利息の支払額  57

業務活動によるキャッシュ・フロー 13311
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Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出  5100
投資有価証券の満期償還による収入 4600
有形固定資産の取得による支出  159
無形固定資産の取得による支出  6563

投資活動によるキャッシュ・フロー  7223
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出  367

財務活動によるキャッシュ・フロー  367

Ⅳ 資金増加額 5719
Ⅴ 資金期首残高 54083

Ⅵ 資金期末残高 59803

＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。

各勘定別の利益の処分又は損失の処理に関する書類
（単位：百万円）

科 目 副作用救
済勘定

感染救済
勘定

審査等勘
定

特定救済
勘定

受託・貸
付勘定

受託給付
勘定

Ⅰ 当期未処分利益  878 20 8328  0 1
（当期未処理損失（））
当期総利益  878 20 8328  0 1
（当期総損失（））

Ⅱ 利益処分額又は損失処理額 878 20 8328  0 1
積立金 20 8328  0 1
積立金取崩額 138
前中期目標期間繰越積立金取
崩額

740

Ⅲ 次期繰越欠損金 

＊各欄と合計欄の数字は、百万円未満切捨ての関係で一致しないことがあります。
＊百万円未満の数字は、「０」表示となっております。
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注 記
Ⅰ．重要な会計方針

          

１．運営費交付金収益の計上基準
運営費交付金収益の計上基準については、業務達成基準を採用しております。ただし、業務
の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の活動については期間
進行基準を採用しております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）によっております。

３．仕掛審査等費用の評価基準及び評価方法
個別法による低価法によっております。

４．減価償却の会計処理方法
 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。
工具器具備品 ２年～22年
建物附属設備 ３年～18年

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第87第１項）の減価償却に相当する額につ
いては、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。

 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基
づいております。

 リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

５．賞与に係る引当金の計上基準
役職員等の翌期賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上しております。

６．退職給付に係る引当金の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上
しております。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括償却することとしております。

７．責任準備金の計上基準
独立行政法人医薬品医療機器総合機構法（平成14年法律第192号）第30条の規定により、事

業年度末現在において救済給付の支給の決定を受けている者に係る将来の救済給付金の支払に
備えるため、業務方法書の定めに基づく金額を計上しております。

８．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。
９．収益及び費用の計上基準
 審査等事業に係る手数料収入

手数料収入は、主に審査等事業にかかる収益であり、法令等に基づき、審査等事業（審査
結果の通知等）を完了する履行義務を負っております。以下からにより、当該履行義務
は、一定期間にわたり収益を認識するための要件に当てはまらないため、一時点（審査等事
業が完了したとき）において収益を認識するものと判断しております。
 審査等事業の完了前の段階では、申請者にとって何ら便益が生じないこと
 審査等事業の過程では、申請者にとって資産価値が生じないこと
 審査等事業の過程では、別の用途に転用できない資産が生じないこと
 履行が完了した部分について、申請者から対価を収受する強制力のある権利を有してい
ないこと（審査等事業が完了した時点にて収受する権利を有すること）





 金融商品の時価等に関する事項
決算日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、現金は注記を省略しており、預金及び契約負債は短期間で決済されるため時価
が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差 額

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券 45635237954 42870160000  2765077954

また、有価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。
１）満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差 額

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

0 0 0

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

45635237954 42870160000  2765077954

合 計 45635237954 42870160000  2765077954

２）満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額
（単位：円）

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10 年 超

公社債 4500000000 19600000000 21200000000 0

 その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 808353050円

令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

 ＭＩＤＮＥＴ（医療情報データベース）事業に係る利用料収入
利用料収入は、主にＭＩＤＮＥＴ事業にかかる収益であり、顧客との契約等に基づき、
ＭＩＤＮＥＴ事業にかかるアカウントを付与する履行義務を負っております。当該アカウ
ントの付与は、ライセンスが供与された時点で存在する企業等の知的財産を使用する権利（使
用権）であると整理しており、一時点（アカウントを付与したとき）において収益を認識す
るものと判断しております。

10．消費税等の会計処理
税込方式によっております。

Ⅱ．注記事項

       

１．貸借対照表注記
 金融商品の時価等に関する注記
 金融商品の状況に関する事項
預金は、決済用預金としております。
また、資金運用については、預金、合同運用指定金銭信託及び公社債等に限定しており、
有価証券及び投資有価証券は独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、地方債、地方公
共団体金融機構債券、財投機関債及びA格以上の社債のみを保有しており、株式等は保有し
ておりません。

 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の三つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。
有価証券及び投資有価証券
公社債は、相場価格を用いて評価しております。これらは活発な市場で取引されているた
め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
合同運用指定金銭信託については、預金と同様の性格を有し、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額によっております。

２．行政コスト計算書注記
 独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト 29875521880円
自己収入等 28736779482円
法人税等及び国庫納付額 0円
機会費用 96118259円

                                         

独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 1234860657円
 機会費用の計上方法
 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に2345％で計算しております。

 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法
当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政
法人での勤務時間に対応する部分について、職員退職手当支給規程等に定める退職給付支給
基準を参考に計算しております。

３．損益計算書注記
 保健福祉事業費は、障害者のための一般施策では必ずしも支援が十分ではないと考えられる
重篤かつ希少な医薬品副作用被害を受けた制度対象者等のＱＯＬ（Quality of Life）向上のた
めの調査研究事業のために要した費用であり、調査協力謝金等で構成されております。
 審査等事業費は、医薬品、医療機器等の承認審査等事業のために要した費用であり、謝金、
旅費、事務庁費等で構成されております。また、安全対策等事業費についても、医薬品、医療
機器等の安全対策事業のために要した費用であり、謝金、旅費、事務庁費等で構成されており
ます。
 調査研究事業費は、エイズ発症予防に資するための血液製剤によるＨＩＶ感染者の調査研究
のために要した費用であり、全額ＨＩＶ感染者の健康管理費用となっております。
 手数料収入は、医薬品等の承認審査業務を行うための財源として、承認申請者から納付され
る収入であります。






 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
（単位：円）

区 分 令和７年４月１日～
令和８年３月31日

期首における退職給付債務 4478444700
勤務費用 392867242
利息費用 78673372
数理計算上の差異の当期発生額  435616191
退職給付の支払額  101298400
期末における退職給付債務（＋＋＋＋） 4413070723

 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
（単位：円）

区 分 令和８年３月31日現在

退職給付債務 4413070723
未認識数理計算上の差異 435616191
退職給付引当金（＋） 4848686914

 退職給付に関する損益
（単位：円）

区 分 令和７年４月１日～
令和８年３月31日

勤務費用 394611394
利息費用 78999361
数理計算上の差異の費用処理額  220874103
退職給付費用（＋＋） 252736652

 他の機関からの出向者にかかる退職給付費用の負担分として勤務費用に1744152円、
利息費用に325989円をそれぞれ計上しております。

 数理計算上の計算基礎に関する事項

区 分 令和８年３月31日現在

割引率 257％
退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
数理計算上の差異の処理年数 １年

数理計算上の差異は、発生の翌事
業年度に一括償却することとして
おります。
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 拠出金収入は、救済業務及び安全対策業務を行うための財源として、医薬品等の製造販売業
者から納付される収入であります。
 ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、207172円であり、当該影響額を除い
た当期総利益は7473030531円であります。

４．キャッシュ・フロー計算書注記
資金期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
現金及び預金 59803369366円

                

資金期末残高 59803369366円
５．資産除去債務注記

資産除去債務のうち、貸借対照表上に計上されているもの
 資産除去債務の内容についての簡潔な説明

当機構は、不動産賃借契約につき、本部、関西支部、アジア事務所の退去時における原状
回復に係る資産除去債務を計上しております。

 支出発生までの見込期間、運用した割引率等の前提条件
支出発生までの見込期間を主に17～18年と見積もり、割引率を主に2040％～2094％を使

用して資産除去債務の計算をしております。
 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 814382741円
当期増加額 16333056円
当期減少額 14176800円
期末残高 816538997円

６．退職給付引当金注記
 採用している退職給付制度の概要

当機構は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 ７．収益認識関係
当機構は、以下に記載する内容を除き、独立行政法人会計基準第86における収益に重要性が
乏しいため、注記を省略しております。
 収益の分解情報

当機構の一定の事業等のまとまりごとの区分は、医薬品副作用被害救済事業、生物由来製
品感染等被害救済事業、特定救済事業、受託・貸付事業、受託給付事業、審査業務及び安全
対策業務であり、独立行政法人会計基準第86を適用する取引に係る主なサービス等の種類と
収益の額は、手数料収入17405504356円及び利用料収入131200500円であります。

 収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ．重要な会計方針」の「９．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格の総額は、12823080033円

であり、当機構は、当該残存履行義務について、履行義務を充足した時点において収益を認
識することを見込んでいます。

Ⅲ．重要な債務負担行為

            
該当事項はありません。
Ⅴ．重要な後発事象

          

該当事項はありません。

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参加者の有無を確認する公募
手続きに係る参加意思確認書
の提出を求める公示

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請しま
す。
令和８年 10 月 13 日

独立行政法人都市再生機構
総務部長 田原 浩幸

１ 当該招請の主旨 本業務は、独立行政法人都
市再生機構（以下「機構」という。）が利用して
いる地図システムについて、新たに運用保守・
改修等業務を行うものである。
従前から本システムの運用保守・改修等業務
を契約している特定の法人を契約の相手先とす
る契約手続を行う予定としているが、当該法人
以外の者で下記の応募要件を満たし本業務の実
施を希望する者の有無を確認する目的で、参加
意思確認書の提出を招請する公募を実施するも
のである。
応募の結果、４の応募要件を満たすと認めら
れる者がいない場合にあっては、特定した法人
との契約手続に移行する。
なお、４の応募要件を満たすと認められる者
がいる場合にあっては、当該手続を終了して一
般競争入札に移行するものとする。
２ 業務概要
 業務名 令和９～11年度地図システムの運
用保守・改修等業務
 業務内容 当機構で利用する地図システム
の運用保守・改修等業務
 履行期間 契約締結日の翌日から令和12年
３月31日まで

３ 業務目的 機構組織全体における業務・事務
の効率化を図り、顧客サービスの向上を推進す
る情報インフラ基盤として、機構全職員及び機
構外の一部ユーザを対象に、機構に関連する不
動産情報を網羅した地図システム（名称：ＴＯ
ＳＨＩ ＭＡＰ）を令和３年度から本運用して
きたところである。
令和９年度以降も引き続き地図システムを運
用予定であるが、現行の地図システムの運用保
守・改修等業務が令和９年３月31日に契約満了
予定のため、本業務では、地図システムの引継
ぎ、運用保守及び改修（新たな機能の追加）等
を行う。

４ 応募要件
 次の事項に該当する者は、参加資格を有し
ない。
イ 独立行政法人都市再生機構会計実施細則
（平成16年）第331条及び第332条の規定に
該当する者。
ロ 参加資格確認申請書及び参加資格確認資
料の提出期限の日から開札までの期間に、
当機構から本件業務の実施場所を含む区域
を措置対象区域とする指名停止を受けてい
る者。
ハ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支
配する者若しくはこれに準ずる者。
ニ 当機構が発注した以下の業務の受注者及
びその者の「財務諸表等の用語、様式及び
作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令
第59号）第８条に規定する親会社及び子会
社、同一の親会社を持つ会社並びに以下の
業務の委託先事業者でないこと。
業務名：令和８年度情報化統括責任者（Ｃ
ＩＯ）補佐官等業務
受注者：PwCコンサルティング合同会社

 次の要件をすべて満たしている者であるこ
と。
イ 令和７・８年度独立行政法人都市再生機
構東日本地区物品購入等の契約に係る競争
参加資格審査において、開札時までに業種
区分「役務提供」の資格を有すると認定さ
れた者であることを証明した者であるこ
と。
ロ 日本国内において当機構職員が行う立会
検査に応じられる者であること。
ハ ＩＳＯ／ＩＥＣ27001：2022若しくはＪ
ＩＳ Ｑ 27001：2023に基づく情報セ
キュリティマネジメントシステム（ＩＳＭ
Ｓ）適合性評価制度の認証を受けているこ
とを「情報セキュリティ認証に関する証明
書」の書面にて証明した者であること。
ニ 令和５年度以降に以下の業務を完了した
実績を１件以上有していることを「業務の
実績に関する証明書」の書面にて証明した
者であること。
ユーザ規模が300人以上のＷＥＢアプリ
ケーション（地図情報システムを用いたＷ
ＥＢアプリケーションを含む）の開発（新
規構築）又は改修

ホ 本業務の履行に関し、以下の要件を全て
満たし、本業務に従事する責任者等を１名
配置できることを「業務の実施方針に関す
る証明書」の書面にて証明した者であるこ
と。
情報処理業務の経験年数を３年以上有す
ること。
前項に定める業務に係る経験を有する
こと。
ヘ 上記の参加資格及び仕様書に記述する要
求要件をすべて満たしていることを「参加
意思確認書」の書面にて証明した者である
こと。

６ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 関連情報を入手するための照会窓口 ５
に同じ。
 当機構本社における令和７・８年度独立行
政法人都市再生機構 物品購入等の契約に係
る一般競争（指名競争）参加資格審査におい
て業種区分「役務提供」の認定を受けていな
い場合も、参加意思確認書を提出することが
できる。
 詳細は説明書による。
７ Summary
 Subject matter of service : Operation,

Maintenance, and Modification Services

for the Map System, 1 set
 Time‑limit to express interests : 17 : 00

29 October, 2026

 Contract point for documentation relat‑
ing to the proposal : Business Communica‑
tion Department, Head Office, Urban Re‑
naissance Agency, 6501 Honcho, Naka‑
ku, Yokohama City, Kanagawa pref. 231
8315, Japan TEL 0456500436

参加者事前確認公募公告
参加者事前確認公募について、次のとおり公告
します。
令和８年 10 月 13 日
国立大学法人九州大学総長 赤司 浩一

１ 公募に付する事項
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 九州大学伊都キャン
パスで使用する電気 一式
 納入期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日
 納入場所 総長が指定する場所
２ 公募に参加する者に必要な資格に関する事項
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
５条及び第６条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人九州大学の競争参加資格のいず
れかにおいて令和９年度に九州・沖縄地域の
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付け
されている者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 本公告に示した物品を総長が指定する日
時、場所に十分納入することができることを
証明した者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、公募
要領に記載する基準を満たす者であること。
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
４条の規定に基づき、総長が定める資格を有
する者であること。
 総長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。
 九州電力株式会社の料金表（標準供給条件）
より安価で供給できる者であること。

５ 手続等
 担当支社等 〒2318315 神奈川県横浜
市中区本町六丁目50番地１ 独立行政法人都
市再生機構ビジネスコミュニケーション部
企画課 電話0456500436
 説明書の交付期間、場所及び方法 令和８
年10月13日から令和８年10月29日まで電子
データにて交付する。交付を希望する場合、
以下のメールアドレスまで「会社名・会社住
所・担当部署・担当者名・担当者の電話番
号・データ交付にあたっての制約事項（zip
ファイル受領不可や特定のクラウドストレー
ジのみ利用可等）有無」を連絡すること。
X91545@ur-net.go.jp

 参加意思確認書の提出期限、場所及び方法
令和８年10月29日17時00分まで 記載の
担当支社等に持参又は郵送（書留郵便に限る。
提出期限まで必着。）すること。

３ 参加意思確認書等の提出場所等
 参加意思確認書等の提出場所及び問合せ先
〒8190395 福岡市西区元岡744 国立大
学法人九州大学財務部調達課消耗品調達係
吉田 武志 電話0928022366
E‑Mail：zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp
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)  公募要領の交付方法 本公告の日から電子

媒体で交付するので、交付を希望する者は上
記３に記載のメールアドレスに連絡するこ
と。
 参加意思確認書等の提出期限 令和８年10
月27日17時00分

４ その他
 応募者があった場合は、応募書類等に基づ
き、２に定める参加資格等を確認し、適合者
があったときは競争入札（一般競争）を実施
する。
 詳細は、公募要領による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : AKASHI Koichi, Presi‑

dent of Kyushu University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Kyushu

University ito campus 1 Set

 Delivery period : From 1 April, 2027 th‑

rough 31 March, 2028

 Delivery place : The place specified by

President of Kyushu University

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Kyushu University Furthermore, minors,

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2027 in the

Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or in tenders by The Corporation of

National Universities Kyushu University,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by Presi‑

dent of Kyushu University,

Ｄ Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２,

Ｅ meet the qualification requirements

which President of Kyushu University

may specify in accordance with Article 4

of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President

of Kyushu University.

Ｇ prove to have the ability to supply at a

lower price than the tariff (standard

supply conditions) of Kyushu Electric

Power Co.

 Time limit of tender : 17 : 00 27 October,

2026

 Contact point for the notice : YOSHIDA

Takeshi, Consumables Procurement Sec‑

tion, Procurement Division, Finance De‑

partment, Kyushu University, 744 Motooka

Nishi‑ku Fukuoka‑shi 8190395 Japan,
TEL 0928022366,
E‑Mail : zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

参加者事前確認公募公告
参加者事前確認公募について、次のとおり公告
します。
令和８年 10 月 13 日
国立大学法人九州大学総長 赤司 浩一

１ 公募に付する事項
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 九州大学筑紫キャン
パスで使用する電気 一式
 納入期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日
 納入場所 総長が指定する場所
２ 公募に参加する者に必要な資格に関する事項
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
５条及び第６条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人九州大学の競争参加資格のいず
れかにおいて令和９年度に九州・沖縄地域の
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付け
されている者であること。

 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 本公告に示した物品を総長が指定する日
時、場所に十分納入することができることを
証明した者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、公募
要領に記載する基準を満たす者であること。
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
４条の規定に基づき、総長が定める資格を有
する者であること。
 総長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。
 九州電力株式会社の料金表（標準供給条件）
より安価で供給できる者であること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : AKASHI Koichi, Presi‑

dent of Kyushu University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Electricity to be used in Kyushu

University chikushi campus 1 Set

 Delivery period : From 1 April, 2027 th‑

rough 31 March, 2028

 Delivery place : The place specified by

President of Kyushu University

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

Ａ not come under Article 5 and 6 of the

Regulation concerning the Contract for

Kyushu University Furthermore, minors,

Person under Conservatorship or Person

under Assistance that obtained the con‑

sent necessary for concluding a contract

may be applicable under cases of special

reasons within the said clause,

Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C

qualification during fiscal 2027 in the

Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single

qualification for every ministry and agen‑

cy, or in tenders by The Corporation of

National Universities Kyushu University,

Ｃ prove to have the ability to deliver the

products, required by this notice, on the

date and to the place specified by Presi‑

dent of Kyushu University,

Ｄ Fulfill the requirement mentioned in

the tender manual that are stated from

the viewpoint of reducing CO２,

Ｅ meet the qualification requirements

which President of Kyushu University

may specify in accordance with Article 4

of the Regulation,

Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President

of Kyushu University.

Ｇ prove to have the ability to supply at a

lower price than the tariff (standard

supply conditions) of Kyushu Electric

Power Co.

 Time limit of tender : 17 : 00 27 October,

2026

 Contact point for the notice : YOSHIDA

Takeshi, Consumables Procurement Sec‑

tion, Procurement Division, Finance De‑

partment, Kyushu University, 744 Motooka

Nishi‑ku Fukuoka‑shi 8190395 Japan,
TEL 0928022366,
E‑Mail : zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

３ 参加意思確認書等の提出場所等
 参加意思確認書等の提出場所及び問合せ先
〒8190395 福岡市西区元岡744 国立大
学法人九州大学財務部調達課消耗品調達係
吉田 武志 電話0928022366
E‑Mail：zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

 公募要領の交付方法 本公告の日から電子
媒体で交付するので、交付を希望する者は上
記３に記載のメールアドレスに連絡するこ
と。
 参加意思確認書等の提出期限 令和８年10
月27日17時00分

４ その他
 応募者があった場合は、応募書類等に基づ
き、２に定める参加資格等を確認し、適合者
があったときは競争入札（一般競争）を実施
する。
 詳細は、公募要領による。
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参加者事前確認公募公告
参加者事前確認公募について、次のとおり公告
します。
令和８年 10 月 13 日
国立大学法人九州大学総長 赤司 浩一

１ 公募に付する事項
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量 九州大学で使用する
電気（高圧） 一式
 納入期間 令和９年４月１日から令和10年
３月31日
 納入場所 総長が指定する場所
２ 公募に参加する者に必要な資格に関する事項
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
５条及び第６条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者は、同条中、特別の理由がある場
合に該当する。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
国立大学法人九州大学の競争参加資格のいず
れかにおいて令和９年度に九州・沖縄地域の
「物品の販売」のＡ、Ｂ又はＣ等級に格付け
されている者であること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業の登録を受けている者であること。
 本公告に示した物品を総長が指定する日
時、場所に十分納入することができることを
証明した者であること。
 省CO２化の要素を考慮する観点から、公募
要領に記載する基準を満たす者であること。
 国立大学法人九州大学契約事務取扱規程第
４条の規定に基づき、総長が定める資格を有
する者であること。
 総長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。
 九州電力株式会社の料金表（標準供給条件）
より安価で供給できる者であること。

５ Summary
 Official in charge of disbursement of the
procuring entity : AKASHI Koichi, Presi‑
dent of Kyushu University
 Classification of the products to be pro‑
cured : 26
 Nature and quantity of the products to be
purchased : Electricity to be used in Kyushu
University (high tension power) 1 Set
 Delivery period : From 1 April, 2027 th‑
rough 31 March, 2028
 Delivery place : The place specified by
President of Kyushu University
 Qualifications for participating in the
tendering procedures : Suppliers eligible for
participating in the proposed tender are
those who shall :
Ａ not come under Article 5 and 6 of the
Regulation concerning the Contract for
Kyushu University Furthermore, minors,
Person under Conservatorship or Person
under Assistance that obtained the con‑
sent necessary for concluding a contract
may be applicable under cases of special
reasons within the said clause,
Ｂ have the Grade A, Grade B or Grade C
qualification during fiscal 2027 in the
Kyushu・Okinawa area in sales of prod‑
uct for participating in tenders by Single
qualification for every ministry and agen‑
cy, or in tenders by The Corporation of
National Universities Kyushu University,
Ｃ prove to have the ability to deliver the
products, required by this notice, on the
date and to the place specified by Presi‑
dent of Kyushu University,
Ｄ Fulfill the requirement mentioned in
the tender manual that are stated from
the viewpoint of reducing CO２,

Ｅ meet the qualification requirements

which President of Kyushu University

may specify in accordance with Article 4

of the Regulation,
Ｆ not be currently under a suspension of

business order as instructed by President

of Kyushu University.
Ｇ prove to have the ability to supply at a

lower price than the tariff (standard

supply conditions) of Kyushu Electric

Power Co.
 Time limit of tender : 17 : 00 27 October,

2026
 Contact point for the notice : YOSHIDA

Takeshi, Consumables Procurement Sec‑

tion, Procurement Division, Finance De‑

partment, Kyushu University, 744 Motooka

Nishi‑ku Fukuoka‑shi 8190395 Japan,
TEL 0928022366,
E‑Mail : zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

３ 参加意思確認書等の提出場所等
 参加意思確認書等の提出場所及び問合せ先
〒8190395 福岡市西区元岡744 国立大
学法人九州大学財務部調達課消耗品調達係
吉田 武志 電話0928022366
E‑Mail：zaksyomo@jimu.kyushu-u.ac.jp

 公募要領の交付方法 本公告の日から電子
媒体で交付するので、交付を希望する者は上
記３に記載のメールアドレスに連絡するこ
と。
 参加意思確認書等の提出期限 令和８年10
月27日17時00分

４ その他
 応募者があった場合は、応募書類等に基づ
き、２に定める参加資格等を確認し、適合者
があったときは競争入札（一般競争）を実施
する。
 詳細は、公募要領による。
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に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

札
幌
市
白
石
区
菊
水
七
条
二
丁
目
二
番
一
〇
号

有
限
会
社
ア
ク
ト
プ
リ
ン
ト

清
算
人

伊
藤

秀
昭

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
臨
時
株
主

総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

岩
手
県
八
幡
平
市
柏
台
一
丁
目
三
番
五
号

株
式
会
社
Ｇ
Ｒ
Ａ
Ｎ

Ｖ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ａ

代
表
清
算
人

菊
池

陽
介

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

岩
手
県
大
船
渡
市
立
根
町
字
細
野
二
九
番
地
五
四

有
限
会
社
大
畑
鉄
筋

清
算
人

大
畑

國
拓

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

宮
城
県
宮
城
郡
利
府
町
神
谷
沢
字
館
の
内
六
三
番

地
二

有
限
会
社
ア
ク
シ
ス

清
算
人

丹
野

保
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

仙
台
市
青
葉
区
本
町
二
丁
目
一
〇
番
六
号

常
盤
フ
ー
ド
サ
ー
ビ
ス
株
式
会
社

代
表
清
算
人

加
藤

知
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

宮
城
県
気
仙
沼
市
本
吉
町
津
谷
松
岡
七
三
番
地

有
限
会
社
三
本

清
算
人

山
方

文
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

宮
城
県
宮
城
郡
利
府
町
花
園
三
丁
目
一
八
番
八
号

有
限
会
社
小
野
寺
内
装

代
表
清
算
人

小
野
寺
常
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

山
形
県
天
童
市
東
本
町
一
丁
目
一
三
番
二
二
号

有
限
会
社
カ
ネ
コ
・
ク
リ
エ
ー
テ
ィ
ブ

清
算
人

兼
子

晃

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

福
島
県
田
村
市
滝
根
町
神
俣
字
和
貢
三
二
二
番
地
三

株
式
会
社
パ
ー
ト
ナ
ー
福
島

代
表
清
算
人

白
岩

紀
雄

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

茨
城
県
東
茨
城
郡
茨
城
町
大
字
小
幡
八
番
地

特
定
非
営
利
活
動
法
人
い
ば
ら
き
大
地
の
会

清
算
人

片
岡

祐
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
吉
野
二
丁
目
八
番
二
二
号

有
限
会
社
東
屋
関
谷
酒
店

清
算
人

関
谷

利
子





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
泉
町
六
番
三
〇
号

サ
ン
シ
ヤ
イ
ン
・
コ
ン
ピ
ユ
ー
タ
ー
サ
ー
ビ
ス

株
式
会
社

代
表
清
算
人

大
﨑

史
雄

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
存
続
期
間
の
満
了

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

栃
木
県
佐
野
市
金
井
上
町
二
五
一
九
番
地

一
般
財
団
法
人
唐
沢
山
城
振
興
財
団

清
算
人

藤
波

一
博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

群
馬
県
高
崎
市
昭
和
町
五
二

一
株
式
会
社
丸
善
薬
品

清
算
人

善
如
寺

忠

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

群
馬
県
渋
川
市
渋
川
四
九
八
番
地

梅
沢
建
設
株
式
会
社

代
表
清
算
人

梅
沢

昭
夫

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
行
田
市
本
丸
八
番
一
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ひ
か
り

清
算
人

田
島

秀
樹

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
蕨
市
塚
越
一
丁
目
四
番
一
三
号

株
式
会
社
C
h
ick
p
ea
's

代
表
清
算
人

遠
田

兼
人

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
決
議
に
よ
り
令
和
八
年
八
月
三
十

一
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
熊
谷
市
楊
井
一
三
七
五
番
地
一

株
式
会
社
佐
藤
商
店

代
表
清
算
人

佐
藤

広
明

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
七
日
開
催
の
社
員
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

千
葉
県
長
生
郡
睦
沢
町
上
市
場
一
八
三
一
番
地
一

特
定
非
営
利
活
動
法
人
マ
イ
ナ
ス
カ
ー
ボ
ン
・

プ
リ
ン
テ
ィ
ン
グ
シ
ス
テ
ム
ズ

清
算
人

久
保

雅
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

千
葉
県
富
里
市
七
栄
五
二
五
番
地
の
三
三
五

有
限
会
社
ケ
イ
オ
ー
ボ
デ
ィ
シ
ョ
ッ
プ

清
算
人

大
木
由
美
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
新
宿
区
下
宮
比
町
一
番
四
号

合
同
会
社
ジ
ェ
イ
・
ヴ
イ
・
テ
ィ
ー

清
算
人

神
永

信
吾

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
飯
田
橋
四
丁
目
七
番
一
号
結
和

税
理
士
法
人
内

き
ず
な
２
合
同
会
社

清
算
人

大
村

圭
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
中
央
区
銀
座
八
丁
目
一
八
番
一
六
号
銀
座

Ｊ
８
ビ
ル
五
〇
一
号
室

ジ
ー
・
エ
ヌ
・
ケ
ー
・
ア
セ
ッ
ト
有
限
会
社

清
算
人

平
岡

繁
行

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
練
馬
区
豊
玉
北
五
丁
目
二
三
番
一
一
豊
玉

ビ
ル
Ｂ
一
〇
一
号

株
式
会
社
ｎ
ｉ
ｍ

代
表
清
算
人

西
村

貴
宏

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

一
般
社
団
法
人
琥
珀
プ
レ
ミ
ア
ム

代
表
清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
丸
の
内
一
丁
目
四
番
一
号
東
京

共
同
会
計
事
務
所
内

合
同
会
社
オ
ル
タ
ナ
１
７

清
算
人

内
山
隆
太
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
六
本
木
一
丁
目
六
番
一
号

株
式
会
社
ユ
ニ
ヴ
ァ
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ズ

代
表
清
算
人

佐
野

敦
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
六
本
木
一
丁
目
六
番
一
号

株
式
会
社
ユ
ニ
ヴ
ァ
・
マ
ル
シ
ェ

代
表
清
算
人

佐
野

敦
彦





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
六
本
木
一
丁
目
六
番
一
号

株
式
会
社
ユ
ニ
ヴ
ァ
・
ソ
ー
シ
ャ
ル

代
表
清
算
人

佐
野

敦
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
杉
並
区
大
宮
二
丁
目
六
番
一
五
号

株
式
会
社
ヤ
マ
ガ
タ

代
表
清
算
人

山
形

政
弘

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
文
京
区
湯
島
四
丁
目
五
番
一
四
号

有
限
会
社
武
田
商
事

清
算
人

武
田

信
宏

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
六
日
総
社
員
の
同
意
に
よ
り

解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
南
青
山
二
丁
目
二
番
一
五
号
Ｗ
Ｉ
Ｎ

青
山
五
三
一

合
同
会
社
Ｅ
Ｄ
Ｉ
Ｇ
Ｒ
Ａ
Ｍ

清
算
人

宇
賀
神
希
生

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
江
戸
川
区
瑞
江
二

五

二
一
サ
イ
ト
ウ

ビ
ル
四
〇
二エ

ス
エ
ー
テ
ィ
ー
ア
シ
ス
ト
株
式
会
社

代
表
清
算
人

太
田

健
治

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
中
央
区
日
本
橋
人
形
町
二
丁
目
二
一
番
一
号

株
式
会
社
関
山

代
表
清
算
人

岩
田

倫
尚

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
渋
谷
区
代
々
木
一
丁
目
二
五
番
五
号

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
ラ
ボ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
口

剛
平

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
渋
谷
区
代
々
木
一

二
五

五

サ
ロ
ン
ラ
ボ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

田
口

剛
平

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
三
丁
目
三
番
一
三
号
西
新

宿
水
間
ビ
ル
二
階

株
式
会
社
ア
イ
テ
ッ
ク

代
表
清
算
人

中
鉢

史
康

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
五
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
品
川
区
北
品
川
二
丁
目
七
番
一
〇
号

株
式
会
社
Ａ

ｃ
ｒ
ｏ
ｓ
ｓ

代
表
清
算
人

中
野
渡

健

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
中
野
区
江
古
田
四
丁
目
三
〇
番
一
九

一

一
〇
号

株
式
会
社
倉
敷
・
マ
ミ
ー

代
表
清
算
人

髙
野

恵

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
文
京
区
本
郷
三
丁
目
二
四

二
Ｈ
Ｐ
本
郷

三
階

銘
商
株
式
会
社

代
表
清
算
人

阿
南

雄
大

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
に
総
社
員
の
同
意
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
六
本
木
六

八

二
九

四
〇
三

合
同
会
社
オ
フ
ィ
ス
・
プ
レ
シ
ャ
ス

清
算
人

深
澤

貴
彦

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
二
丁
目
二
番
一
五
号

株
式
会
社
Ｋ
Ｏ
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｕ

代
表
清
算
人

酒
匂

俊
和

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
西
麻
布
二
丁
目
六
番
二
号
ザ
・
パ
ー

ク
ハ
ウ
ス
麻
布
外
苑
西
通
り
五
〇
三
号
室

ア
セ
ン
シ
ア
合
同
会
社

清
算
人

ナ
イ
ジ
ェ
ル
・
チ
ノ
ッ
ク

解
散
公
告

当
社
は
令
和
八
年
十
月
九
日
付
け
で
解
散
い
た
し
ま
し

た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
一
丁
目
二
〇
番
一
〇
号
ラ
イ

オ
ネ
ス
浜
松
町
五
〇
六
号
室ア

イ
ラ
特
定
目
的
会
社

代
表
清
算
人

藍
原

博
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
十
月
九
日
、
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
一
丁
目
二
〇
番
一
〇
号
ラ
イ

オ
ネ
ス
浜
松
町
五
〇
六
号
室

ア
イ
ラ
合
同
会
社

清
算
人

小
保
方
博
之





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
一
丁
目
二
〇
番
一
〇
号
ラ
イ

オ
ネ
ス
浜
松
町
五
〇
六
号
室

ア
イ
ラ
１
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

小
保
方
博
之

解
散
公
告

当
法
人
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関

す
る
法
律
第
二
〇
六
条
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た

し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
浜
松
町
一
丁
目
二
〇
番
一
〇
号
ラ
イ

オ
ネ
ス
浜
松
町
五
〇
六
号
室

ア
イ
ラ
２
一
般
社
団
法
人

代
表
清
算
人

小
保
方
博
之

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
総
社
員
の
同
意
に
よ

り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
品
川
区
東
品
川
四
丁
目
一
二
番
二
号
品
川

シ
ー
サ
イ
ド
ウ
エ
ス
ト
タ
ワ
ー
一
階

Ｄ
Ｃ
Ｇ
シ
ス
テ
ム
ズ
合
同
会
社

清
算
人

吉
原

辰
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
十
月
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
六
本
木
一
丁
目
四
番
五
号
ア
ー
ク
ヒ

ル
ズ
サ
ウ
ス
タ
ワ
ー
一
六
階

株
式
会
社
Ｇ
Ａ
Ｍ
Ｅ
Ｐ
Ｌ
Ｅ
Ｘ

代
表
清
算
人

金

泰
洙

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
青
葉
区
元
石
川
町
六
四
八
七
番
一

有
限
会
社
ダ
イ
イ
チ

清
算
人

笠
井

直
人

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
奈
川
県
平
塚
市
四
之
宮
二
丁
目
二
番
三
五
号

シ
ッ
ク
ス
テ
ィ
ー
ズ
有
限
会
社

清
算
人

金
子

博
明

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
奈
川
県
川
崎
市
高
津
区
梶
ケ
谷
六
丁
目
一
二
番

地
一
三

清
水
不
動
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

清
水

康
夫

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
中
区
本
牧
元
町
七
〇
番
一
二
号

株
式
会
社
オ
ス
ト
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル

代
表
清
算
人

岡
本

一
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
奈
川
県
横
浜
市
中
区
長
者
町
五
丁
目
七
三
番
地
四

天
禾
興
株
式
会
社

代
表
清
算
人

張
本

百
合

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
七
日
開
催
の
臨
時
株
主
総

会
の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
西
区
中
央
二
丁
目
四
六
番
一
四
号

株
式
会
社
小
野
田
建
設

代
表
清
算
人

小
野
田
和
広

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
株
主
総
会
の
決
議
に

よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し

出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き

は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
都
筑
区
茅
ケ
崎
南
三
丁
目
一
番
六
〇
号

有
限
会
社
リ
フ
ォ
ー
ミ
ン
グ

清
算
人

桑
原

栄
司

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
中
区
山
吹
町
一
番
地
七

四
〇
一
号
室
行

政
書
士
法
人
松
延
国
際
法
務
事
務
所
内

株
式
会
社
マ
ッ
ク
ス
ニ
ュ
ー
・
イ
ン
ベ
ス
ト
メ

ン
ト
・
ジ
ャ
パ
ン

代
表
清
算
人

張

振

昊

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

富
山
市
大
島
二
丁
目
一
三
〇
番
地
八

有
限
会
社
協
同
ギ
フ
ト

清
算
人

永
森

恵
里

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

富
山
県
中
新
川
郡
上
市
町
若
杉
新
二
番
地
四

有
限
会
社
愛
和
プ
ロ
ダ
ク
ツ

清
算
人

篤
磨

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

石
川
県
金
沢
市
福
久
町
ヲ
一
五
四
番
地

有
限
会
社
ピ
リ
カ

清
算
人

吉
田

満

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

山
梨
県
甲
府
市
国
母
八
丁
目
二
二
番
一
〇
号

市
川
國
母
有
限
会
社

清
算
人

村
松

弘
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

横
浜
市
鶴
見
区
市
場
大
和
町
一
〇
番
一
〇
号

株
式
会
社
ワ
ン
ダ
ー
リ
ン
ク

代
表
清
算
人

多
久
美
大
河





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

長
野
県
千
曲
市
大
字
八
幡
一
一
二
二

五

株
式
会
社
ハ
イ
テ
ッ
ク

清
算
人

野
口

博
一

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
十
二
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
静
岡
市
葵
区
新
伝
馬
一
丁
目
二
番
五
〇
号

モ
ノ
レ
ー
ル
鋼
機
有
限
会
社

清
算
人

日
野

濃

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
御
前
崎
市
門
屋
一
九
二
八
番
地

合
同
会
社
Ｃ
Ｌ
Ａ
Ｒ
Ｉ
Ｔ
Ａ
Ｓ

清
算
人

大
石

佳
乃

解
散
公
告

当
社
は
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
菊
川
市
赤
土
二
五
七
番
地
の
六

合
同
会
社
Ｌ
Ｕ
Ｃ
Ｅ
Ｎ
Ｔ
Ｉ
Ａ

清
算
人

川
田

寿
乃

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

名
古
屋
市
中
村
区
豊
国
通
三

二
四

福
満
東
株
式
会
社

代
表
清
算
人

王

暁
東

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
六
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

愛
知
県
東
海
市
加
木
屋
町
郷
中
四
一
番
地

有
限
会
社
サ
ウ
ン
ド
サ
ー
ビ
ス
の
ば
た

代
表
清
算
人

早
川

太

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

愛
知
県
大
府
市
森
岡
町
二
丁
目
三
八
〇
番
地

株
式
会
社
ワ
ン
ズ
・
ワ
ン
・
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ

代
表
清
算
人

鈴
木

功

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

名
古
屋
市
中
区
金
山
一
丁
目
一
四
番
一
六
号
ト
キ

ワ
ビ
ル
五
Ｆ株

式
会
社
フ
ァ
イ
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

代
表
清
算
人

梶
田

稔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

愛
知
県
岡
崎
市
美
合
町
字
生
田
二
七
九
番
地
一

株
式
会
社
ラ
イ
フ
・
サ
ポ
ー
ト

代
表
清
算
人

宇
野

洋
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

滋
賀
県
大
津
市
国
分
一
丁
目
三
番
三
六
号

ナ
カ
ガ
ワ
サ
ッ
シ
有
限
会
社

清
算
人

中
川

俊
典

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

京
都
府
宇
治
市
槇
島
町
薗
場
五
二
番
地

株
式
会
社
ゆ
い
京
都

代
表
清
算
人

太
田

唯

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

京
都
府
宇
治
市
槇
島
町
薗
場
五
二
番
地

株
式
会
社
マ
ハ
ロ
京
都

代
表
清
算
人

太
田

唯

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
九
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

京
都
市
東
山
区
三
条
通
白
川
橋
東
六
丁
目
今
道
町

二
五
〇
番
地
の
五
同
和
警
備
保
障
ビ
ル
内

株
式
会
社
栄
和

代
表
清
算
人

圖
越

利
和

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
淀
川
区
西
中
島
四
丁
目
六
番
三
〇
号
チ
サ

ン
マ
ン
シ
ョ
ン
第
五
新
大
阪
三
〇
六

株
式
会
社
リ
ク
ブ
ル

代
表
清
算
人

小
方

秀
紀

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

京
都
府
向
日
市
寺
戸
町
東
田
中
瀬
一
七
番
地
の
四

株
式
会
社
シ
ィ
ー
・
エ
ー
・
デ
ィ
ー

代
表
清
算
人

島
津

順
一

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

京
都
府
宮
津
市
字
川
向
一
四
一
九
番
地

一
般
社
団
法
人
Ｍ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｍ
Ｉ

代
表
清
算
人

中
井

由
紀

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
住
之
江
区
浜
口
西
一
丁
目
一
三

一
五

カ
ト
レ
ア
ビ
ル
二
〇
三
号
室

Ｒ
Ｕ
Ｂ
Ｙ
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

イ
ン
シ
ョ
ウ





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
阿
倍
野
区
天
王
寺
町
北
二
丁
目
一
〇

一

五
ブ
ラ
ン
シ
ュ
阿
倍
野
一
〇
三
号
室

山
泰
食
品
株
式
会
社

代
表
清
算
人

オ
ウ
コ
ウ
ウ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
八
尾
市
沼
二
丁
目
一
三
五
番
地

株
式
会
社
Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｎ
Ｋ
Ｏ
Ｕ

代
表
清
算
人

白
井

和
之

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
豊
中
市
庄
内
栄
町
五
丁
目
九
番
一
二
号

日
邦
紙
器
株
式
会
社

代
表
清
算
人

矢
野

隆
信

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
門
真
市
松
生
町
三
番
四
号

有
限
会
社
白
﨑
電
工

清
算
人

白
﨑

修
一

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
港
区
八
幡
屋
一
丁
目
一
番
五
号
デ
イ
ズ
ハ

イ
ツ
朝
潮
橋
四
〇
五

翊
智
株
式
会
社

代
表
清
算
人

張

志
强

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
城
東
区
東
中
浜
九
丁
目
八
番
二
六
号
一
〇

五
室

一
勤
株
式
会
社

代
表
清
算
人

パ
ン

ホ
イ

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
大
阪
市
北
区
梅
田
一
丁
目
一
番
三
号
大
阪

駅
前
第
三
ビ
ル
二
五
階

株
式
会
社
虎
次
郎

代
表
清
算
人

中
嶋

啓
介

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
平
野
区
長
吉
長
原
東
一
丁
目
二
番
六
六
号

き
り
し
ま
興
産
株
式
会
社

代
表
清
算
人

河
合

敬
亮

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
開
催
の
株
主
総
会
の
決

議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
西
成
区
橘
一
丁
目
一
一
番
二
八
号
オ
フ
ィ

ス
ポ
ー
ト
橘
五
〇
九
号
室

Ａ
Ｘ
Ｉ
Ｔ
Ａ
株
式
会
社

代
表
清
算
人

欧

翔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
中
央
区
東
平
一
丁
目
二
番
一
五

一
四
〇

二
号

株
式
会
社
イ
ン
タ
ー
・
イ
デ
ア
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ツ

代
表
清
算
人

石
川

孝
明

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
開
催
の
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
福
島
区
吉
野
一
丁
目
一
〇
番
一
五
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
日
本
健
美
振
興
協
会

清
算
人

長
谷

重
行

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
浪
速
区
立
葉
一
丁
目
四
番
一
四
号

有
限
会
社
ニ
チ
ナ
ン

清
算
人

森
本

正
彦

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
十
月
九
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
市
中
央
区
高
麗
橋
四
丁
目
三
番
七
号
淀
屋
橋

総
合
会
計
内

一
般
社
団
法
人
中
之
島
ア
セ
ッ
ト

代
表
清
算
人

安
田
祐
一
郎

解
散
公
告

当
会
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
会
社
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
東
大
阪
市
川
田
二
丁
目
一
二
番
二
四
号

有
限
会
社
進
和
設
備
工
業

清
算
人

塩
野

誓
志

解
散
公
告

当
社
は
、
株
主
総
会
の
決
議
に
よ
り
、
令
和
八
年
九
月

二
十
五
日
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お

申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
戸
市
中
央
区
上
筒
井
通
一
丁
目
六
番
六
号

有
限
会
社
平
村
写
真
館

清
算
人

平
村

守

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
七
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
戸
市
西
区
玉
津
町
新
方
三
二
六
番
地
の
一

有
限
会
社
カ
ト
ウ
自
動
車
工
業

清
算
人

嘉
藤

鈴
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
二
十
八
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

兵
庫
県
明
石
市
本
町
一
丁
目
五
番
四
号

株
式
会
社
三
栄
紙
業
社

代
表
清
算
人

塚
原

覚

解
散
公
告

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
一
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

兵
庫
県
神
戸
市
中
央
区
三
宮
町
三
丁
目
九
番
一
八
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
オ
ー
ラ
ル
ヘ
ル
ス
研
究
会

清
算
人

藤
井

佳
朗





令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

奈
良
県
北
葛
城
郡
王
寺
町
元
町
二
丁
目
一
三
番
八
号

株
式
会
社
エ
ト
ー

代
表
清
算
人

井
田

修

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な

い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

奈
良
県
北
葛
城
郡
河
合
町
中
山
台
二
丁
目
一
六
番

地
九

合
同
会
社
Ｎ
Ｏ
Ｏ
Ｋ
Ｓ

清
算
人

福
永

紀
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

和
歌
山
県
和
歌
山
市
栗
栖
三
二
二

六

有
限
会
社
モ
ア
ア
ン
ド
モ
ア

清
算
人

山
中

真
二

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

和
歌
山
県
和
歌
山
市
狐
島
三
四
一
番
地

株
式
会
社
創
建

代
表
清
算
人

島
本

和
也

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
七
年
十
二
月
十
一
日
、
会
社
法
第
四
七

二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

当
社
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

島
根
県
松
江
市
美
保
関
町
片
江
五
一
二
番
地

株
式
会
社
３
Ｒ
Ｓ

代
表
清
算
人

安
井

幸
江

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

広
島
県
三
次
市
畠
敷
町
四
四
一
番
地
の
一
六

有
限
会
社
田
中
建
機

清
算
人

田
中

康
博

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

広
島
県
安
芸
郡
府
中
町
浜
田
本
町
一
番
三
四
号

株
式
会
社
セ
ブ
ン
電
化

代
表
清
算
人

高
橋

廣
二

解
散
公
告

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

広
島
市
西
区
高
須
三
丁
目
九
番

一
七
号

特
定
非
営
利
活
動
法
人
就
労
ネ
ッ
ト

清
算
人

山
田

康
輔

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

山
口
県
宇
部
市
明
神
町
三
丁
目
七
番
二
三
号

有
限
会
社
西
部
ト
モ
エ
交
通

清
算
人

古
賀

憲
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

山
口
県
周
南
市
栗
屋
字
開
作
北
八
一
九
番
地
一

有
限
会
社
西
部
新
宿
交
通

清
算
人

古
賀

憲
男

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

香
川
県
高
松
市
錦
町
一
丁
目
一
九
番
一
〇
号

有
限
会
社
丸
武

清
算
人

茶
園

博
三

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

北
九
州
市
八
幡
東
区
中
尾
一
丁
目
一
三
番
三
号

株
式
会
社
サ
ン
ク
ス

代
表
清
算
人

日
野

哲
雄

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
分
県
宇
佐
市
大
字
上
田
七
五
九
番
地
の
四

有
限
会
社
サ
ン
ユ
ニ
ッ
ト

清
算
人

後
藤

春
海

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

宮
崎
県
宮
崎
市
船
塚
三
丁
目
一
四
四
番
地

シ
テ
ィ
ー
住
宅
株
式
会
社

代
表
清
算
人

富
尾

光
秀

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

鹿
児
島
県
大
島
郡
瀬
戸
内
町
網
野
子
一
八
二
番
地

株
式
会
社
奄
美
有
機
農
業
研
究
所

代
表
清
算
人

岡
本

祥
子

解
散
公
告

当
社
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

鹿
児
島
県

摩
郡
さ
つ
ま
町
船
木
一
八
四
番
地
一

有
限
会
社
メ
デ
ィ
カ
ル
木
原

清
算
人

木
原
ノ
ブ
子

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
六
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

鹿
児
島
県
霧
島
市
隼
人
町
見
次
九
八
六
番
地
一

（
三
Ｆ
）

株
式
会
社
Ｉ
Ｈ
Ｏ

代
表
清
算
人

岩
元

哲
郎

解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
九
月
三
十
日
開
催
の
株
主
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権
を

有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に

お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

香
川
県
高
松
市
西
ハ
ゼ
町
四
一
番
地
五

有
限
会
社
ワ
ー
ル
ド
通
信
工
業

清
算
人

間
島

健
一





第 40 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
仙台市宮城野区扇町六丁目４番20号

仙台エルピーガス株式会社
代表取締役社長 中鉢 健嗣
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 293,420
固 定 資 産 147,472
合 計 440,892

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 63,768
株 主 資 本 377,124
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 335,364
利 益 準 備 金 12,537
その他利益剰余金 322,827
(うち当期純利益) (23,151)
自 己 株 式 8,240
合 計 440,892

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告

当
社
は
、
令
和
八
年
八
月
三
十
一
日
開
催
の
株
主
総
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
社
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内

に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が

な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

鹿
児
島
県
出
水
市
本
町
一
九
番
四
九
号

株
式
会
社
兼
伸

代
表
清
算
人

今
井

兼
一

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
四
月
九
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
並
び
に
茨
城
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
令
和
八
年
九
月

十
四
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に

債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月

以
内
に
お
申
し
出
く
だ
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

茨
城
県
那
珂
市
額
田
南
郷
字
新
宿
三
四
番
地
の
三

医
療
法
人
正
宏
会

清
算
人

塙

篤
美

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申

し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清

算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
浜
松
市
中
央
区
入
野
町
六
三
〇
一
番
地
の

一

医
療
法
人
社
団
ふ
じ
も
と
矯
正
歯
科
医
院

清
算
人

藤
本

雅
清

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
三
年
十
一
月
十
三
日
社
員
の
欠
乏
に

よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除

斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

愛
媛
県
松
山
市
北
条
辻
三
一
八
番
地
一

医
療
法
人
松
木
医
院

清
算
人

永
井

卓
也

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い

と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

長
崎
市
小
峰
町
三
番
六
号

医
療
法
人
倉
田
醫
院
内
科
婦
人
科

清
算
人

倉
田

明
彦

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以

内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出

が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

熊
本
県
下
益
城
郡
美
里
町
馬
場
七
五
七
番
地
一

医
療
法
人
田
上
会

清
算
人

田
上

洋
一

解
散
公
告
（
第
一
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
七
月
三
十
一
日
を
も
っ
て
診
療

所
を
閉
鎖
し
た
た
め
、
定
款
で
定
め
た
解
散
事
由
の
発
生

に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、

本
公
告
掲
載
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

沖
縄
県
う
る
ま
市
石
川
東
山
二
丁
目
三
〇
番
一
四
号

医
療
法
人
新
風
会

清
算
人

山
口

隆

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
を
も
っ
て
解
散
い

た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本

公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
九
日
）
の
翌
日
か
ら

二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

栃
木
県
宇
都
宮
市
大
和
二
丁
目
一
番
二
三
号

医
療
法
人
耳
鼻
咽
喉
科
佐
藤
ク
リ
ニ
ッ
ク

清
算
人

佐
藤

克

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
六
月
二
十
六
日
社
員
の
欠
亡
に

よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
者
は
、

本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
八
日
）
の
翌
日
か

ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に
お
申

し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

千
葉
県
浦
安
市
美
浜
三
丁
目
二
六
番
八
号

医
療
法
人
社
団
前
田
産
婦
人
科
医
院

清
算
人

曽
根

栄
輝

連
絡
先

千
葉
市
中
央
区
中
央
三
丁
目
五
番
一
号

千
葉
中
央
ト
ー
セ
イ
ビ
ル
九
階

藤
井
・
滝
沢
綜

合
法
律
事
務
所

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
八
月
十
日
開
催
の
臨
時
総
会
の

決
議
に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権

を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月

九
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら

除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
渋
谷
区
桜
丘
町
一
二
番
八
号

渋
谷
コ
ー
ポ
ラ
ス
管
理
組
合
法
人

代
表
清
算
人

笹
本

秀
文

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
三
月
七
日
開
催
の
社
員
総
会
の

決
議
並
び
に
静
岡
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八
年
九

月
十
日
を
も
っ
て
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
十
月
八
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
沼
津
市
西
椎
路
八
八
番
地
の
一

医
療
法
人
社
団
き
さ
ら
ぎ
会

清
算
人

甲
斐

美
咲

解
散
公
告
（
第
二
回
）

当
組
合
は
、
令
和
八
年
九
月
四
日
開
催
の
総
会
の
決
議

に
よ
り
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
組
合
に
債
権
を
有

す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載（
令
和
八
年
十
月
九
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

福
岡
県
八
女
市
新
庄
一
六
一
五
番
地

農
事
組
合
法
人
若
獅
子

清
算
人

大
石

浩
嗣

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債

権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十

月
八
日
）の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か

ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
練
馬
区
豊
玉
北
一
丁
目
六
番
一
四
号
ジ
ェ

ミ
ニ
Ｂ
館
二
階

医
療
法
人
社
団
啓
歯
会

清
算
人

髙
野

哲
也

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
四
月
四
日
開
催
の
責
任
役
員
会

の
決
議
に
よ
り
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す

る
者
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
六
日
）

の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間

内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

富
山
県
魚
津
市
中
央
通
り
一
丁
目
一
番
一
二
号

佛
教
寺

清
算
人

轡
田

普
善

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
四
月
十
五
日
開
催
の
社
員
総
会

の
決
議
並
び
に
静
岡
県
知
事
の
認
可
に
よ
り
、
令
和
八
年

九
月
十
四
日
を
も
っ
て
解
散
い
た
し
ま
し
た
の
で
、
当
法

人
に
債
権
を
有
す
る
方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和

八
年
十
月
六
日
）
の
翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出

下
さ
い
。
な
お
、
右
期
間
内
に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は

清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

静
岡
県
磐
田
市
豊
浜
三
〇
三
〇
番
地
一
二

医
療
法
人
社
団
信
和
会

清
算
人

大
橋

和
史

解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
、
令
和
八
年
九
月
十
六
日
、
広
島
市
長
の
認

可
を
受
け
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る
方

は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
八
日
）
の
翌

日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内
に

お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

広
島
市
西
区
井
口
台
二
丁
目
二
三
番
三
二
号

医
療
法
人
志
高
会

清
算
人

佐
久
間
高
志





決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都港区六本木一丁目９番10号
Ｕｂｅｒ Ｊａｐａｎ株式会社

代表取締役 ジョージアナ・オザナ・
アレクサンドル

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 3,140,566
固 定 資 産 638,290
その他の資産 395,944
合 計 4,174,802

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,578,534
株 主 資 本 596,267
資 本 金 18,000
利 益 剰 余 金 578,267
その他利益剰余金 578,267
(うち当期純利益) (213,598)
合 計 4,174,802

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
解
散
公
告
（
第
三
回
）

当
法
人
は
解
散
し
た
の
で
、
当
法
人
に
債
権
を
有
す
る

方
は
、
本
公
告
第
一
回
掲
載
（
令
和
八
年
十
月
八
日
）
の

翌
日
か
ら
二
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。
右
期
間
内

に
お
申
し
出
が
な
い
と
き
は
清
算
か
ら
除
斥
し
ま
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

熊
本
県
天
草
市
倉
岳
町
宮
田
二
五
〇
六
番
地
の
一

宗
教
法
人
宮
田
教
会

清
算
人

弁
護
士

伊
藤

英
範

連
絡
先

熊
本
市
中
央
区
新
屋
敷
三

一
六

一
一

ガ
ー
デ
ン
コ
ー
ト
新
屋
敷
二
〇
一





第 11 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

宮城県仙台市若林区六丁の目西町６番５号
ＭＥＤＩＵＭ・ＲＯＯＭ１

エーアイシルク株式会社
代表取締役 岡野 秀生

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 72,562 流 動 負 債 104,368
固 定 資 産 89,499 固 定 負 債 54,704
繰 延 資 産 314 株 主 資 本 1,653

資 本 金 99,000
資 本 剰 余 金 457,219
資 本 準 備 金 457,219
利 益 剰 余 金 554,566
その他利益剰余金 554,566
(うち当期純損失) (231,081)
新 株 予 約 権 1,651

資 産 合 計 162,376 負債・純資産合計 162,376

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

前 払 式 特 定 取 引 業 者 営 業 保 証 金 取 戻 し 公 告

割 賦 販 売 法 第 三 十 五 条 の 三 の 六 十 二 に 準 用 す る

同 法 第 二 十 九 条 第 二 項 及 び 許 可 割 賦 販 売 業 者 等 の

営 業 保 証 金 等 に 関 す る 規 則 第 十 九 条 第 四 項 の 規 定

に よ り 次 の と お り に 公 告 し ま す 。

一 、 当 該 前 払 式 特 定 取 引 業 者 で あ っ た 者 の 名 称 及

び 代 表 者 の 氏 名 並 び に 主 た る 営 業 所 の 所 在 地

名 称 有 限 会 社 近 江 屋 エ リ ー ト 会

代 表 者 の 氏 名 代 表 取 締 役 北 條 栄 作

本 店 の 所 在 地 山 口 県 山 口 市 道 場 門 前 一 丁

目 三 番 一 三 号

二 、 当 該 前 払 式 特 定 取 引 業 者 で あ っ た 者 の 許 可 の

年 月 日 及 び 許 可 の 失 効 の 年 月 日

許 可 の 年 月 日 昭 和 五 十 三 年 三 月 三 十 一 日

許 可 の 失 効 年 月 日 令 和 八 年 七 月 十 五 日

三 、 当 該 前 払 式 特 定 取 引 業 者 で あ っ た 者 の 営 業 保

証 金 の 額 又 は 前 受 業 務 保 証 金 の 額

営 業 保 証 金 金 十 五 万 円

前 受 業 務 保 証 金 金 三 百 八 十 八 万 六 千 円

四 、 前 号 の 営 業 保 証 金 等 に つ き 割 賦 販 売 法 第 三 十

五 条 の 三 の 六 十 二 に お い て 準 用 す る 同 法 第 二 十

一 条 第 一 項 の 権 利 を 有 す る 者 は 、 本 公 告 掲 載 の

翌 日 か ら 六 箇 月 以 内 に そ の 債 権 の 額 及 び 債 権 発

生 の 原 因 た る 事 実 並 び に 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称

を 記 載 し た 申 出 書 三 通 を 中 国 経 済 産 業 局 長 に 提

出 し て 下 さ い 。

五 、 前 号 の 申 出 書 の 提 出 が な い と き は 、 第 三 号 の

取 戻 し を し よ う と す る 営 業 保 証 金 等 は 取 戻 さ れ

ま す 。

令 和 八 年 十 月 十 三 日

山 口 県 山 口 市 道 場 門 前 一 丁 目 三 番 一 三 号

有 限 会 社 近 江 屋 エ リ ー ト 会

代 表 取 締 役 北 條 栄 作




令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

記
年 度
番 号

商号又は
名 称

免 許 証
番 号

(代表者
の)氏名

主たる事務所
の所在地

営業保証金
相当額

令８不保720 株式会社エム
シー企画

北海道知事
石狩7560

代表取締役
前田直

北海道札幌市東区北37
条東４２８

1000万円

令８不保721 ヤマノ開成不
動産

青森県知事
2259

野呂晶清 青森県青森市安方２
1112

1000万円

令８不保722 有限会社角田
建設

青森県知事
3041

取締役
角田和子

青森県北津軽郡中泊町
大字小泊字鮫貝110-10

1000万円

令８不保723 セカンドアク
ト

岩手県知事
2753

菊池真寛 岩手県盛岡市北松園
４27５

1000万円

令８不保724 有限会社ハウ
ジングパート
ナー

宮城県知事
4115

代表取締役
今野京子

宮城県石巻市双葉町
３32２

1000万円

令８不保725 株式会社マル
クホーム

宮城県知事
6769

代表取締役
宮内直幸

宮城県仙台市青葉区旭
ケ丘３2625

1000万円

令８不保726 株式会社なご
み

福島県知事
3110

代表取締役
藤章

福島県郡山市町東１
186

1000万円

令８不保727 トレース不動
産

茨城県知事
7657

石津遼哉 茨城県つくば市竹園
２1121

1000万円

令８不保728 有限会社椛澤
土木

群馬県知事
7933

代表取締役
椛澤秀明

群馬県前橋市富士見町
小暮1851４

1000万円

令８不保729 株式会社ライ
フクリエイト

埼玉県知事
15175

代表取締役
杠葉祐樹

埼玉県所沢市荒幡
851４

1000万円

宅地建物取引業保証協会弁済業務保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第64条の11第４項の規定により次のとおり公告します。
公益社団法人不動産保証協会（以下「保証協会」という。）の社員である下記の者と、宅地建物の取
引を行ったことにより生じた債権につき、宅地建物取引業法第64条の８第１項の規定に基づき、弁済
の権利を有する者は、本公告掲載の翌日から６箇月以内に同法施行規則第26条の５第１項に規定する
認証申出書３通を保証協会に提出して下さい。なお、認証申出書の提出がないときは、下記の者に係
る弁済業務保証金分担金は同人に返還されます。
令和８年 10 月 13 日 東京都千代田区紀尾井町３番30号

公益社団法人不動産保証協会






令
和

年


月


日
火
曜
日

(号
外
第



号
)

官
報

令８不保730 株式会社Ｂａ
ｎｃ

埼玉県知事
25864

代表取締役
橘真優

埼玉県さいたま市南区
別所７８15

1000万円

令８不保731 株式会社サク
ラスプロパ
ティーズ

東京都知事
93037

代表取締役
小山浩二

東京都千代田区内神田
３24４

1000万円

令８不保732 コマースブレ
イン株式会社

東京都知事
109976

代表取締役
大島正人

東京都中央区銀座１
2011

1000万円

令８不保733 有明興業都市
開発株式会社

東京都知事
102702

代表取締役
山田芳行

東京都江東区有明１
２27

1000万円

令８不保734 テンル株式会
社

東京都知事
105749

代表取締役
石津爽

東京都台東区台東３
29６

1000万円

令８不保735 株式会社ＳＯ
ＵＰＴＲＥＥ

東京都知事
106507

代表取締役
小池和人

東京都港区虎ノ門３
1812

1000万円

令８不保736 ディアフェリ
ス株式会社

東京都知事
106653

代表取締役
橋場貞姫

東京都台東区上野５
８10

1000万円

令８不保737 クレディオ・
アセット株式
会社

東京都知事
106603

代表取締役
福嶋洋輔

東京都渋谷区恵比寿
１５９

1000万円

令８不保738 株式会社みや
ま建築設計事
務所

東京都知事
106501

代表取締役
三山元洋

東京都新宿区西新宿
６17７

1000万円

令８不保739 株式会社ＮＳ
Ｒ

東京都知事
108181

代表取締役
岡村賢史

東京都新宿区新宿１
23６

1000万円

令８不保740 シー・ウイン
ズ株式会社

東京都知事
111712

代表取締役
今泉典子

東京都千代田区神田須
田町２８19

1000万円

令８不保741 有限会社昴プ
ランニング

神奈川県知事
18168

代表取締役
本多誠

神奈川県横浜市戸塚区
戸塚町3691

1000万円

令８不保742 有限会社ハ
ナ・コーポ
レーション

神奈川県知事
31555

代表取締役
岩本敏子

神奈川県横浜市西区み
なとみらい２２１

1000万円

令８不保743 ゴールド・ス
ピアー株式会
社

神奈川県知事
32295

代表取締役
寺尾良一

神奈川県横浜市青葉区
奈良町2415238

1000万円

令８不保744 株式会社Ｋ・
Ｋ・Ｃ

神奈川県知事
29446

代表取締役
金山和徳

神奈川県横浜市神奈川
区鶴屋町３3214

1000万円

令８不保745 一磨株式会社 神奈川県知事
31269

代表取締役
本目信太郎

神奈川県横浜市保土ケ
谷区法泉２28６

1000万円

令８不保746 学文タオワー
クス株式会社

神奈川県知事
31317

代表取締役
鶴田憲司

神奈川県横須賀市田浦
大作町35４

1000万円

令８不保747 株式会社Ｌｉ
ｎｋＬｉｎｋ

神奈川県知事
32202

代表取締役
溝田知佑

神奈川県川崎市宮前区
西野川３4622

1000万円

令８不保748 株式会社ミカ
サ

静岡県知事
14284

代表取締役
堀田真吾

静岡県静岡市駿河区東
新田94

1000万円

令８不保749 いむら建築株
式会社

静岡県知事
14809

代表取締役
伊村益広

静岡県御前崎市池新田
6022１

1000万円

令８不保750 株式会社ＴＳ
ＵＲＵＧＩ

京都府知事
14329

代表取締役
川上剣

京都府京都市中京区西
ノ京西中合町59３

1000万円

令８不保751 株式会社イワ
タエステート

大阪府知事
34085

代表取締役
岩田富資

大阪府大阪市中央区久
太郎町４２５

1000万円

令８不保752 株 式 会 社
ジャック

大阪府知事
60040

代表取締役
杉山秀俊

大阪府高槻市唐崎中
１８21

1000万円

令８不保753 株式会社鈴木
コーポレー
ション

大阪府知事
60509

代表取締役
鈴木真人

大阪府高槻市庄所町
９２

1000万円

令８不保754 合同会社ｇｒ
ａｎｄｒａｖ
ｅ

大阪府知事
61902

代表社員
谷山在勲

大阪府大阪市西区北堀
江１６24

1000万円

令８不保755 晶 株式会社 大阪府知事
62683

代表取締役
横山爽

大阪府大阪市浪速区元
町２８４

1000万円

令８不保756 株式会社ワン
ライフ

大阪府知事
63085

代表取締役
青山弘典

大阪府枚方市楠葉並木
１3724

1000万円

令８不保757 株式会社魁 兵庫県知事
451254

代表取締役
北爪智子

兵庫県姫路市城北本町
1610

1000万円

令８不保758 株式会社コ
モード

兵庫県知事
11856

代表取締役
高田幸典

兵庫県神戸市東灘区岡
本１２27

1000万円

令８不保759 貴船不動産 奈良県知事
2527

船木孝純 奈良県大和郡山市堺町
29

1000万円

令８不保760 株式会社和住
工業

高知県知事
2875

代表取締役
横矢達也

高知県高知市中宝永町
５18

1000万円

令８不保761 アイゼン総合
事務所

福岡県知事
19237

木村秀作 福岡県福岡市中央区舞
鶴３２21

1000万円

令８不保762 イールドキャ
ピタル株式会
社

福岡県知事
19723

代表取締役
中島昌光

福岡県福岡市早良区荒
江３10６

1000万円

令８不保763 ブライトホー
ム

福岡県知事
19776

水落憲彦 福岡県福岡市博多区竹
下５2111

1000万円

令８不保764 ＧＡＩＡⅠＮ
ＮＯＶＡＴＩ
ＯＮＤＥＶＥ
ＬＯＰＭＥＮ
Ｔ合同会社

長崎県知事
4196

代表社員
有田元呂

長崎県長崎市桶屋町
50１

1000万円

令８不保765 小山工建株式
会社

鹿児島県知事
3704

代表取締役
横山大二

鹿児島県鹿児島市城山
町15３

1000万円

令８不保766 テクノ開発株
式会社

沖縄県知事
4623

代表取締役
名嘉徳秀

沖縄県那覇市曙２
９６

1000万円

宅地建物取引業保証協会弁済業務保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第64条の11第４項の規定により次のとおり公告します。
公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会（以下「保証協会」という。）の社員である下記の者と、
宅地建物の取引を行ったことにより生じた債権につき、宅地建物取引業法第64条の８第１項の規定に
基づき、弁済の権利を有する者は、本公告掲載の翌日から６箇月以内に同法施行規則第26条の５第１
項に規定する認証申出書３通を保証協会に提出して下さい。なお、認証申出書の提出がないときは、
下記の者に係る弁済業務保証金分担金は同人に返還されます。
令和８年 10 月 13 日 東京都千代田区岩本町２丁目６番３号

公益社団法人全国宅地建物取引業保証協会
記

年 度
番 号

商号又は
名 称

免 許 証
番 号

(代表者
の)氏名

主たる事務所
の所在地

営業保証金
相当額

令08全保1971 株式会社山平 国土交通大臣
5611

代表取締役
田代雅巳

東京都港区西新橋１
９１

1500万円

令08全保1972 ＯＫＡＣＯＮ
株式会社

国土交通大臣
10587

代表取締役
岡彦吉

愛知県名古屋市名東区
大針１28

〃
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令08全保1973 株式会社アー
ニストホーム

北海道知事
(渡島４)1070

代表取締役
新田眞幸

北海道函館市富岡町３
丁目1539

1000万円

令08全保1974 株式会社ＴＭ
Ｓ

北海道知事
(胆振１)1080

代表取締役
嶋中昌治

北海道苫小牧市大成町
２丁目３１

〃

令08全保1975 有限会社ケイ
エスコーポ
レーション

北海道知事
(石狩17)141

代表取締役
白崎啓一

北海道札幌市白石区本
通３丁目北５39本通
ハイム

〃

令08全保1976 株式会社サッ
ポロハウス

北海道知事
(石狩９)4600

代表取締役
兼平栄治

北海道恵庭市相生町２
丁目６12

〃

令08全保1977 株式会社アー
キビジョン・
ホールディン
グス

北海道知事
(石狩２)8771

代表取締役
丹野正則

北海道札幌市清田区美
しが丘３条10丁目２
15

〃

令08全保1978 株式会社Ｓｍ
ａｒｔ．Ａｃ
ｔｉｎｇ

北海道知事
(石狩１)9195

代表取締役
水谷圭太

北海道札幌市西区山の
手２条６丁目３17
201

〃

令08全保1979 株式会社じん 北海道知事
(釧路１)564

代表取締役
寳福哲史

北海道釧路市弥生２
10６

〃

令08全保1980 財形住宅株式
会社

北海道知事
(十勝９)434

代表取締役
橋本尚明

北海道帯広市西３条南
21丁目10

〃

令08全保1981 株式会社すこ
んちゅら

北海道知事
(十勝１)807

代表取締役
村山有紗

北海道帯広市西３条南
26丁目８１

〃

令08全保1982 株式会社カワ
サキＲＣＣ

青森県知事
3518

代表取締役
川﨑良一

青森県八戸市南類家
２2214

〃

令08全保1983 エール不動産
株式会社

岩手県知事
2762

代表取締役
後藤剛

岩手県花巻市四日町三
丁目1917Ｂ号室

〃

令08全保1984 株式会社メゾ
ン

山形県知事
1666

代表取締役
加藤渉

山形県米沢市金池３
２２

〃

令08全保1985 株式会社ＪＰ
アクア

福島県知事
3052

代表取締役
加登島佐規
子

福島県二本松市舟形石
山５６

〃

令08全保1986 鈴木不動産 福島県知事
20235

鈴木充 福島県郡山市並木３
６20

〃

令08全保1987 恵誠商事 栃木県知事
3705

吉田誠一 栃木県宇都宮市石井町
341381

〃

令08全保1988 ワールドパイ
オニア

東京都知事
10211

荒井賢 東京都豊島区西池袋
１９11

〃

令08全保1989 鯨岡石材工業
株式会社

東京都知事
22097

代表取締役
鯨岡三男

東京都大田区中央３
７９

〃

令08全保1990 株式会社片柳
商会

東京都知事
51371

代表取締役
栁眞理子

東京都品川区小山６
12７

〃

令08全保1991 有限会社宮田
商事

東京都知事
58896

代表取締役
宮田トシ子

東京都八王子市狭間町
1455２

〃

令08全保1992 日栄実業株式
会社

東京都知事
58979

代表取締役
小林義明

東京都新宿区北新宿１
１16ＪＳビル405

〃

令08全保1993 株式会社エ
ム・ワイ・カ
ンパニー

東京都知事
61279

代表取締役
高村充

東京都足立区綾瀬３
1722

〃

令08全保1994 株式会社リビ
ングナウ

東京都知事
76892

代表取締役
今井英秋

東京都西東京市向台町
６１11

〃

令08全保1995 プラスネット
不動産株式会
社

東京都知事
93997

代表取締役
宮田泰幸

東京都北区中里３
22１

〃

令08全保1996 株式会社リ
レーション

東京都知事
94479

代表取締役
星野正志

東京都足立区舎人５
26７

〃

令08全保1997 株式会社リ
ヴァリス

東京都知事
99133

代表取締役
山田錦

東京都港区南青山５
1122

〃

令08全保1998 株式会社ＡＳ
ＳＥＴＴＲＵ
ＳＴ

東京都知事
99469

代表取締役
沓澤寿

東京都港区三田２
14４

〃

令08全保1999 株式会社グロ
ーバルロード

東京都知事
100993

代表取締役
晋永変

東京都中央区築地５
６10

〃

令08全保2000 株式会社バス
デパン

東京都知事
102360

代表取締役
青山葉介

東京都江戸川区北小岩
５21７206

〃

令08全保2001 Ｔ・Ｍホーム
株式会社

東京都知事
103403

代表取締役
塩澤良介

東京都杉並区井草４
２11

5005678円

令08全保2002 ＬＪＦ株式会
社

東京都知事
106370

代表取締役
陳則栄

東京都杉並区松庵３
33８101

1000万円

令08全保2003 吉田税理士不
動産

東京都知事
107226

吉田正美 東京都新宿区西新宿
７20１1306号室

〃

令08全保2004 株式会社ＷＲ
Ａ

東京都知事
107591

代表取締役
藤嶋陽

東京都練馬区東大泉
１32２４Ａ号室

〃

令08全保2005 合同会社ＦＡ
ＣＴ

東京都知事
110969

代表社員
藤田賢

東京都渋谷区代々木
３１11411

〃

令08全保2006 株式会社テラ
不動産

東京都知事
111143

代表取締役
新庄恵子

東京都港区高輪４
５10

〃

令08全保2007 共栄不動産 新潟県知事
1093

小林健一 新潟県村上市桃川
964１

〃

令08全保2008 株式会社平松
商事

新潟県知事
2617

代表取締役
平松勝

新潟県新潟市中央区弁
天橋通３１16

〃

令08全保2009 株式会社リン
クス

新潟県知事
3469

代表取締役
平松勝

新潟県新潟市中央区弁
天橋通３ｌ16

〃

令08全保2010 上梅澤建築設
計事務所

富山県知事
3226

上梅澤保博 富山県滑川市中川原
196３

〃

令08全保2011 サンコロナ小
田株式会社

石川県知事
4213

代表取締役
小田宗一郎

石川県小松市木場町カ
81

〃

令08全保2012 横道不動産 和歌山県知事
1825

横道明男 和歌山県東牟婁郡那智
勝浦町天満1230８

〃

令08全保2013 株式会社正和
プランニング

和歌山県知事
3897

代表取締役
坂本正和

和歌山県田辺市東山
１５14202号

〃

令08全保2014 株式会社イッ
キ建設

和歌山県知事
4063

代表取締役
橋本保人

和歌山県西牟婁郡上富
田町朝来401112

〃

令08全保2015 吉田興産株式
会社

鳥取県知事
552

代表取締役
吉田勇

鳥取県鳥取市上町29
４

〃

令08全保2016 アールデコ株
式会社

徳島県知事
3117

代表取締役
龍水正樹

徳島県徳島市北田宮
３1139９

〃

令08全保2017 有限会社川添
興産

香川県知事
2613

代表取締役
川添正道

香川県高松市花ノ宮町
３４15

〃

令08全保2018 中川不動産 香川県知事
3540

中川浩 香川県高松市木太町
2486２

〃

令08全保2019 川上不動産 香川県知事
3997

川上武志 香川県さぬき市長尾西
785１

〃
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令08全保2020 株式会社ＳＫ
Ｔ

香川県知事
4499

代表取締役
坂田道人

香川県坂出市入船町
１６14

〃

令08全保2021 株式会社Ｒｉ
ＨＵ

香川県知事
4583

代表取締役
植原僚大

香川県高松市国分寺町
福家甲2295２

〃

令08全保2022 株式会社ＰＲ
ＯＵＤＨＯＲ
ＳＥ

香川県知事
4711

代表取締役
土居真也

香川県高松市西ハゼ町
131１

〃

令08全保2023 ケイホームズ 高知県知事
2727

甲藤憲介 高知県高知市杉井流16
27フレンドフォーＢ

〃

令08全保2024 株式会社ハウ
スオン

高知県知事
3030

代表取締役
吉本美幸

高知県高知市桟橋通６
丁目７番32号

〃

令08全保2025 やのハウス 長崎県知事
3292

矢野博昭 長崎県諌早市多良見町
市布2320119

〃

令08全保2026 平和不動産有
限会社

大分県知事
129

代表取締役
高木雅士

大分県佐伯市長島町
１24６

〃

令08全保2027 有限会社マル
テン

鹿児島県知事
5745

代表取締役
水口隆浩

鹿児島県鹿児島市魚見
町1635５

〃

令08全保2028 リスタート 鹿児島県知事
6079

政英輔 鹿児島県鹿児島市紫原
４21６３

〃

令08全保2029 有限会社金忠
不動産

秋田県知事
1298

代表取締役
金子誠二

秋田県秋田市外旭川字
大畑114２

〃

令08全保2030 株式会社いえ
カウンター

宮城県知事
6823

代表取締役
菅野正人

宮城県仙台市宮城野区
榴ケ岡106２２Ｆ

〃

令08全保2031 有限会社サン
フィールド・
インダスト
リー

群馬県知事
5560

代表取締役
西場猛夫

群馬県桐生市巴町二丁
目1890番地18

〃

令08全保2032 数寄清計画研
究所株式会社

群馬県知事
7093

代表取締役
荒井清一

群馬県館林市新宿一丁
目１番13号

〃

令08全保2033 広田不動産鑑
定事務所

群馬県知事
7128

廣田政道 群馬県高崎市柳川町35
番地

〃

令08全保2034 有限会社石原
工房

群馬県知事
7345

代表取締役
石原孝幸

群馬県みどり市笠懸町
鹿3603番地１

〃

令08全保2035 株式会社Ｎ
ホーム

群馬県知事
7531

代表取締役
中嶋匡樹

群馬県甘楽郡甘楽町大
字金井572番地２

〃

令08全保2036 相川建設 群馬県知事
7545

相川明生 群馬県太田市すずかけ
町13番地５

〃

令08全保2037 株式会社ライ
ズコーポレー
ション

群馬県知事
7862

代表取締役
奈良美津枝

群馬県前橋市富士見町
時沢358番地２

〃

令08全保2038 株式会社光伸
不動産

愛知県知事
5408

代表取締役
高鍬伸男

愛知県名古屋市緑区鳴
海町字赤塚113

〃

令08全保2039 村井不動産 愛知県知事
7135

村井修 愛知県弥富市坂中地
５５

〃

令08全保2040 土屋不動産 愛知県知事
8037

土屋進 愛知県東海市加木屋町
大清水77７

〃

令08全保2041 有限会社永和
商事

愛知県知事
11555

代表取締役
柏原勲雄

愛知県名古屋市東区東
大曽根町2017

〃

令08全保2042 有限会社コス
モワールド

愛知県知事
13983

代表取締役
稲葉宜央

愛知県春日井市石尾台
４６６

〃

令08全保2043 有限会社エス
ティエステイ
ト

愛知県知事
15615

代表取締役
稲垣明弘

愛知県名古屋市緑区鳴
海町字白山58３

〃

令08全保2044 グローバル不
動産株式会社

愛知県知事
16764

代表取締役
渡邊日出夫

愛知県豊橋市三ノ輪町
字本興寺4116第２丸
中マンション５Ｊ

〃

令08全保2045 株式会社オー
キット

愛知県知事
18750

代表取締役
肥田雄一郎

愛知県名古屋市昭和区
長戸町４52

〃

令08全保2046 ビーアンドエ
ム

愛知県知事
19770

西田美千子 愛知県名古屋市千種区
新西２２９

〃

令08全保2047 コニシホーム
株式会社

愛知県知事
21161

代表取締役
小西栄樹

愛知県名古屋市名東区
香南１418

〃

令08全保2048 株式会社Ｅｓ
ｔａｔｅｐｌ
ｕｓ

愛知県知事
21899

代表取締役
太田裕久

愛知県岡崎市福岡町字
北西仲34１

〃

令08全保2049 株式会社髙見
土地

愛知県知事
22103

代表取締役
髙見直加

愛知県豊田市高崎町神
明前66３

〃

令08全保2050 株式会社ＰＲ
ＩＤＥ不動産

愛知県知事
23357

代表取締役
羽佐田篤史

愛知県西尾市道光寺町
堰板21８

〃

令08全保2051 株式会社メデ
ィアオフィス

愛知県知事
24672

代表取締役
吉岡寿治

愛知県名古屋市中区千
代田３3017

〃

令08全保2052 株式会社友建 愛知県知事
24693

代表取締役
山田昌昭

愛知県北名古屋市弥勒
寺東４１

〃

令08全保2053 株式会社Ｋｎ
ｏｔ

愛知県知事
24704

代表取締役
豊田節治

愛知県清須市西枇杷島
町地領２８２

〃

令08全保2054 株式会社ＴＳ
Ｋ不動産

愛知県知事
24735

代表取締役
佐伯隆友

愛知県名古屋市名東区
藤里町308

〃

令08全保2055 株式会社リー
ベルサービス

愛知県知事
25280

代表取締役
岡本総

愛知県刈谷市住吉町
３８

〃

令08全保2056 高峰物産株式
会社

愛知県知事
25730

代表取締役
各務有一

愛知県日進市香久山
１101

〃

令08全保2057 株式会社三浦
不動産

三重県知事
2058

代表取締役
三浦保夫

三重県名張市百合が丘
西１番町146番地

1500万円

令08全保2058 有限会社タチ
ハウジング

三重県知事
2497

代表取締役
舘英彦

三重県四日市市小杉新
町38

1000万円

令08全保2059 株式会社三重
ダイワ

三重県知事
3428

代表取締役
上村達久

三重県四日市市西日野
町1645番地35

〃

令08全保2060 株式会社フジ
ヤ

滋賀県知事
1182

代表取締役
山田誠一

滋賀県大津市長等２
３28

〃

令08全保2061 株式会社エク
シト

滋賀県知事
3932

代表取締役
水田美樹夫

滋賀県大津市中央４
５10403号

〃

令08全保2062 有限会社重信
克事務所

愛媛県知事
4380

代表取締役
白形克子

愛媛県松山市久谷町甲
16９

〃

令08全保2063 オグラ不動産 愛媛県知事
4596

小倉廣志 愛媛県四国中央市土居
町津根241213

〃

令08全保2064 あけぼの不動
産

愛媛県知事
5733

玉井良二 愛媛県松山市余戸中５
丁目５19

〃

令08全保2065 有限会社石福
興産

福岡県知事
9652

代表取締役
石丸福男

福岡県北九州市小倉南
区大字新道寺847

〃

令08全保2066 みたらい商事
株式会社

福岡県知事
11246

代表取締役
御手洗善教

福岡県糟屋郡須恵町大
字植木393番地

〃

令08全保2067 有限会社さく
ら地所

福岡県知事
13191

代表取締役
髙妻俊次

福岡県福岡市中央区警
固２1726

〃

令08全保2068 アユミホーム
株式会社

福岡県知事
15618

代表取締役
臼井正明

福岡県春日市宝町４
10三宝ビル501号室

〃
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令08全保2069 Ｄｉｐｒｏ株
式会社

福岡県知事
16357

代表取締役
古莊瑞基

福岡県福岡市博多区博
多駅東１１33はか
た近代ビル４階

〃

令08全保2070 株式会社クレ
ストホーム

福岡県知事
16737

代表取締役
神谷征宏

福岡県福岡市南区井尻
５７21

〃

令08全保2071 株式会社アイ
ランドパート
ナーズ

福岡県知事
16765

代表取締役
亀頭加代子

福岡県福岡市中央区大
名２1121

〃

令08全保2072 株式会社ゼロ
アドバンス

福岡県知事
17310

代表取締役
重松宏

福岡県福岡市中央区薬
院３1627５Ｆ

〃

令08全保2073 株式会社グ
リーン・オー
シャン

福岡県知事
18010

代表取締役
麻生洋士

福岡県太宰府市観世音
寺２１12

〃

令08全保2074 株式会社イー
ピーエム

福岡県知事
18037

代表取締役
今津圭介

福岡県北九州市小倉北
区浅野２101319

〃

令08全保2075 株式会社ス
ペース．Ｅ

福岡県知事
18066

代表取締役
江口芳文

福岡県北九州市小倉南
区西水町12５

〃

令08全保2076 株式会社ベス
トブライト

福岡県知事
18728

代表取締役
三好徹

福岡県福岡市南区桧原
１1137

〃

令08全保2077 株式会社ＲＩ
ＳＥ

福岡県知事
19516

代表取締役
名川靖国

福岡県北九州市小倉北
区宇佐町１９33

〃

令08全保2078 株式会社大野 福岡県知事
19574

代表取締役
大野仁

福岡県北九州市八幡西
区本城３４１

〃

令08全保2079 株式会社オハ
ナ

福岡県知事
19626

代表取締役
下川みゆき

福岡県北九州市小倉北
区原町１１19

989万円

令08全保2080 株式会社ス
タース

福岡県知事
19633

代表取締役
嶋田拓志

福岡県北九州市門司区
下二十町２20503
号

1000万円

令08全保2081 株式会社ホー
ム機器いのく
ち

福岡県知事
19662

代表取締役
重村英臣

福岡県北九州市八幡西
区永犬丸南町１10
13

〃

令08全保2082 株式会社Ｔ．
Ｍ．Ｇ．

福岡県知事
19702

代表取締役
松本龍憲

福岡県福岡市博多区諸
岡５７６

〃

令08全保2083 株式会社セイ
シン

福岡県知事
20597

代表取締役
永田大輝

福岡県北九州市八幡西
区大浦３12１

〃

令08全保2084 株式会社ネク
スト地所

福岡県知事
21123

代表取締役
寺脇太

福岡県福岡市中央区舞
鶴３２５310号

〃

令08全保2085 マキオ不動産 鹿児島県知事
518

牧尾正恒 鹿児島県阿久根市赤瀬
川2511

〃

令08全保2086 有限会社サン
リョー

鹿児島県知事
5069

代表取締役
山本裕子

鹿児島県鹿児島市之
口町１４

〃

令08全保2087 株式会社シー
スタイル

鹿児島県知事
5739

代表取締役
今村卓也

鹿児島県鹿児島市吉野
４56２

〃

令08全保2088 株式会社ＫⅠ
ＳＨＩＴＡ

鹿児島県知事
6152

代表取締役
木下正美

鹿児島県鹿児島市紫原
６3510

〃

令08全保2089 株式会社西武
ハウス

鹿児島県知事
6158

代表取締役
丸山篤

鹿児島県鹿児島市西陵
６4700456

〃

令08全保2090 株式会社アー
トルーフ工業

鹿児島県知事
6625

代表取締役
内田公隆

鹿児島県鹿児島市山田
町1043６

〃

令08全保2091 澤田不動産有
限会社

北海道知事
(石狩６)6631

代表取締役
澤田正

北海道札幌市北区新川
３条５丁目９27

〃

令08全保2092 新幸不動産 岩手県知事
1888

崔博貴 岩手県下閉伊郡山田町
川向町７15

〃

令08全保2093 株式会社テラ 岩手県知事
2770

代表取締役
三浦一

岩手県遠野市青笹町中
沢２52

〃

令08全保2094 大栄不動産株
式会社

秋田県知事
2320

代表取締役
今井学弘

秋田県秋田市中通５丁
目１１

〃

令08全保2095 引地不動産 宮城県知事
3264

引地晶 宮城県塩釜市杉の入
４１19

〃

令08全保2096 ＮＯＴＡＴＳ
Ｕファシリ
ティーズ株式
会社

茨城県知事
7487

代表取締役
劉玉琦

茨城県取手市取手１
８９能達ビル

〃

令08全保2097 Ｍｉ不動産 茨城県知事
7639

宮田早苗 茨城県つくばみらい市
紫峰ヶ丘５24３

〃

令08全保2098 有限会社まつ
や不動産

埼玉県知事
2231

代表取締役
中山晃一

埼玉県川口市桜町１
1018

〃

令08全保2099 有限会社創建 埼玉県知事
16611

代表取締役
田島篤

埼玉県熊谷市久下
1824２

〃

令08全保2100 有限会社サワ
ホーム

埼玉県知事
16911

代表取締役
浦山孝

埼玉県さいたま市北区
東大成町２482１
Ｆ

〃

令08全保2101 株式会社タル
ミ不動産

埼玉県知事
17494

代表取締役
見利

埼玉県熊谷市肥塚１
３１

〃

令08全保2102 東王建設株式
会社

埼玉県知事
18534

代表取締役
堀之内民夫

埼玉県比企郡吉見町長
谷111471

〃

令08全保2103 有限会社クリ
エイト

埼玉県知事
18874

代表取締役
織田博美

埼玉県朝霞市宮戸３
2266

〃

令08全保2104 株式会社東武
防災建設

埼玉県知事
19365

代表取締役
本吉忠彦

埼玉県越谷市千間台東
２13１

〃

令08全保2105 株式会社修和 埼玉県知事
20869

代表取締役
染谷修光

埼玉県川口市北原台
３1638

〃

令08全保2106 株式会社大熊 埼玉県知事
21374

代表取締役
大熊平

埼玉県川口市榛松１
1121

〃

令08全保2107 株式会社東研 埼玉県知事
24555

代表取締役
星俊介

埼玉県桶川市川田谷
5637２

〃

令08全保2108 合同会社ファ
インドホーム

埼玉県知事
25564

代表社員
窪田彩

埼玉県川口市戸塚３
3720

〃

令08全保2109 岩﨑不動産株
式会社

千葉県知事
3544

代表取締役
岩﨑廣子

千葉県柏市豊四季
64322

〃

令08全保2110 有限会社朝日
ハウス

千葉県知事
5014

代表取締役
奥富一志

千葉県柏市旭町１
1412

〃

令08全保2111 高惣商事株式
会社

千葉県知事
7210

代表取締役
袴田保江

千葉県千葉市花見川区
幕張本郷２５１
104

〃

令08全保2112 有限会社鈴星 千葉県知事
7419

代表取締役
鈴木和子

千葉県千葉市緑区おゆ
み野中央４32７

〃

令08全保2113 有限会社大光
企画

千葉県知事
8301

代表取締役
及川光則

千葉県市川市行徳駅前
４１４光和ビル

〃

令08全保2114 千葉シビタス
株式会社

千葉県知事
8640

代表取締役
岩見宏

千葉県鎌ケ谷市東鎌ケ
谷２1740

〃

令08全保2115 興国産業株式
会社

千葉県知事
13941

代表取締役
牛島定明

千葉県千葉市中央区中
央２８５

〃

令08全保2116 ティーエー
ビー

千葉県知事
15295

代表
野口隆男

千葉県習志野市東習志
野２1852

〃
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令08全保2117 こぐま商事株
式会社

千葉県知事
15353

代表取締役
眞通憲之

千葉県流山市流山４
400１階１号室

〃

令08全保2118 有限会社巴建
装

千葉県知事
16194

代表取締役
安藤孝夫

千葉県市原市西五所
2723

〃

令08全保2119 株式会社ＭＩ
Ｕ設計

千葉県知事
16488

代表取締役
佐々木美沙

千葉県千葉市中央区中
央３13７

〃

令08全保2120 株式会社フル
フィル

千葉県知事
16716

代表取締役
築地英一

千葉県千葉市花見川区
幕張町５417151
シャルムＭＫ101号室

〃

令08全保2121 株式会社ＴＡ
ＫＡＤＡ

千葉県知事
16989

代表取締役
髙田恭

千葉県長生郡長生村宮
成2500

〃

令08全保2122 石井エステー
ト合同会社

千葉県知事
17751

代表社員
石井和子

千葉県船橋市前原西
７４１

〃

令08全保2123 株式会社マ
ウ・ホーム

千葉県知事
17969

代表取締役
川満敏和

千葉県松戸市小金原
３1716102

〃

令08全保2124 有限会社一目
社

東京都知事
4996

伊藤 東京都中央区銀座３
1218新岩間ビル１Ｆ

〃

令08全保2125 田中建設立花 東京都知事
38570

田中二郎 東京都墨田区立花３
２12

〃

令08全保2126 株式会社共 東京都知事
47393

代表取締役
刈谷正明

東京都渋谷区大山町
3617

〃

令08全保2127 田口不動産 東京都知事
51044

田口三喜雄 東京都北区赤羽西１
29１302田口ビル

〃

令08全保2128 ガクヨー株式
会社

東京都知事
59911

代表取締役
小林健太郎

東京都大田区西糀谷
３40１

〃

令08全保2129 株式会社ス
ペースエー
ジェント

東京都知事
83922

代表取締役
齋藤英晴

東京都中央区銀座３
11５

〃

令08全保2130 株式会社Ｊリ
ンクス・ア
セットマネジ
メント

東京都知事
86174

代表取締役
田中成幸

東京都文京区春日２
2415202

〃

令08全保2131 株式会社ＣＩ
ＴＹＤＥＳＩ
ＧＮ

東京都知事
86764

代表取締役
関根成人

東京都千代田区丸の内
３３１新東京ビル
１階

〃

令08全保2132 株式会社リ
ヴィジョン

東京都知事
92284

代表取締役
富永光太郎

東京都千代田区麹町
５４

〃

令08全保2133 アビドレック
ス株式会社

東京都知事
101891

代表取締役
前田秀樹

東京都港区東麻布１
25５

〃

令08全保2134 有限会社創成 東京都知事
105978

代表取締役
髙附和弘

東京都台東区元浅草
２７10802号室

〃

令08全保2135 藤不動産 神奈川県知事
3777

佐野喜久子 神奈川県藤沢市片瀬
２1528202

〃

令08全保2136 株式会社早川
不動産

神奈川県知事
13678

代表取締役
岡庭菜都美

神奈川県横浜市中区海
岸通１１４Ｆ

〃

令08全保2137 みやび不動産 神奈川県知事
15921

雅樂治雄 神奈川県横浜市神奈川
区斎藤分町１１

〃

令08全保2138 株式会社コス
モジェーオー
ピー

神奈川県知事
18552

代表取締役
大木有三

神奈川県藤沢市湘南台
２４１

〃

令08全保2139 有限会社モリ
ヤ

神奈川県知事
22020

代表取締役
守屋隆司

神奈川県伊勢原市桜台
１1123

〃

令08全保2140 幸和建設工業
株式会社

神奈川県知事
25867

代表取締役
武田幸光

神奈川県横浜市戸塚区
東俣野町1207３

〃

令08全保2141 ベストライフ
株式会社

神奈川県知事
26140

代表取締役
増倉守明

神奈川県藤沢市南藤沢
21６302

〃

令08全保2142 株式会社やま
いち

神奈川県知事
27980

代表取締役
小泉孝子

神奈川県平塚市夕陽ヶ
丘１19

〃

令08全保2143 有限会社ウィ
ズホーム

神奈川県知事
28174

代表取締役
武内嘉春

神奈川県横浜市磯子区
洋光台１1619第７
武内ビル202

〃

令08全保2144 株式会社幸和 神奈川県知事
28507

代表取締役
木村繁春

神奈川県川崎市川崎区
東門前３３４

〃

令08全保2145 有限会社エル
アイビー

神奈川県知事
29473

代表取締役
菊原成大

神奈川県横浜市神奈川
区大口通67２301

〃

令08全保2146 （一社）横浜
市不動産管理
公社

神奈川県知事
30521

淸田洋子 神奈川県横浜市戸塚区
戸塚町120

〃

令08全保2147 ラビットラン
ド株式会社

神奈川県知事
30971

代表取締役
金子博英

神奈川県横浜市港北区
日吉本町１３５星
野ビル３Ｆ

〃

令08全保2148 株式会社移食
住

神奈川県知事
31368

代表取締役
中沢信義

神奈川県横浜市中区翁
町２８５202

〃

令08全保2149 サンライズコ
ーポレーショ
ン株式会社

神奈川県知事
31452

代表取締役
林望

神奈川県大和市西鶴間
１６12ホーユウパ
レス南林間第２603

〃

令08全保2150 株式会社ＴＥ
ＮＥＴ

神奈川県知事
31713

代表取締役
鈴木隆志

神奈川県横浜市神奈川
区守屋町１２５

〃

令08全保2151 ＯＮＥＳＵＭ
株式会社

神奈川県知事
32301

代表取締役
戸髙大輔

神奈川県鎌倉市稲村ガ
崎１1523

〃

令08全保2152 ＢｅｓｔＨｏ
ｍｅ

神奈川県知事
32416

岡崎雪花 神奈川県横浜市都筑区
東山田４1127

〃

令08全保2153 合同会社香住 神奈川県知事
32993

代表社員
小本雄大

神奈川県川崎市多摩区
南生田２2848

〃

令08全保2154 小林興業 山梨県知事
667

小林今朝男 山梨県甲府市里吉４
１28

〃

令08全保2155 南部土地開発
有限会社

山梨県知事
1290

代表取締役
望月熊太郎

山梨県南巨摩郡身延町
梅平248374

〃

令08全保2156 株式会社石和
セントラル

山梨県知事
1363

代表取締役
北澤三津子

山梨県笛吹市石和町川
中島宮ノ東112番地１

〃

令08全保2157 ホンダ自動車
販売株式会社

山梨県知事
2521

代表取締役
藤本隆志

山梨県富士吉田市中曽
根４５15

〃

令08全保2158 ツカサ不動産 長野県知事
5239

長谷川充 長野県上田市岩下
151ロ

〃

令08全保2159 大信商事株式
会社

石川県知事
827

代表取締役
福井浩介

石川県金沢市幸町７
10

〃

令08全保2160 荒木不動産 石川県知事
3819

荒木栄子 石川県加賀市小菅波町
１68

〃

令08全保2161 各務林業株式
会社

岐阜県知事
3251

代表取締役
各務信彦

岐阜県加茂郡八百津町
久田見2770４

〃

令08全保2162 株式会社西川
建設

岐阜県知事
3707

代表取締役
西川文男

岐阜県大垣市菅野３
５

〃

令08全保2163 丸財総建株式
会社

静岡県知事
5359

代表取締役
渡辺文夫

静岡県浜松市中央区高
林２９39

〃

令08全保2164 田畑工事株式
会社

静岡県知事
12208

代表取締役
田畑隆康

静岡県浜松市中央区城
北１７12

〃

令08全保2165 有限会社なな
みコーポレー
ション

静岡県知事
12363

代表取締役
桝尾幹人

静岡県浜松市中央区東
伊場２1830１
Ｆ

〃


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令08全保2166 株式会社ラン
ディック

静岡県知事
13366

代表取締役
鈴木悟

静岡県浜松市中央区原
島町77

〃

令08全保2167 日光住宅株式
会社

京都府知事
5585

代表取締役
臼木弘昌

京都府京都市伏見区深
草枯木町43番地３

〃

令08全保2168 株式会社イナ
リハウジング

京都府知事
7696

代表取締役
堤よしみ

京都府京都市東山区本
町21丁目468番地２

〃

令08全保2169 精華住宅 京都府知事
7964

田中利幸 京都府木津川市兜台７
丁目13番地14

〃

令08全保2170 巨椋ハウジン
グ

京都府知事
9004

西孝年 京都府京都市伏見区京
町北８丁目80番地の
３101号

〃

令08全保2171 ハウジングサ
テライト有限
会社

京都府知事
11620

代表取締役
市村小夜子

京都府京都市左京区下
鴨松ノ木町85番地

〃

令08全保2172 大商 京都府知事
13078

柴田正 京都府京都市東山区本
町五丁目181番地

〃

令08全保2173 三洋道路株式
会社

京都府知事
14399

代表取締役
金田聖大

京都府京都市南区東九
条西山町41番地

〃

令08全保2174 樂安居株式会
社

京都府知事
14976

代表取締役
蔡志舜

京都府京都市南区東九
条北烏丸町24番地８

〃

令08全保2175 丸富産業株式
会社

大阪府知事
6867

代表取締役
中林浩三

大阪府大阪市東淀川区
豊新５1315

〃

令08全保2176 タカラハウジ
ング

大阪府知事
27335

宮内正明 大阪府岸和田市中井町
２９７

〃

令08全保2177 五百石不動産 大阪府知事
28280

金在玉 大阪府東大阪市御厨東
２４17

〃

令08全保2178 株式会社日和
橋倉庫

大阪府知事
29297

代表取締役
山田泰久

大阪府大阪市港区築港
３９22

〃

令08全保2179 エステート白
馬

大阪府知事
34578

藤森勝 大阪府大阪市西成区梅
南３１27205

〃

令08全保2180 株式会社サー
ブハウジング

大阪府知事
34640

代表取締役
八谷英彦

大阪府大阪市北区本庄
東２３23

〃

令08全保2181 株式会社興隆
不動産

大阪府知事
34654

代表取締役
金田太志

大阪府大阪市東成区東
小橋３３27

〃

令08全保2182 常勝興産株式
会社

大阪府知事
35017

代表取締役
城内龍玄

大阪府大阪市淀川区宮
原１1923

〃

令08全保2183 オアシス不動
産株式会社

大阪府知事
41612

代表取締役
伊東英紀

大阪府大阪市中央区東
平２５４10階

〃

令08全保2184 有限会社近畿
プラント

大阪府知事
44578

代表取締役
中田廣一

大阪府大阪市東淀川区
上新庄３1125

〃

令08全保2185 有限会社協栄
管理

大阪府知事
47937

代表取締役
金本博至

大阪府吹田市内本町
１１32

〃

令08全保2186 株式会社フォ
レスト・ハウ
ジング

大阪府知事
50666

代表取締役
森田憲治

大阪府大阪市東住吉区
針中野１1544

〃

令08全保2187 イシダ不動産
事務所

大阪府知事
51313

石田次朗 大阪府茨木市舟木町
17３

〃

令08全保2188 有限会社つば
さホーム

大阪府知事
51827

代表取締役
河合規雄

大阪府和泉市唐国町
２５６

〃

令08全保2189 株式会社北梅
組

大阪府知事
54772

代表取締役
北浦雄之助

大阪府大阪市城東区野
江１３１

〃

令08全保2190 株式会社賃貸
シティ

大阪府知事
55686

代表取締役
森嵜長志

大阪府大阪市住之江区
粉浜２1118

〃

令08全保2191 プロスパーホ
ーム株式会社

大阪府知事
57910

代表取締役
井上美榮

大阪府大阪市東成区東
小橋１1820１Ｆ

1500万円

令08全保2192 株式会社ＴＷ
ＯＣＲＥＷ

大阪府知事
57992

代表取締役
丸山正人

大阪府茨木市下中条町
１27

1000万円

令08全保2193 ユニエステー
ト

大阪府知事
58300

鈴木高志 大阪府吹田市青葉丘南
1238801

〃

令08全保2194 株式会社西日
本総合管理

大阪府知事
58620

代表取締役
岸本友也

大阪府大阪市淀川区西
宮原１８１907

〃

令08全保2195 イーチ合同会
社

大阪府知事
59089

代表社員
池谷啓介

大阪府箕面市西宿１
1414

〃

令08全保2196 福寿エステー
ト

大阪府知事
60359

荒金正之 大阪府門真市巣本町
４１

〃

令08全保2197 ＴＯＭＯＨＯ
ＭＥ合同会社

大阪府知事
60634

代表チャン・
ヴァン・アン 大阪府大阪市生野区中

川４1416301
〃

令08全保2198 株式会社ＡＣ
ＲＯＳＳ２１

大阪府知事
60701

代表取締役
下門雅士

大阪府大阪市北区西天
満３１６

〃

令08全保2199 株式会社巡連
家

大阪府知事
60959

代表取締役
鎌田正司

大阪府寝屋川市高宮
１１４２Ｆ

〃

令08全保2200 株式会社巡市 大阪府知事
61603

代表取締役
藤田昂哉

大阪府大阪市東淀川区
東中島１17１

〃

令08全保2201 ＫＳＲカンパ
ニー株式会社

大阪府知事
63811

代表取締役
西脇弘喜

大阪府大阪市大正区三
軒家西３７６

〃

令08全保2202 ＳＹＨＯＵＳ
Ｅ株式会社

大阪府知事
64372

代表取締役
範広明

大阪府大阪市中央区久
太郎町１５31
602

〃

令08全保2203 株式会社エヌ
ジーエヌ

大阪府知事
64407

代表取締役
長野博光

大阪府大阪市中央区久
太郎町２５６
Ｂ802

〃

令08全保2204 株式会社Ｉ・
ＮＣＯＲＰＯ
ＲＡＴＩＯＮ

大阪府知事
65947

代表取締役
石山登

大阪府大阪市中央区日
本橋１2212

〃

令08全保2205 株式会社ＳＫ
不動産

大阪府知事
66170

代表取締役
潘慶洪

大阪府大阪市阿倍野区
阪南町１15２

〃

令08全保2206 東浦商事 兵庫県知事
847

伊東弘展 兵庫県尼崎市大庄西町
１丁目2514

〃

令08全保2207 株式会社瀬戸
内開発商事

兵庫県知事
5077

代表取締役
森下冨美子

兵庫県神戸市中央区琴
ノ緒町４丁目10６

〃

令08全保2208 三川商事株式
会社

兵庫県知事
7671

代表取締役
川本昌子

兵庫県神戸市須磨区須
磨本町２丁目１６

〃

令08全保2209 東海ホーム 兵庫県知事
8245

安田夫市 兵庫県神戸市中央区脇
浜町２丁目11４レオ
脇浜２Ｆ

〃

令08全保2210 （一社）ミル
トホールディ
ングス

兵庫県知事
12084

永山勝敏 兵庫県神戸市中央区下
山手通３丁目1014

〃

令08全保2211 株式会社Ｓｉ
ｎｃｅｒｉｔ
ｙｌｉｆｅｓ
ｙｓｔｅｍ

兵庫県知事
12560

代表取締役
田中宏明

兵庫県神戸市中央区加
納町４丁目８15キー
ウェストビルディング
301

〃

令08全保2212 ＢＲＩＧＨＴ
ｐｌｕｓ株式
会社

兵庫県知事
12727

代表取締役
森真彦

兵庫県神戸市中央区伊
藤町110２７Ｆ
７号

〃
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第７期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

スタンレーリーシング１株式会社
代表取締役 栗山 幸浩

貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,931,036
固 定 資 産 1,808,485
合 計 3,739,522

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 271,285
固 定 負 債 3,674,776
株 主 資 本 3,553
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 1,446
(その他利益剰余金) (1,446)

評価・換算差額等 210,093
(繰延ヘッジ損益) (210,093)
合 計 3,739,522

 当期純損失 242千円

第４期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

スタンレーリーシング２株式会社
代表取締役 栗山 幸浩

貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,931,460
固 定 資 産 1,808,485
合 計 3,739,945

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 271,285
固 定 負 債 3,674,776
株 主 資 本 3,977
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 1,022
(その他利益剰余金) (1,022)

評価・換算差額等 210,093
(繰延ヘッジ損益) (210,093)
合 計 3,739,945

 当期純損失 312千円

第 20 期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号
ギマラスリーシング株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,932,946
固 定 資 産 1,932,964
合 計 3,865,911

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 299,149
固 定 負 債 3,564,888
株 主 資 本 1,873
資 本 金 6,000
利 益 剰 余 金 4,126
(その他利益剰余金) (4,126)
合 計 3,865,911

 当期純損失 312千円

第 20 期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号
ボホールリーシング株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,932,895
固 定 資 産 1,932,964
合 計 3,865,859

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 299,149
固 定 負 債 3,564,888
株 主 資 本 1,822
資 本 金 6,000
利 益 剰 余 金 4,177
(その他利益剰余金) (4,177)
合 計 3,865,859

 当期純損失 312千円

第３期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号
ジェイドリーシング１株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,529,977
固 定 資 産 2,412,316
合 計 3,942,293

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 281,055
固 定 負 債 3,929,925
株 主 資 本 4,211
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 788
(その他利益剰余金) (788)

評価・換算差額等 272,898
(繰延ヘッジ損益) (272,898)
合 計 3,942,293

 当期純損失 304千円

第３期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門二丁目２番３号
ジェイドリーシング２株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 1,529,980
固 定 資 産 2,412,316
合 計 3,942,296

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 281,055
固 定 負 債 3,929,925
株 主 資 本 4,214
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 785
(その他利益剰余金) (785)

評価・換算差額等 272,898
(繰延ヘッジ損益) (272,898)
合 計 3,942,296

 当期純損失 304千円

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
令
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保
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ド
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第２期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区虎ノ門一丁目２番６号
タタンリーシング１株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 676,172
固 定 資 産 2,158,211
合 計 2,834,384

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 157,121
固 定 負 債 2,796,321
株 主 資 本 4,487
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 512
(その他利益剰余金) (512)

評価・換算差額等 123,546
繰延ヘッジ損益 123,546
合 計 2,834,384

 当期純損失 217千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング１株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング２株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング３株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング４株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング５株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第１期決算公告 令和８年10月13日

東京都港区虎ノ門二丁目２番３号

ベントリーシング６株式会社

代表取締役 栗山 幸浩
貸借対照表の要旨(令和８年８月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 4,704
合 計 4,704

負
債
及
び

純
資
産
の
部

株 主 資 本 4,704
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 295
(その他利益剰余金) (295)
合 計 4,704

 当期純損失 295千円

第２期決算公告 令和８年９月10日
東京都千代田区有楽町一丁目２番２号

エムジェイシー株式会社
代表取締役 宮寺 友紀

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 29,397,739
資 産 合 計 29,397,739

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 222,063
負 債 合 計 222,063
株 主 資 本 29,175,676
資 本 金 15,000,000
資 本 剰 余 金 15,000,000
資 本 準 備 金 15,000,000
利 益 剰 余 金 824,324
その他利益剰余金 824,324
(うち当期純損失) (824,324)
純資産合計 29,175,676
負債・純資産合計 29,397,739

第 78 期決算公告 令和８年６月24日
神奈川県横浜市神奈川区金港町７番地３

株式会社カナセキユニオン
代表取締役 川東 義則

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,399,806
固 定 資 産 444,361
合 計 2,844,166

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,065,283
賞 与 引 当 金 29,598
固 定 負 債 18,308
退職給付引当金 17,636
株 主 資 本 1,760,575
資 本 金 60,000
利 益 剰 余 金 1,700,575
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 1,685,575
(うち当期純利益) (162,749)
合 計 2,844,166

第 28 期決算公告 2026年10月13日
岐阜県岐阜市西材木町41番地２

株式会社エルフラット
代表取締役 田原 満（大平 満）
貸借対照表の要旨(2026年６月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 168,870
固 定 資 産 1,999,092
繰 延 資 産 1,006
合 計 2,168,970

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 304,500
固 定 負 債 2,799,612
株 主 資 本  935,142
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 37,000
資 本 準 備 金 37,000
利 益 剰 余 金  1,022,142
その他利益剰余金  1,022,142
(うち当期純利益) (11,810)
合 計 2,168,970

第 53 期決算公告 2026年10月13日
岐阜県大垣市赤坂町801番地
太平洋産業株式会社
代表取締役 鈴井 正人

貸借対照表の要旨(2026年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 309,769
固 定 資 産 247,200
合 計 556,969

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 230,842
固 定 負 債 120,000
株 主 資 本 206,127
資 本 金 48,000
資 本 剰 余 金 16,500
資 本 準 備 金 16,500
利 益 剰 余 金 141,627
利 益 準 備 金 12,000
その他利益剰余金 129,627
(うち当期純利益) (33,488)
合 計 556,969

第 43 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

静岡県裾野市御宿1500
株式会社ジョットインターナショナル

代表取締役 石上 顕
貸借対照表の要旨(令和８年６月20日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 392,878
固 定 資 産 23,926
合 計 416,804

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 129,509
固 定 負 債 103,330
株 主 資 本 183,965
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 173,965
利 益 準 備 金 50
その他利益剰余金 173,915
(うち当期純利益) (12,739)
合 計 416,804

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 41 期決算公告 令和８年９月14日
沖縄県豊見城市字我那覇648番地１

株式会社タカラ住建
代表取締役 冨岡 昌文

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,356,964
固 定 資 産 42,079
資 産 合 計 2,399,043

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,475,865
固 定 負 債 806,487
株 主 資 本 112,958
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 92,958
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 87,958
(うち当期純利益) (14,316)

評価・換算差額等 3,732
負債・純資産合計 2,399,043

第 50 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

京都市南区吉祥院宮の東町２番地
株式会社ホリバコミュニティ

代表取締役 堀場 厚
代表取締役 嶋村 敦

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 208,659
固 定 資 産 231,856
合 計 440,516

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 213,071
固 定 負 債 27,139
株 主 資 本 200,305
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 100,305
その他利益剰余金 100,305
(うち当期純利益) (7,689)
合 計 440,516

第 12 期決算公告 令和８年９月25日
埼玉県草加市谷塚町580番１

株式会社アイ・ディ・エイチ
代表取締役 伊藤 貞治

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 881,300
固 定 資 産 250,381
資 産 合 計 1,131,681

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 642,357
固 定 負 債 278,785
株 主 資 本 200,914
資 本 金 50,000
資 本 剰 余 金 30,000
資 本 準 備 金 30,000
利 益 剰 余 金 120,914
その他利益剰余金 120,914
(うち当期純利益) (42,278)

新 株 予 約 権 9,625
負債・純資産合計 1,131,681

第６期決算公告 令和８年７月27日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社Ｓｍａｓｈ
代表取締役 佐野 敏哉

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 58,609
資 産 合 計 58,609

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,681
株 主 資 本 37,927
資 本 金 90,080
資 本 剰 余 金 40,080
資 本 準 備 金 40,080
利 益 剰 余 金 92,232
その他利益剰余金 92,232
(うち当期純損失) (4,980)

負債・純資産合計 58,609

第３期決算公告 令和８年７月29日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社ＭＡＶＥＬ
代表取締役 千葉 知裕

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 6,890,154
固 定 資 産 201,441
資 産 合 計 7,091,595

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,339,116
株 主 資 本 2,752,479
資 本 金 88,888
資 本 剰 余 金 1,587,388
その他資本剰余金 1,587,388
利 益 剰 余 金 1,076,201
利 益 準 備 金 22,222
その他利益剰余金 1,053,979
(うち当期純利益) (1,044,299)

負債・純資産合計 7,091,595

第３期決算公告 令和８年７月29日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号
株式会社Ｍａｃｂｅｅ Ｘ

代表取締役 藤原 賢太
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 3,530,823
固 定 資 産 21,569
資 産 合 計 3,552,393

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,004,200
株 主 資 本 548,193
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 518,193
利 益 準 備 金 7,500
その他利益剰余金 510,693
(うち当期純利益) (500,416)

負債・純資産合計 3,552,393

第３期決算公告 令和８年７月29日

東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社Ｍａｃｂｅｅｖ

代表取締役 浦矢 秀行
貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 121,157
資 産 合 計 121,157

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 33,248
株 主 資 本 87,909
資 本 金 30,000
利 益 剰 余 金 57,909
その他利益剰余金 57,909
(うち当期純利益) (27,285)

負債・純資産合計 121,157

第 ５ 期 決 算 公 告
令和８年７月 29 日

東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号
株式会社ＰＲクラウドテック

代表取締役 中島謙一郎
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 654,434
固 定 資 産 3,160
資 産 合 計 657,595

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 49,534
株 主 資 本 608,060
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 603,060
その他利益剰余金 603,060
(うち当期純利益) (95,996)

負債・純資産合計 657,595

第２期決算公告 令和８年７月29日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社アイヴィア
代表取締役 金城 航平

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 211,125
固 定 資 産 2,193
資 産 合 計 213,318

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 69,047
株 主 資 本 144,270
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 94,270
利 益 準 備 金 12,500
その他利益剰余金 81,770
(うち当期純利益) (78,189)

負債・純資産合計 213,318

第 34 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 福島市町庭坂字堀ノ内３番地１

株式会社小野工業所
代表取締役 小野 雅亮

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,265,337 流 動 負 債 890,401
固 定 資 産 231,300 賞 与 引 当 金 96,175

完成工事補償引当金 551
工事損失引当金 11,930
固 定 負 債 40,529
退職給付引当金 36,147
役員退職慰労引当金 2,332
株 主 資 本 1,565,707
資 本 金 53,000
利 益 剰 余 金 1,512,707
利 益 準 備 金 13,250
その他利益剰余金 1,499,457
(うち当期純利益) (371,459)

資 産 合 計 2,496,638 負債・純資産合計 2,496,638

第 63 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 茨城県水戸市緑町一丁目１番４号

株式会社鈴木良工務店
代表取締役 鈴木 勝彦

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 4,163,965 流 動 負 債 1,198,132
固 定 資 産 575,937 固 定 負 債 280,366

株 主 資 本 2,747,478
資 本 金 81,000
資 本 剰 余 金 14,000
資 本 準 備 金 14,000
利 益 剰 余 金 2,652,478
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 2,637,478
(うち当期純利益) (148,695)

評価・換算差額等 513,924
その他有価証券評価
差額金 513,924

資 産 合 計 4,739,902 負債・純資産合計 4,739,902

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第２期決算公告 令和８年７月29日

東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社Ｍａｃｂｅｅ ｅｉｇｈｔ
代表取締役 正田 英之

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 8,067
固 定 資 産 270,491
資 産 合 計 278,558

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 214,844
株 主 資 本 63,714
資 本 金 88,888
利 益 剰 余 金 25,174
その他利益剰余金 25,174
(うち当期純損失) (16,166)

負債・純資産合計 278,558

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

広島市佐伯区倉重一丁目95番地
社会医療法人清風会
理事長 向田 一敏

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
事 業 収 益 6,022
(うち本来業務) (5,995)
(うち附帯業務) (26)
事 業 費 用 5,492
(うち本来業務) (5,439)
(うち附帯業務) (53)
事 業 利 益 529
事 業 外 収 益 17
事 業 外 費 用 48
経 常 利 益 498
特 別 利 益 0
特 別 損 失 41
税引前当期純利益 456
法人税、住民税及び
事業税 0

当 期 純 利 益 456

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負債・純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 2,822 流 動 負 債 1,240
固 定 資 産 2,239 賞 与 引 当 金 0
有形固定資産 1,842 固 定 負 債 1,710
無形固定資産 82 負 債 合 計 2,950
その他の資産 314 積 立 金 2,110

設立等積立金 473
繰越利益積立金 2,583
純資産合計 2,110

資 産 合 計 5,061 負債・純資産合計 5,061

第 11 期決算公告 令和８年７月29日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

株式会社Ｍａｃｂｅｅ Ａｉｍｅ
代表取締役 藤村 諒我

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 80,072
固 定 資 産 550
資 産 合 計 80,623

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 32,762
株 主 資 本 47,860
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 104,049
資 本 準 備 金 100,000
その他資本剰余金 4,049
利 益 剰 余 金 156,189
その他利益剰余金 156,189
(うち当期純利益) (50,095)

負債・純資産合計 80,623

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

仙
台
市
青
葉
区
本
町
一
丁
目
一
一
番
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
テ
ィ
ー
・
エ
ス
・
シ
ー

代
表
取
締
役

高
橋

義
治

福
岡
県
古
賀
市
小
竹
二
九
七
番
地
八

（
乙
）
有
限
会
社
シ
ス
プ
ロ

取
締
役

入
波
平
哲
成

第 28 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

仙台市青葉区本町一丁目11番１号
株式会社ティー・エス・シー

代表取締役 高橋 義治
貸借対照表の要旨

(令和８年３月31日現在) (単位：円)
科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 144,412,102
固 定 資 産 52,119,724
繰 延 資 産 383,334
合 計 196,915,160

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 49,136,813
株 主 資 本 147,778,347
資 本 金 10,000,000
利 益 剰 余 金 137,778,347
利 益 準 備 金 600,000
繰越利益剰余金 137,178,347
(うち当期純利益) (4,530,426)
合 計 196,915,160

第 22 期決算公告 令和８年７月29日
東京都港区南青山一丁目２番６号

株式会社Ａｌｌ Ａｄｓ
代表取締役 靱江 佑介

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 3,555,963
固 定 資 産 148,470
資 産 合 計 3,704,433

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,457,735
株 主 資 本 1,246,698
資 本 金 428,525
資 本 剰 余 金 418,525
資 本 準 備 金 418,525
利 益 剰 余 金 399,647
その他利益剰余金 399,647
(うち当期純利益) (396,636)

負債・純資産合計 3,704,433

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
千
万
円
減
少
す
る
こ

と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

秋
田
市
大
町
一
丁
目
六
番
二
〇
号

株
式
会
社
川
口
屋

代
表
取
締
役

川
口

雅
也

第 58 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

秋田市大町一丁目６番20号
株式会社川口屋

代表取締役 川口 雅也
貸借対照表の要旨

(令和８年５月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 12,042
固 定 資 産 33,832
合 計 45,874

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 17,599
固 定 負 債 22,324
株 主 資 本 5,951
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 14,049
その他利益剰余金 14,049
(うち当期純利益) (1,541)
合 計 45,874

第 11 期決算公告 令和８年７月29日
東京都千代田区神田多町２１
株式会社Ｌｉｂｅｒｅｓ
代表取締役 羽田 憲人

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 484,437
固 定 資 産 31,001
資 産 合 計 515,439

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 411,539
株 主 資 本 103,899
資 本 金 10,357
資 本 剰 余 金 2,618
資 本 準 備 金 2,618
利 益 剰 余 金 90,923
その他利益剰余金 90,923
(うち当期純利益) (89,100)

負債・純資産合計 515,439

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
四
百
万
円
減
少
し
四
百

万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
蓮
田
市
大
字
閏
戸
五
三
四
番
地
一

株
式
会
社
Ｈ
Ｉ
Ｔ

Ｓ
Ｔ
Ａ
Ｇ
Ｅ

代
表
取
締
役

伊
藤

悟

第 10 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

埼玉県蓮田市大字閏戸534番地１
株式会社ＨＩＴ ＳＴＡＧＥ

代表取締役 伊藤 悟
貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)

科 目 金 額(円)
資

産

の

部

流 動 資 産 74,086,566
固 定 資 産 11,677,191
繰 延 資 産 209,100
合 計 85,972,857

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 18,875,224
固 定 負 債 69,557,888
株 主 資 本 2,460,255
資 本 金 8,000,000
利 益 剰 余 金 10,460,255
その他利益剰余金 10,460,255
(うち当期純利益) (5,620,628)
合 計 85,972,857

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
二
億
四
千
七
百
五

十
四
万
四
千
三
百
十
六
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
志
木
市
本
町
六
丁
目
二
二
番
三
号

株
式
会
社
Ｌ
ｉ
ｍ
ｉ
ｔ
ｌ
ｅ
ｓ
ｓ

Ｇ
ｒ

ｏ
ｕ
ｐ

代
表
取
締
役

山
口

博
史

第 ７ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

埼玉県志木市本町六丁目22番３号
株式会社Ｌｉｍｉｔｌｅｓｓ Ｇｒｏｕｐ

代表取締役 山口 博史
貸借対照表の要旨

(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 5
固 定 資 産 8
合 計 13

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7
株 主 資 本 5
資 本 金 5
利 益 剰 余 金 0
その他利益剰余金 0
(うち当期純損失) (0)
合 計 13

第 12 期決算公告 令和８年７月29日
東京都渋谷区渋谷三丁目11番11号

プレティア・テクノロジーズ株式会社
代表取締役 牛尾 湧

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 16,879
固 定 資 産 8,159
資 産 合 計 25,039

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 88,037
株 主 資 本 62,998
資 本 金 50,005
資 本 剰 余 金 617,701
資 本 準 備 金 617,701
利 益 剰 余 金 730,704
その他利益剰余金 730,704
(うち当期純利益) (36,433)

負債・純資産合計 25,039

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
欠
損
の
填
補
に
充
て
る
た
め
に
資
本
準

備
金
の
額
を
三
百
六
十
万
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
四
日
で
あ
り
、

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
九
月
十
四
日
に
終

了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
隼
町
二
番
一
二
号
藤
和
半

蔵
門
コ
ー
プ
七
〇
六
号

株
式
会
社
奥
田

代
表
取
締
役

奥
田

浩
司

決算公告 令和８年10月13日
東京都千代田区隼町２番12号
藤和半蔵門コープ706号

株式会社奥田
貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 365,208
固 定 資 産 141,337
資 産 合 計 506,546

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,541
固 定 負 債 499,586
株 主 資 本 582
資 本 金 9,600
資 本 剰 余 金 3,600
資 本 準 備 金 3,600
利 益 剰 余 金 13,782
利 益 準 備 金 1,500
その他利益剰余金 15,282
(うち当期純損失) (29,613)

負債・純資産合計 506,546

第 18 期決算公告 令和８年９月29日
東京都千代田区内神田二丁目２番５号

株式会社松富士食品
代表取締役 瓦葺 一利

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,172,588
固 定 資 産 2,974,993
合 計 4,147,582

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,698,600
(うち賞与引当金) (49,602)
固 定 負 債 975,553
株 主 資 本 1,473,427
資 本 金 30,000
資 本 剰 余 金 65,000
その他資本剰余金 65,000
利 益 剰 余 金 1,378,427
その他利益剰余金 1,378,427
(うち当期純利益) (195,262)
合 計 4,147,582

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
二
千
百
万
円
減
少
し
一

千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
愛
宕
一
丁
目
三
番
二
号

株
式
会
社
ぴ
こ
ね
っ
と

代
表
取
締
役

及
川

秀
悟

第 27 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都港区愛宕一丁目３番２号
株式会社ぴこねっと
代表取締役 及川 秀悟

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 20,409
固 定 資 産 9,203
合 計 29,612

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,010
固 定 負 債 2,000
株 主 資 本 23,602
資 本 金 31,000
利 益 剰 余 金  7,397
その他利益剰余金  7,397
(うち当期純利益) (1,833)
合 計 29,612

第 23 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都港区芝公園一丁目３番12号
株式会社ウエストブルック・ジャパン

代表取締役 武田 一朗
貸借対照表の要旨

(令和８年７月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 204,612
固 定 資 産 11,546
合 計 216,158

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 41,685
株 主 資 本 174,473
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 164,473
その他利益剰余金 164,473
(うち当期純利益) (58,194)
合 計 216,158

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
五
百
五
十
八
万
五

千
七
百
五
十
円
減
少
し
、
減
少
し
た
金
額
全
額
を
資

本
準
備
金
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
芝
四
丁
目
七
番
八
号

株
式
会
社
ト
ラ
ン
ス
フ
ァ
ー
デ
ー
タ

代
表
取
締
役

村
田

佑
介

第 12 期決算公告 令和８年10月13日
東京都港区芝四丁目７番８号

株式会社トランスファーデータ
代表取締役 村田 佑介

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,243,394
固 定 資 産 771,527
資 産 合 計 3,014,921

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,385,796
固 定 負 債 267,096
株 主 資 本 361,648
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 446,353
資 本 準 備 金 446,353
利 益 剰 余 金 184,704
その他利益剰余金 184,704
(うち当期純損失) (73,590)

新 株 予 約 権 381
負債・純資産合計 3,014,921

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 170,027
固 定 資 産 15,366
合 計 185,393

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 38,269
賞 与 引 当 金 14,059
株 主 資 本 147,124
資 本 金 49,000
資 本 剰 余 金 49,000
資 本 準 備 金 49,000
利 益 剰 余 金 49,124
その他利益剰余金 49,124
(うち当期純利益) (12,755)
合 計 185,393

第５期決算公告 令和８年10月13日
東京都中央区京橋二丁目７番14号

アーガス・メディア・ジャパン株式会社
代表取締役
スチュアート・ジョン・アシュマン

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第９期決算公告 令和８年７月29日

神奈川県川崎市高津区梶ヶ谷５５３

株式会社Ｉｎｔｒｏ
代表取締役 花木 登

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 98,934
固 定 資 産 1,321
資 産 合 計 100,255

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 26,164
株 主 資 本 74,090
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 73,090
その他利益剰余金 73,090
(うち当期純利益) (22,343)

負債・純資産合計 100,255

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
五
千
四
百
万
円
減
少
し

三
千
六
百
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
奈
川
県
海
老
名
市
河
原
口
二
丁
目
一
二
番

三
五
号

株
式
会
社
神
奈
川
日
本
語
学
院

代
表
取
締
役

佐
野

一

第７期決算公告 令和８年10月13日
神奈川県海老名市河原口二丁目12番35号

株式会社神奈川日本語学院
代表取締役 佐野 一

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(円)

資

産

の

部

流 動 資 産 40,664,798
固 定 資 産 147,772,111
繰 延 資 産 6,649,598
合 計 195,086,507

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 59,746,291
固 定 負 債 144,348,000
株 主 資 本 9,007,784
資 本 金 90,000,000
利 益 剰 余 金 99,007,784
その他利益剰余金 99,007,784
(うち当期純損失) (3,292,781)
合 計 195,086,507

第 79 期決算公告 令和８年10月13日
石川県金沢市野町一丁目１番17号
株 式 会 社 村 井
代表取締役社長 村井 陽子

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 1,171,276
固 定 資 産 2,463,049
繰 延 資 産 171
資 産 合 計 3,634,496

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,442,806
固 定 負 債 
株 主 資 本 1,191,690
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 1,171,690
利 益 準 備 金 4,200
その他利益剰余金 1,167,490
(うち当期純損失) (14,955)

負債・純資産合計 3,634,496

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
甲
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の

と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

名
古
屋
市
西
区
名
駅
二
丁
目
三
四
番
一
七
号

セ
ン
ト
ラ
ル
名
古
屋
一
一
〇
一
号

（
甲
）
株
式
会
社
ナ
ゴ
ウ
ェ
ブ

代
表
取
締
役

鶏
冠
井
悠
二

名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
三
丁
目
四
番
一
〇
号

ア
ル
テ
ィ
メ
イ
ト
名
駅
１
ｓ
ｔ
二
階

（
乙
）
Ａ
Ｉ
ゲ
デ
ィ
ソ
ン
合
同
会
社

代
表
社
員

鶏
冠
井
悠
二

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

名古屋市西区名駅二丁目34番17号
セントラル名古屋1101号

株式会社ナゴウェブ
代表取締役 鶏冠井悠二

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 31,250
固 定 資 産 21,870
資 産 合 計 53,121

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,760
固 定 負 債 1,136
株 主 資 本 44,224
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 44,124
その他利益剰余金 44,124
(うち当期純利益) (12,108)

負債・純資産合計 53,121

第 85 期決算公告 令和８年10月13日
大阪市中央区船越町二丁目３番６号

村中医療器株式会社
代表取締役 村中 亮太

貸借対照表の要旨(令和８年７月20日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 21,515,493
固 定 資 産 6,031,742
合 計 27,547,235

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 10,213,594
固 定 負 債 1,755,360
株 主 資 本 15,578,281
資 本 金 96,000
利 益 剰 余 金 15,516,926
利 益 準 備 金 36,000
その他利益剰余金 15,480,926
(うち当期純利益) (616,986)
自 己 株 式  34,645
合 計 27,547,235

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都港区元赤坂一丁目１番７807号
PJMFStellar特定目的会社

取締役 菊地 耕平

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 739
営 業 費 用 500
営 業 利 益 239
営 業 外 収 益 1
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 241
税引前当期純利益 241
法人税、住民税及び
事業税 2

当 期 純 利 益 239
前期繰越利益 185
優先出資配当額 185
当期未処分利益 239

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部
特 定 資 産 16,656 流 動 負 債 76
流 動 資 産 16,656 固 定 負 債 11,659
その他の資産 443 負 債 合 計 11,735
流 動 資 産 367 純 資 産 の 部
固 定 資 産 10 社 員 資 本 5,364
繰 延 資 産 67 特 定 資 本 金 0

優 先 資 本 金 5,125
剰 余 金 239
当期未処分利益 239
純資産合計 5,364

資 産 合 計 17,099 負債・純資産合計 17,099

任意清算のお知らせ
2026年 10 月 13 日
当社は、英領ヴァージン諸島会社法

（BVI Business Companies Act, 2004）第
204条第１項⒝に基づき、任意清算に入っ
たことをお知らせいたします。なお、任意
清算開始日は2026年９月２日です。
商号：GLORY FOCUS

INTERNATIONAL LIMITED
（任意清算中）
会社番号（2045470）

清算人：Humphry A. Leue
（住所：531 Nottingham Estate,
Long Look, PO Box 4754,
Road Town, Tortola, VG1110,
British Virgin Islands）です。
任意清算人 Humphry A. Leue

第 35 期 決 算 公 告
令和８年９月 28 日

東京都千代田区丸の内一丁目８番２号
株式会社パインランド
代表取締役 松島裕二郎

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：千円)
科 目 金 額
売 上 高 10,280,971
売 上 原 価 6,395,702
売 上 総 利 益 3,885,268
販売費及び一般管理
費 2,454,817
営 業 利 益 1,430,451
営 業 外 収 益 248,007
営 業 外 費 用 620,418
経 常 利 益 1,058,039
特 別 利 益 9,987
特 別 損 失 821,654
税引前当期純利益 246,372
法人税、住民税及び
事業税 99,789
法人税等調整額  8,167
当 期 純 利 益 154,750

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 5,376,402流 動 負 債 1,311,240
固 定 資 産 19,452,597固 定 負 債 18,233,391

負 債 合 計 19,544,632
株 主 資 本 5,224,769
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 5,174,769
その他利益剰余金 5,174,769

評価・換算差額等 59,598
その他有価証券評価
差額金 59,598

純資産合計 5,284,368
資 産 合 計 24,829,000負債・純資産合計 24,829,000

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 18 期 決 算 公 告
令和８年９月 17 日

大阪府豊中市大島町二丁目１番29号
信和不動産株式会社

代表取締役社長 前田 裕幸

損益計算書の要旨
自 令和７年７月１日
至 令和８年６月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 72,814
売 上 原 価 55,499
売 上 総 利 益 17,315
販売費及び一般管理
費 5,907
営 業 利 益 11,408
営 業 外 収 益 770
営 業 外 費 用 3,285
経 常 利 益 8,893
特 別 損 失 22
税引前当期純利益 8,871
法人税、住民税及び
事業税 2,496
法人税等調整額 575
当 期 純 利 益 5,800

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年６月30日現在) (単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 26,582 流 動 負 債 49,387
固 定 資 産 129,414 固 定 負 債 80,233

うち退職給付引当
金  (287)
株 主 資 本 26,367
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 26,267
利 益 準 備 金 20
その他利益剰余金 26,247

評価・換算差額等 8
その他有価証券評価
差額金 8

資 産 合 計 155,996 負債・純資産合計 155,996

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

兵庫県赤穂市西浜町980番地１
ＫＡＮＳＡＩパウダーコーティングス
株式会社

代表取締役 一丸 貴人
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(百万円)
資
産
の
部
流 動 資 産 760
固 定 資 産 435
合 計 1,195

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 956
固 定 負 債 131
株 主 資 本 108
資 本 金 90
利 益 剰 余 金 18
利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 17
(うち当期純利益) (7)
合 計 1,195

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
四
十
八
億
九
千
四

百
八
万
七
百
八
十
六
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま

し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

茨
城
県
龍
ケ
崎
市
白
羽
四
丁
目
五
番
地
九

株
式
会
社
ケ
ー
テ
ィ
テ
ィ

代
表
取
締
役

大
木

武
司

第 18 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
茨城県龍ケ崎市白羽四丁目５番地９

株式会社ケーティティ
代表取締役 大木 武司

貸借対照表の要旨(令和７年９月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 1,083,079
固 定 資 産 6,080,056
合 計 7,163,135

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 86,129
固 定 負 債 897,503
株 主 資 本 6,179,502
資 本 金 11,000
資 本 剰 余 金 4,913,080
資 本 準 備 金 4,913,080
利 益 剰 余 金 1,255,421
その他利益剰余金 1,255,421
(うち当期純利益) (1,033,817)
合 計 7,163,135

第 56 期決算公告 令和８年10月13日
北九州市門司区新門司一丁目７番14

株 式 会 社 九 倉
代表取締役 木村 典正

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 710,328
固 定 資 産 1,466,707
合 計 2,177,035

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 873,311
固 定 負 債 32,299
株 主 資 本 1,268,694
資 本 金 60,000
利 益 剰 余 金 1,208,694
利 益 準 備 金 15,000
その他利益剰余金 1,193,694
(うち当期純利益) (250,950)

評価・換算差額等 2,731
有価証券評価差額金 2,731
合 計 2,177,035

資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
億
一
三
三
〇
万
二
〇

〇
〇
円
、
資
本
準
備
金
の
額
を
一
億
二
二
三
〇
万
二

〇
〇
〇
円
減
少
し
、
そ
れ
ぞ
れ
九
〇
〇
万
円
、
〇
円

と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
十
一
月
一
日
に

予
定
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り

で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
奈
川
県
茅
ヶ
崎
市
東
海
岸
南
六
丁
目
四
番
三

七

Ｂ

二
〇
五
号

大
木
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

代
表
取
締
役

大
木

亮

第 １ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
神奈川県茅ヶ崎市東海岸南六丁目４番37
Ｂ205号

大木ホールディングス株式会社
代表取締役 大木 亮

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
固 定 資 産 244,604
資 産 合 計 244,604

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,546
株 主 資 本 242,058
資 本 金 122,302
資 本 剰 余 金 122,302
資 本 準 備 金 122,302
利 益 剰 余 金 2,546
その他利益剰余金 2,546
(うち当期純損失) (2,546)

負債・純資産合計 244,604

第５期決算公告 令和８年９月28日
京都府相楽郡精華町光台二丁目２番地２

株 式 会 社 Ｔ Ｓ Ｋ
代表取締役 孫 恩喆

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 25,200
固 定 資 産 4,258
合 計 29,458

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 20,362
固 定 負 債 11,036
株 主 資 本 26,939
資 本 金 40,000
資 本 剰 余 金 262,000
資 本 準 備 金 262,000
利 益 剰 余 金 328,939
その他利益剰余金 328,939
(うち当期純損失) (67,342)

新 株 予 約 権 25,000
合 計 29,458

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
に
つ
き
、
五
千
六
十
万
円

減
少
し
、
そ
の
減
少
す
る
全
額
を
資
本
準
備
金
と
す

る
こ
と
に
よ
り
、
一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
一
月
十
六
日
で
あ

り
、
株
主
総
会
の
決
議
は
、
令
和
八
年
八
月
二
十
六

日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

福
岡
県
太
宰
府
市
国
分
一
丁
目
一
番
四
一
号

株
式
会
社
エ
ネ
ラ
イ
ズ
ガ
ス

代
表
取
締
役

佐
藤

浩
幸

第 12 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
福岡県太宰府市国分一丁目１番41号

株式会社エネライズガス
代表取締役 佐藤 浩幸

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(円)

資
産
の
部
流 動 資 産 108,251,912
固 定 資 産 506,520,281
資 産 合 計 614,772,193

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 30,083,595
固 定 負 債 321,296,207
株 主 資 本 263,392,391
資 本 金 60,600,000
利 益 剰 余 金 202,792,391
その他利益剰余金 202,792,391
(うち当期純利益) (4,331,682)

負債・純資産合計 614,772,193

第 51 期決算公告 令和８年10月13日
長崎県長崎市元船町２番４号
株式会社セレモニー長崎
代表取締役 柿川 尚孝

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(百万円)

資
産
の
部
流 動 資 産 563
固 定 資 産 8,571
合 計 9,134

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 834
固 定 負 債 7,735
株 主 資 本 566
資 本 金 20
資 本 剰 余 金 23
その他資本剰余金 23
利 益 剰 余 金 525
その他利益剰余金 525
(うち当期純利益) (13)
自 己 株 式 2
合 計 9,134

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



第 99 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

福岡県久留米市白山町60番地
株式会社ムーンスター

代表取締役社長 井田 祥一
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額

資
産
の
部

流 動 資 産 15,213
固 定 資 産 10,651
有形固定資産 8,015
無形固定資産 104
投資その他の資産 2,531

資 産 合 計 25,865

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 13,950
固 定 負 債 3,678
退職給付引当金 199
そ の 他 3,478

負 債 合 計 17,628

株 主 資 本 4,547
資 本 金 100
資 本 剰 余 金 1,739
資 本 準 備 金 539
その他資本剰余金 1,200
利 益 剰 余 金 4,004
利 益 準 備 金 141
その他利益剰余金 3,862
(うち当期純利益) (245)
自 己 株 式 1,296
評価・換算差額等 3,688
その他有価証券評価
差額金 544

繰延ヘッジ損益 354
土地再評価差額金 2,789

純資産合計 8,236

負債・純資産合計 25,865

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
金
一
百
万
円
減
少
し
金

一
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

群
馬
県
利
根
郡
昭
和
村
大
字
貝
野
瀬
四
八
三

九
番
地
三

ド
グ
タ
ウ
ン
工
房
株
式
会
社

代
表
取
締
役

平
井

寧

第９期決算公告 令和８年10月13日
群馬県利根郡昭和村大字貝野瀬
4839番地３
ドグタウン工房株式会社
代表取締役 平井 寧

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 11,523
固 定 資 産 40,851
合 計 52,374

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,327
固 定 負 債 16,441
株 主 資 本 28,606
資 本 金 11,000
利 益 剰 余 金 17,606
その他利益剰余金 17,606
(うち当期純利益) (26,406)
合 計 52,374

新
設
分
割
公
告

当
社
は
、
新
設
分
割
に
よ
り
新
設
す
る
株
式
会
社

ウ
ェ
ル
ネ
ス
・
ラ
イ
フ
ィ
ッ
ト
（
埼
玉
県
さ
い
た
ま

市
緑
区
東
浦
和
五
丁
目
三

二
エ
ノ
モ
ト
ビ
ル
）
に

対
し
て
当
社
の
フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス
ク
ラ
ブ
の
経
営
及
び

運
営
事
業
に
関
す
る
権
利
義
務
を
承
継
さ
せ
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
会
社
分
割
に
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
さ
い
た
ま
市
緑
区
東
浦
和
五
丁
目
四

番
地
一
五

株
式
会
社
ガ
ン
デ
ィ
ー

代
表
取
締
役

國
分

清
志

決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
埼玉県さいたま市緑区東浦和五丁目
４番地15

株式会社ガンディー
代表取締役 國分 清志

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 32,931
資 産 合 計 32,931

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 224
固 定 負 債 11,954
株 主 資 本 20,753
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 19,753
その他利益剰余金 19,753
(うち当期純損失) (6,754)

負債・純資産合計 32,931

合
併
公
告

左
記
会
社
は
、
甲
が
商
号
変
更
に
よ
り
株
式
会
社

と
な
る
こ
と
を
条
件
に
合
併
し
て
、
甲
は
乙
の
権
利

義
務
全
部
を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と

に
い
た
し
ま
し
た
。

各
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
、
甲
お
よ
び
乙

に
つ
い
て
令
和
八
年
九
月
二
十
四
日
に
終
了
し
て
お

り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
中
野
区
上
高
田
三
丁
目
四
一
番
八
号

（
甲
）
有
限
会
社
富
至
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ

（
商
号
変
更
後
の
商
号

株
式
会
社
富
至

エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ
）

取
締
役

千
葉

雅
和

東
京
都
中
野
区
上
高
田
三
丁
目
四
一
番
八
号

（
乙
）
有
限
会
社
シ
ー
シ
ー
シ
ー

代
表
取
締
役

千
葉

雅
和

第 54 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
東京都中野区上高田三丁目41番８号
有限会社富至エンタープライズ

取締役 千葉 雅和
貸借対照表の要旨

(令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 52,979
固 定 資 産 58,160
資 産 合 計 111,140

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 159
固 定 負 債 47,693
株 主 資 本 63,287
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 60,287
その他利益剰余金 60,287
(うち当期純損失) (18,335)

負債・純資産合計 111,140

資
本
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
金
の
額
を
一
億
二
千
十
五
万
円
減

少
し
三
千
万
円
と
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し
た
。

こ
の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
一
丁
目
一
二
番
九
号

株
式
会
社
野
口
医
学
研
究
所

代
表
取
締
役

堤

大
造

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 東京都港区虎ノ門一丁目12番９号

株式会社野口医学研究所
代表取締役 堤 大造

貸借対照表の要旨 (令和７年12月31日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 680,633 流 動 負 債 487,963
固 定 資 産 815,463 固 定 負 債 606,275

うち退職給付引当
金  (38,275)
株 主 資 本 548,908
資 本 金 150,150
資 本 剰 余 金 150,150
資 本 準 備 金 150,150
利 益 剰 余 金 248,608
その他利益剰余金 248,608
(うち当期純利益) (312,778)
新 株 予 約 権 147,049

合 計 1,496,097 合 計 1,496,097

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

札
幌
市
中
央
区
大
通
東
二
丁
目
一
五
番
一

（
甲
）
株
式
会
社
コ
ウ
建
築
プ
ラ
ス

代
表
取
締
役

横
内

晴
彦

札
幌
市
東
区
北
二
十
一
条
東
十
八
丁
目
二

二
七

（
乙
）
株
式
会
社
横
内
建
設

代
表
取
締
役

横
内

晴
彦

決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

札幌市中央区大通東二丁目15番１
株式会社コウ建築プラス
代表取締役 横内 晴彦

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 82,792
固 定 資 産 7,857
資 産 合 計 90,649

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 50,840
固 定 負 債 11,072
株 主 資 本 28,737
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 18,737
その他利益剰余金 18,737
(うち当期純利益) (20,139)

負債・純資産合計 90,649

決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
札幌市東区北二十一条東十八丁目２27

株式会社横内建設
代表取締役 横内 晴彦

貸借対照表の要旨
(令和７年11月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 3,529
固 定 資 産 2,291
資 産 合 計 5,821

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 660
固 定 負 債 20,221
株 主 資 本 15,060
資 本 金 100
利 益 剰 余 金 15,160
その他利益剰余金 15,160
(うち当期純損失) (7,015)

負債・純資産合計 5,821

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
西
神
田
一
丁
目
二
番
一
〇
号

（
甲
）
大
原
出
版
株
式
会
社

代
表
取
締
役

中
川

和
久

東
京
都
千
代
田
区
神
田
猿
楽
町
二
丁
目
一
番
八

号

（
乙
）
株
式
会
社
日
本
電
卓
教
育
普
及
会

代
表
取
締
役

安
部

辰
志

第 48 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
東京都千代田区西神田一丁目２番10号

大原出版株式会社
代表取締役 中川 和久

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資

産

の

部

流 動 資 産 4,194,418
固 定 資 産 3,139,155
繰 延 資 産 5,994
合 計 7,339,569

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,192,493
固 定 負 債 300,000
株 主 資 本 4,847,075
資 本 金 46,000
利 益 剰 余 金 4,807,205
その他利益剰余金 4,807,205
(うち当期純利益) (872,920)
自 己 株 式 6,129
合 計 7,339,569

第 30 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
東京都千代田区神田猿楽町二丁目１番８号

株式会社日本電卓教育普及会
代表取締役 安部 辰志

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 67,209
固 定 資 産 76
合 計 67,285

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 135
株 主 資 本 67,149
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 57,149
その他利益剰余金 57,149
(うち当期純損失) (6,840)
合 計 67,285

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
、
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た

し
ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一
日
で
あ
り
、

両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年
九
月
十

四
日
に
終
了
し
て
お
り
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
く
だ

さ
い
。

な
お
、
両
社
の
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記

の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

新
潟
県
新
潟
市
南
区
下
曲
通
三
二
〇
番
地
一

（
甲
）
株
式
会
社
ス
ー
パ
ー
ジ
ャ
ン
グ
ル

代
表
取
締
役

原

正
行

新
潟
県
新
潟
市
南
区
下
曲
通
二
九
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
ハ
ラ
ジ
ン

代
表
取
締
役

原

正
行

第 29 期決算公告 令和８年10月13日
新潟県新潟市南区下曲通320番地１
株式会社スーパージャングル

代表取締役 原 正行
貸借対照表の要旨

(令和７年11月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 260,821
固 定 資 産 342,199
合 計 603,020

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 186,417
固 定 負 債 329,405
株 主 資 本 87,198
資 本 金 3,000
利 益 剰 余 金 84,198
その他利益剰余金 84,198
(うち当期純利益) (42,129)
合 計 603,020

第 32 期決算公告 令和８年10月13日
新潟県新潟市南区下曲通29番地

株式会社ハラジン
代表取締役 原 正行

貸借対照表の要旨
(令和８年６月30日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 18,165
固 定 資 産 22,997
合 計 41,163

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 2,963
固 定 負 債 20,019
株 主 資 本 18,179
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 8,179
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 5,679
(うち当期純損失) (4,556)
合 計 41,163

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
千
代
田
区
平
河
町
二
丁
目
一
二
番
二

号

（
甲
）
株
式
会
社
未
来
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

代
表
取
締
役

杉
山

久

東
京
都
千
代
田
区
麹
町
二
丁
目
一
〇
番
地
三

エ
キ
ス
パ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス
麹
町

（
乙
）
株
式
会
社
プ
ラ
ベ
ス
ト
・
ジ
ャ
パ
ン

代
表
取
締
役

杉
山

久

第 16 期決算公告 令和８年10月13日
東京都千代田区平河町二丁目12番２号

株式会社未来マネジメント
代表取締役 杉山 久

貸借対照表の要旨(令和８年６月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 11,447
固 定 資 産 883
合 計 12,331

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 7,610
固 定 負 債 13,072
株 主 資 本 8,351
資 本 金 7,500
利 益 剰 余 金 15,851
その他利益剰余金 15,851
(うち当期純損失) (1,802)
合 計 12,331

第１期決算公告 令和８年10月13日
東京都千代田区麹町二丁目10番地３

エキスパートオフィス麹町
株式会社プラベスト・ジャパン

代表取締役 杉山 久
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 985
固 定 資 産 110
合 計 1,095

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,176
株 主 資 本 2,081
資 本 金 2,500
利 益 剰 余 金 4,581
その他利益剰余金 4,581
(うち当期純損失) (4,581)
合 計 1,095

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
の
で
公
告
し
ま
す
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

川
崎
市
高
津
区
坂
戸
三
丁
目
一
六
番
一
号

（
甲
）
Ｒ
Ｏ
Ｙ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

大
石

竜
次

大
阪
府
箕
面
市
桜
井
二
丁
目
一
〇
番
一
八
号

（
乙
）
ホ
ー
ム
レ
ス
キ
ュ
ー
株
式
会
社

代
表
取
締
役

大
石

竜
次

第 17 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

川崎市高津区坂戸三丁目16番１号
ＲＯＹ株式会社
代表取締役 大石 竜次

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 1,447,591
固 定 資 産 550,713
合 計 1,998,304

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 995,577
固 定 負 債 661,435
株 主 資 本 341,291
資 本 金 90,000
利 益 剰 余 金 251,291
その他利益剰余金 251,291
(うち当期純利益) (56,369)
合 計 1,998,304

第 11 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

大阪府箕面市桜井二丁目10番18号
ホームレスキュー株式会社

代表取締役 大石 竜次
貸借対照表の要旨

(令和８年４月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 3,640
固 定 資 産 2,174
合 計 5,814

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 12,416
固 定 負 債 2,360
株 主 資 本 8,961
資 本 金 10,000
利 益 剰 余 金 18,961
その他利益剰余金 18,961
(うち当期純損失) (44,068)
合 計 5,814

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

石
川
県
金
沢
市
太
陽
が
丘
二
丁
目
三
番
地

（
甲
）
Ａ
Ｉ

ｆ
ｏ
ｒ

Ｈ
ｕ
ｍ
ａ
ｎ

Ｓ
ｃ
ｉ
ｅ
ｎ
ｃ
ｅ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

武
田

幸
男

石
川
県
金
沢
市
太
陽
が
丘
二
丁
目
一
番
地

（
乙
）
リ
ガ
ー
ド
株
式
会
社

代
表
取
締
役

皆
口

倫
子

第 10 期決算公告 令和８年10月13日
石川県金沢市太陽が丘二丁目３番地

ＡＩ ｆｏｒ Ｈｕｍａｎ
Ｓｃｉｅｎｃｅ株式会社

代表取締役 武田 幸男
貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 2,538
繰 延 資 産 268
合 計 2,806

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 186
固 定 負 債 
株 主 資 本 2,619
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 2,380
その他利益剰余金 2,380
(うち当期純損失) (94)
合 計 2,806

第 10 期決算公告 令和８年10月13日
石川県金沢市太陽が丘二丁目１番地

リガード株式会社
代表取締役 皆口 倫子

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 21
繰 延 資 産 268
合 計 289

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,943
株 主 資 本 4,654
資 本 金 7,000
利 益 剰 余 金 11,654
その他利益剰余金 11,654
(うち当期純損失) (49)
合 計 289

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

愛
知
県
海
部
郡
大
治
町
大
字
堀
之
内
字
苗
代

四
三
九
番
地
二（

甲
）
株
式
会
社
カ
ネ
パ
ッ
ク

代
表
取
締
役

金
子

大
八

愛
知
県
海
部
郡
大
治
町
大
字
北
間
島
字
屋
敷

一
二
一
番
地

（
乙
）
株
式
会
社
金
子
紙
器
製
作
所

代
表
取
締
役

金
子

大
八

第 11 期決算公告 令和８年10月13日
愛知県海部郡大治町大字堀之内字苗代
439番地２

株式会社カネパック
代表取締役 金子 大八

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 59,704
固 定 資 産 27,849
合 計 87,554

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 14,998
固 定 負 債 49,731
株 主 資 本 22,824
資 本 金 5,000
利 益 剰 余 金 17,824
その他利益剰余金 17,824
(うち当期純利益) (6,634)
合 計 87,554

第 66 期決算公告 令和８年10月13日
愛知県海部郡大治町大字北間島字屋敷
121番地

株式会社金子紙器製作所
代表取締役 金子 大八

貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 38,099
固 定 資 産 9,636
合 計 47,735

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 3,443
固 定 負 債 561
株 主 資 本 43,731
資 本 金 1,000
利 益 剰 余 金 42,731
利 益 準 備 金 250
その他利益剰余金 42,481
(うち当期純損失) (124)
合 計 47,735

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。

こ
の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

埼
玉
県
新
座
市
野
火
止
二
丁
目
八
番
九
号

（
甲
）
株
式
会
社
雄
進
印
刷

代
表
取
締
役

深
川

竜
太

東
京
都
中
野
区
鷺
宮
六
丁
目
二
八
番
三
五
号

（
乙
）
株
式
会
社
ピ
ス
コ

代
表
取
締
役

深
川

竜
太

第 46 期決算公告 令和８年10月13日
埼玉県新座市野火止二丁目８番９号

株式会社雄進印刷
代表取締役 深川 竜太

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 163,400
固 定 資 産 1,037,286
合 計 1,200,686

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 101,959
固 定 負 債 855,387
株 主 資 本 243,339
資 本 金 11,000
利 益 剰 余 金 232,339
その他利益剰余金 232,339
(うち当期純利益) (2,976)
合 計 1,200,686

第 55 期決算公告 令和８年10月13日
東京都中野区鷺宮六丁目28番35号

株式会社ピスコ
代表取締役 深川 竜太

貸借対照表の要旨(令和８年５月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 92,898
固 定 資 産 18,498
合 計 111,396

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 109,600
固 定 負 債 25,617
退職給付引当金 1,313
株 主 資 本 23,822
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 43,822
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 48,822
(うち当期純損失) (57,367)
合 計 111,396

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 



第 26 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都千代田区飯田橋三丁目10番10号
ジー・プラン株式会社
代表取締役 滝山 義隆

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 10,711 流 動 負 債 5,013
固 定 資 産 175 賞 与 引 当 金 87
有形固定資産  ポイント引当金 204
投資その他の資産 175 固 定 負 債 134

退職給付引当金 115
株 主 資 本 5,738
資 本 金 296
資 本 剰 余 金 445
資 本 準 備 金 445
利 益 剰 余 金 4,997
その他利益剰余金 4,997
(うち当期純利益) (4,299)

資 産 合 計 10,886 負債・純資産合計 10,886

第 25 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 東京都港区赤坂八丁目５番32号

株式会社フォーデジット
代表取締役 田口 亮

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,135,972 流 動 負 債 422,531
固 定 資 産 1,178,930 固 定 負 債 94,276
繰 延 資 産 0 株 主 資 本 1,783,280

資 本 金 45,625
資 本 剰 余 金 35,625
資 本 準 備 金 35,625
利 益 剰 余 金 1,702,030
利 益 準 備 金 0
その他利益剰余金 1,702,030
(うち当期純利益) (322,566)

評価・換算差額等 14,814
その他有価証券評価
差額金 14,814

資 産 合 計 2,314,902 負債・純資産合計 2,314,902

第 ３ 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 横浜市戸塚区上矢部町926番地

Ｊ Ａ Ｓ 株 式 会 社
代表取締役 松岡 力

貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：千円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 1,340,000 流 動 負 債 1,457,975
固 定 資 産 1,371,940 賞 与 引 当 金 60,725

固 定 負 債 975,959
退職給付引当金 48,953
役員退職慰労引当金 40,618
株 主 資 本 278,006
資 本 金 15,000
利 益 剰 余 金 263,006
利 益 準 備 金 300
その他利益剰余金 262,706
(うち当期純利益) (212,186)

資 産 合 計 2,711,941 負債・純資産合計 2,711,941

第 14 期 決 算 公 告
令和８年９月 24 日 名古屋市中村区名駅三丁目２番３号

対松堂名駅ビル
ＲＩＴＡエレクトロニクス株式会社

代表取締役 原 和幸
貸借対照表の要旨 (令和８年６月30日現在) (単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部

流 動 資 産 5,279 流 動 負 債 2,140
固 定 資 産 1,815 賞 与 引 当 金 58

製品保証損失引当金 9
固 定 負 債 239
株 主 資 本 4,714
資 本 金 350
資 本 剰 余 金 1,050
資 本 準 備 金 599
その他資本剰余金 450
利 益 剰 余 金 3,314
その他利益剰余金 3,314
(うち当期純利益) (281)

資 産 合 計 7,094 負債・純資産合計 7,094

第 57 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 長崎県長崎市稲佐町２番２号

株式会社メモリード
代表取締役 吉田 昌敬

貸 借 対 照 表 の 要 旨
(令和８年５月31日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部
科 目
流 動 資 産
固 定 資 産
繰 延 資 産

資 産 合 計

金 額
8,905
57,199

0

66,106

負債及び純資産の部
科 目
流 動 負 債
(賞与引当金)
固 定 負 債
(退職給付引当金)
役員退職慰労引当
金 
(雑収入復活引当金)
負 債 合 計
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金
その他利益剰余金

評価・換算差額等
その他有価証券評価
差額金
純資産合計
負債・純資産合計

金 額
8,734
(42)

53,481
(437)
(249)
(160)
62,215
3,686
650
250
250
2,786
2,786
204

204

3,890
66,106

損 益 計 算 書 の 要 旨
自 令和７年６月30日
至 令和８年５月31日 (単位：百万円)

科 目
売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販売費及び一般管理
費
営 業 利 益
営 業 外 収 益
営 業 外 費 用

金 額
23,488
9,672
13,815

12,346

1,469
392
921

科 目
経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税引前当期純利益
法人税、住民税及び
事業税
法人税等調整額
当 期 純 利 益

金 額
940
43
807
176

94

 21
102

資
金
決
済
に
関
す
る
法
律
第
二
十
条
第
一
項
に
基
づ

く
前
払
式
支
払
手
段
の
払
戻
し
の
公
告

「
ユ
ア
ー
ズ
Ｐ
っ
と
カ
ー
ド
」
の
令
和
八
年
十
月

十
二
日
で
利
用
終
了
に
伴
い
、
資
金
決
済
に
関
す
る

法
律
第
二
十
条
第
一
項
に
基
づ
き
、
次
の
と
お
り
払

戻
し
を
行
い
ま
す
。

〈
払
戻
し
を
行
う
前
払
式
支
払
手
段
の
発
行
者
の
商

号
〉
株
式
会
社
萩
見
綜
合
食
品
セ
ン
タ
ー
事
務
所

〈
払
戻
し
を
行
う
前
払
式
支
払
手
段
の
種
類
〉

ユ
ア
ー
ズ
Ｐ
っ
と
カ
ー
ド

〈
払
戻
し
の
申
出
期
間
〉
令
和
八
年
十
月
十
三
日
午

前
九
時
〇
〇
分
〜
令
和
九
年
二
月
二
十
八
日
午
後

五
時
〇
〇
分
ま
で

※
当
該
期
間
内
に
払
戻
し
の
申
出
が
な
い
場
合
は
、

こ
の
払
戻
し
手
続
か
ら
除
斥
さ
れ
ま
す
。

〈
お
問
い
合
わ
せ
先
〉
北
海
道
稚
内
市
富
岡
一
丁
目

四
番
一
一
号

株
式
会
社
萩
見
綜
合
食
品
セ
ン
タ

ー
事
務
所

手
作
り
惣
菜
工
場

萩
食

電
話
〇
一
六
二

三
二

六
四
〇
一
（
土
、
日
、

祝
祭
日
は
除
く
）

第 57 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日 佐賀県佐賀市天神一丁目１番24号

株式会社ルクール
代表取締役 田中 広敏

貸借対照表の要旨 (令和８年５月31日現在) (単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 90 流 動 負 債 7
固 定 資 産 181 固 定 負 債 90

(雑収入復活引当金) (0)
負 債 合 計 97
株 主 資 本 174
資 本 金 75
利 益 剰 余 金 99
利 益 準 備 金 15
繰越利益剰余金 84
(うち当期純利益) (4)
純資産合計 174

資 産 合 計 271 負債・純資産合計 271

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報



準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
六
億
二
千
二
百
七
十

八
万
千
七
百
九
十
五
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
当
社
の
最
終
の
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
下
記

の
と
お
り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

大
阪
府
茨
木
市
沢
良
宜
西
二
丁
目
一
七
番
二
九
号

橋
本
フ
ー
ズ
株
式
会
社

代
表
取
締
役

田
村

美
紀
（
橋
本

美
紀
）

第 47 期決算公告 令和８年10月13日
大阪府茨木市沢良宜西二丁目17番29号

橋本フーズ株式会社
代表取締役 田村 美紀（橋本 美紀）
貸借対照表の要旨(令和７年11月30日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 159,069
固 定 資 産 1,215,580
合 計 1,374,649

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 4,629
固 定 負 債 435,587
株 主 資 本 934,433
資 本 金 50,000
利 益 剰 余 金 1,231,183
利 益 準 備 金 5,000
その他利益剰余金 1,226,183
(うち当期純損失) (182,331)
自 己 株 式 346,750
合 計 1,374,649

準
備
金
の
額
の
減
少
公
告

当
社
は
、
資
本
準
備
金
の
額
を
二
千
百
四
十
五
万

五
千
八
百
七
十
五
円
減
少
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
決
定
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公

告
掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ

い
。な

お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
左
記
の
と
お

り
で
す
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
港
区
虎
ノ
門
五
丁
目
九
番
一
号

株
式
会
社
ジ
ェ
ネ
ス
ト
リ
ー
ム

代
表
取
締
役

秋
貞

雄
大

第 14 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日

東京都港区虎ノ門五丁目９番１号
株式会社ジェネストリーム

代表取締役 秋貞 雄大
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 90,012
固 定 資 産 12,362
合 計 102,375

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 6,557
株 主 資 本 95,818
資 本 金 56,000
資 本 剰 余 金 50,000
資 本 準 備 金 50,000
利 益 剰 余 金 10,182
その他利益剰余金 10,182
(うち当期純利益) (21,361)
合 計 102,375

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部

を
承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し

ま
し
た
。
効
力
発
生
日
は
令
和
八
年
十
二
月
一
日
で

あ
り
、
両
社
の
株
主
総
会
の
承
認
決
議
は
令
和
八
年

十
一
月
十
六
日
に
予
定
し
て
お
り
ま
す
。
こ
の
合
併

に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告
掲
載
の
翌

日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
開
示
状
況
は
次
の
と

お
り
で
す
。

（
甲
）
左
記
の
と
お
り
で
す
。

（
乙
）
計
算
書
類
の
公
告
義
務
は
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
八
年
十
月
十
三
日

神
戸
市
中
央
区
加
納
町
四
丁
目
六
番
三
号

（
甲
）
株
式
会
社
セ
ラ
ー
ハ
ウ
ス

代
表
取
締
役

北
野

泰
造

神
戸
市
北
区
惣
山
町
一
丁
目
一
〇
番
一
五
号

（
乙
）
有
限
会
社
セ
ラ
ー
ハ
ウ
ス

代
表
取
締
役

北
野

泰
造

第 47 期 決 算 公 告
令和８年 10 月 13 日
神戸市中央区加納町四丁目６番３号

株式会社セラーハウス
代表取締役 北野 泰造

貸借対照表の要旨
(令和７年12月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 282,516
固 定 資 産 95,592
合 計 378,109

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 92,445
株 主 資 本 285,664
資 本 金 20,000
利 益 剰 余 金 265,664
利 益 準 備 金 2,100
その他利益剰余金 263,564
(うち当期純利益) (46,892)
合 計 378,109

第 ８ 期 決 算 公 告

令和８年６月 22 日

北海道札幌市中央区南二条西一丁目３番地

北専ビル６階

株式会社Ｄ２ Ｇａｒａｇｅ

代表取締役 小瀧 聡

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資
産
の
部
流 動 資 産 122,290

合 計 122,290

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 16,706
(賞与引当金) (1,765)
固 定 負 債 179
株 主 資 本 105,017
資 本 金 107,000
資 本 剰 余 金 107,000
資 本 準 備 金 107,000
利 益 剰 余 金 108,983
その他利益剰余金 108,983
(うち当期純損失) (33,379)

評価・換算差額等 388
その他有価証券評価
差額金 388

合 計 122,290

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
て
甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
部
を

承
継
し
て
存
続
し
乙
は
解
散
す
る
こ
と
に
い
た
し
ま
し

た
。こ

の
合
併
に
対
し
異
議
の
あ
る
債
権
者
は
、
本
公
告

掲
載
の
翌
日
か
ら
一
箇
月
以
内
に
お
申
し
出
下
さ
い
。

な
お
、
最
終
貸
借
対
照
表
の
要
旨
は
次
の
と
お
り
で

す
。令

和
八
年
十
月
十
三
日

東
京
都
品
川
区
南
大
井
六
丁
目
二
六
番
三
号

大
森
ベ
ル
ポ
ー
ト
Ｄ
館
四
階

（
甲
）
株
式
会
社
村
上
商
会

代
表
取
締
役

村
上

竜
也

東
京
都
西
多
摩
郡
日
の
出
町
大
字
平
井
二
四
番

地
一

（
乙
）
株
式
会
社
ダ
ブ
リ
ュ
ー
・
ツ
ー

代
表
取
締
役

村
上

竜
也

第 63 期決算公告 令和８年10月13日
東京都品川区南大井六丁目26番３号
大森ベルポートＤ館４階

株式会社村上商会
代表取締役 村上 竜也

貸借対照表の要旨(令和８年７月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 2,782,992
固 定 資 産 4,006,387
合 計 6,789,379

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 1,856,205
固 定 負 債 3,134,699
退職給付引当金 148,347
株 主 資 本 1,798,474
資 本 金 46,000
利 益 剰 余 金 1,752,474
利 益 準 備 金 18,958
その他利益剰余金 1,733,516
(うち当期純利益) (161,178)
合 計 6,789,379

第 37 期 決 算 公 告

令和８年 10 月 13 日

東京都西多摩郡日の出町大字平井24番地１

株式会社ダブリュー・ツー

代表取締役 村上 竜也

貸借対照表の要旨
(令和８年７月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額

資

産

の

部

流 動 資 産 117,198
固 定 資 産 189,189
繰 延 資 産 3,030

資 産 合 計 309,418

負
債
及
び
純
資
産
の
部

流 動 負 債 344,055
固 定 負 債 53,902

負 債 合 計 397,957

株 主 資 本 88,539
資 本 金 20,000
資 本 剰 余 金 84,830
資 本 準 備 金 20,000
その他資本剰余金 64,830
利 益 剰 余 金 193,370
利 益 準 備 金 930
その他利益剰余金 194,300
(うち当期純損失) (155,884)

純資産合計 88,539

負債・純資産合計 309,418

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報 
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